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国立大学法人大分大学事業報告書 
 

「国立大学法人大分大学の概略」 

１．目 標 

国立大学法人大分大学中期目標 

（前文）大学の基本的な目標 

大分大学の基本理念 

  人間と社会と自然に関する教育と研究を通じて、豊かな創造性、社会性及び人間性を備えた人材を

育成するとともに、地域の発展ひいては国際社会の平和と発展に貢献し、人類福祉の向上と文化の創

造に寄与する。 

 

教育の目標 

１．学生の立場にたった教育体制のもとで、広い視野と深い教養を備え、豊かな人間性と高い倫理観

を有する人材を育成する。 

２．ゆるぎない基礎学力と高度の専門知識を修得し、創造性と応用力に富んだ人材を育成する。 

３．高い学習意欲を持ち、たゆまぬ探究心と総合的な判断力を身につけ、広く世界で活躍できる人材

を育成する。 

 

研究の目標 

１．創造的な研究活動によって真理を探究し、知的成果を大分の地から世界へ発信する。 

２．広い分野の学際的な研究課題に対して、総合大学の特性を活かし、学の融合による新たな学問分

野の創造を目指す。 

 

社会貢献の目標 

１．地域拠点大学として、教育・研究・医療の成果を地域社会に還元することにより、地域社会との

連携と共存を図り、その発展に貢献する。 

２．国際的な拠点大学として、広く世界に目を向けて交流を進める。特に、アジア諸国との特徴ある

国際交流を推進する。 

 

運営の方針 

１．自主的・自律的な教育研究と管理運営のもと、活動内容の継続的な質的向上を図るとともに、情

報を積極的に公開し、社会への説明責任を果たすよう努める。 

２．社会と時代の変化に対応し得る、機能性に優れた柔軟な運営体制の構築を目指す。 

 

２．業 務 

Ⅰ 大分大学の状況 

１．平成１７年度計画実施にあたっての大分大学の状況－平成１６年度の到達点と関わって 

大分大学は自らの大学憲章が掲げる理念と目標の実現をめざして全教職員が一致協力しながら諸課

題の解決並びに改革に努力するとともに，平成１７年度計画については，法人評価委員会による平成

１６年度事業評価において指摘された事項を完全に達成することを大前提として，新に加えた事業計

画すべてを予定どおり進めることを最低限の課題であるとの強い自覚のもとで遂行した。 

平成１６年度事業評価では，大分大学の全体的な事業に関してはおおむね中期目標・中期計画が予

定どおり実行されているものの，一部の事項でなお一層の努力が必要との評価を受けた。すなわち，

組織体制の整備における遅れが否めない状況を改善して，学長のリーダーシップのもとで，統合のメ
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リットを最大限に発揮する方向で中期目標の達成を加速すること等の進展が特に求められるところで

あった。 

これらの指摘への対応を中心に，以下のような改善を平成１７年度中に図った。 

   ① 現学長は，昨年１０月の学長就任時に「新たな理事体制の発足にあたって」と題する所信を

表明する中で，中期目標・中期計画及び年度計画の達成にむけて強い決意を表すなど，あらゆ

る機会を通じてメッセージを発信し，目標達成に向けてリーダーシップを発揮すると共に，「学

長室・理事室」体制の整備，「戦略会議」や「将来計画会議」を設置するなど，組織体制の整

備・改善を図った。 

   ② 運営体制を全学委員会方式から理事室所掌の部門会議方式へと改編し，４１の全学委員会（法

令等で定められた委員会を除く）を，５理事室１６部門会議に集約したことにより，委員数を

削減した（１９２名減）。このことにより，教員が教育研究に従事する時間を以前より確保す

ることができた。更に，学長，理事のもとに会議が集約され，学長のリーダーシップにより各

理事に効率的に検討事項が振り分けられることにより，会議間の調整に費やされる時間が減少

し，横断的な審議が可能になったと考えられる。 

   ③ 経営協議会の活性化に向けての方策として，毎月の定例開催，議題等の事前配付と説明，欠

席委員の意見の事前集約等の改善を図った。 

   ④ 柔軟で多様な人事制度を検討するために「人事政策会議」を設置し，中期計画期間中の人件

費シミュレーションを策定して「定員削減」計画等を立案する一方，教育特任教授制度の導入，

教員の定年年齢延長，事務職員の再雇用制の導入を図るとともに，教職員の表彰制度の整備に

着手した。また，教員の採用については，選考方針に従い外国人，女性，民間人の任用を促進

した。 

⑤ 学長裁量定員の確立をはじめ人的資源を機動的かつ有効に活用できるシステムを構築し，平

成１８年度定員７名の活用方針を策定した。このうちの４名については，高等教育開発センタ

ー及び先端医工学研究センターに平成１７年度前倒しで配置した。 

   ⑥ 中期目標期間中の財政収支の見通し，財政運営の健全性を確保するための対応策を明らかに

し，資金・施設・教職員という諸資源の効率的・効果的な活用を図りながら，魅力ある教育研

究，活力ある大学運営等を実現するため，「中期財政計画」を策定した。 

⑦ 学長裁量経費と部局長裁量経費の関係の区分を一層明確にし，経営戦略，競争性及び効率性

にのっとった配分を行った。 

 

２．学長提起による平成１７年度計画推進における基本的方針に基づく業務実績の主要な状況   

平成１７年度計画を推進する上での課題と基本的な方針について学長から全教職員と学生に向けて

節目毎にメッセージが発信され，以下のとおり，全学的に年度計画に取り組む際のガイドラインとし

て諸事業に取り組んできた。 

① 国立大学法人評価委員会による評価への対応をはじめとして，他の３つの評価（職員評価，自

己評価，認証評価）への確実な対応を進めること。 

・ 平成１７年度計画に掲げられた全実施事項の達成率は，単純平均して９８％超となった。 

・ 評価担当学長補佐を配置するとともに評価体制を改革し，自己評価データ入力の改善ならび

に職員評価システムの整備に向けた検討を加速させた。 

② 旦野原キャンパス（旧大分大学），挾間キャンパス（旧大分医科大学）間の交流を促進すること。 

・ 定期的な研究交流会である「学際研究創造セミナー」をスタートさせ，共同研究プロジェク

トの構築に務めた。 

・ 部局を超えた教育研究プロジェクトに学長裁量経費を優先的に配分することを決め，人的交

流を支援した。また，若手研究者萌芽研究支援プログラムにおいては，異なる分野の若手研究

者が共同して，連携・融合研究に取組むものに優先的に支援した。 

③ 構成員全員による情報の共有と迅速な意思決定システムの構築をめざすこと。 

・ 前項の①～③ 

・ 学長・理事と学部の情報共有を進めるために，「運営会議」の定例化を行った。 
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・ 若手教授を構成員とする「戦略会議」を設置し所属分野によらず中長期的な大学の戦略に関

する検討を開始し，併せて従来の将来計画委員会を，外部委員も加えて学長が掌理する「将来

計画会議」に改組した。 

・ 学内者ホームページによる学内及び学外情報伝達法の改善を行い，個々の教職員への直接メ

ールによる情報伝達等を実施するようにし，また，学長・全理事が取組んでいる業務内容を適

宜ホームページに掲載することにし，学内者の状況認識を高める工夫を行った。 

④ 入学前から卒業後まで，学生の目線に立った教育システムと教育環境の整備を進めること。 

・ 学生（受験生を含む）の利益を第一とする施設環境の改善・整備を進めた。 

・ 教育プロジェクト担当学長特別補佐を配置し，高等教育開発センターと連携して特色ある教

育への様々な取組を進めた。 

⑤ 大分大学全体の研究戦略，研究の柱を確立し，３つの境界領域（福祉科学・人間環境科学・生

命科学）においてできるだけ早い時期に特色ある研究をうち立てていくこと。 

・ 「先端医工学研究センター」を設置し，両大学統合のメリットを生かし，特色ある研究を推

進する体制を整備した。 

・ 学長特別補佐（研究プロジェクト担当）を配置し，学内横断的重点研究課題の検討を進める

体制を整備した。 

・ 学長裁量経費を活用して，大分大学における重点的研究課題の強化を図るために公募対象事

業を明確化することとし，「教育改革拠点形成支援プログラム」「研究推進拠点形成支援プログ

ラム」「若手研究者萌芽研究支援プログラム」「社会連携推進プログラム」の４つのプログラム

を設定した。 

     これらのプログラムについては，外部の競争的資金への申請実施を参加資格の必須条件とし，

さらに，競争的資金の獲得に繋がる可能性がより高い取組（呼び水となる事業）を重点的に支

援することとした。 

⑥ 社会連携を通して地域と共に歩む大学づくりを進めること。 

・ 大分県及び県内のすべての市との間で包括的相互協力協定を締結するという目標をほぼ年度

内に完了した。この取組は全国的にも先駆的なものと言える。 

・ 平成１６年度に締結した自治体と多くの連携事業を実施した。 

・ 卒業生との連携を強めるため学部毎にある５同窓会との協議を進め，大分地区ならびに関東

地区での学部の壁を超えた全学レベルの同窓生交流会を盛会に開催した。 

・ 県庁記者クラブにおける学長記者会見を毎月定例化するなど，広報活動を充実させ，メディ

アを通じて広報される情報が２０％増加した。 

⑦ 先進医療に積極的に取り組むとともに，地域の医療センターとしての附属病院の機能を拡充す

ること。 

・ おおむね安定した病院経営を維持するとともに，優れた医師の確保という焦眉の課題に向け

て「卒後臨床研修センター」を設置した。 

⑧ 予算の効率的な活用と競争的資金の獲得をめざすこと。 

・ 競争的な特別教育研究経費やプロジェクト経費の獲得力を向上させるために，早い時期から

の準備など全学的な体制を整備した。 

・ 学長裁量経費の配分ポリシーの明確化など，予算配分の戦略化に着手した。 

 

３．平成１７年度計画全体の総括 

  平成１７年度計画が目標とした事業全体の１１６項目のうち，「年度計画を上回って実施している」

と自己評価した事項は５項目であり，さらに「年度計画を十分に実施している」と自己評価した事項

は１１１項目であった。他方，「年度計画を十分には実施していない」か，「年度計画を実施していな

い」と評価せざるを得ない項目は全く無かった。 

以上より，大分大学は中期計画の達成に向けて１７年度計画を概ね目標どおりに実施していると自

己評価するものである。 
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Ⅱ 各分野毎の状況 

１．教育研究等の質の向上 

（１）教育に関する目標 

① 教育の質の向上を図るため学長が掌理する「教育改革推進本部」を設置した。なかでも教育

改革事業の推進のため学長特別補佐（教育プロジェクト担当）を任命し，各種ＧＰ獲得に向け

取り組んだ。 

② 「高等教育開発センター」を設置し，教育情報機器の整備，教育方法の改善・充実，授業評

価の集計・分析等に努めた。 

③ 学生の目線に立った施設環境づくりをめざし，受験生，学生がアクセスする事務空間をキャ

ンパスの中央の１階部分に集中させた。 

④ 学生生活の継続に必要な経済基盤の確立のため，平成１８年度より「大分大学授業料奨学融

資制度」を実施するための体制を整備した。 

   ⑤ 教育研究組織の見直しに関して，大学院経済学研究科に博士課程の設置を計画し，検討を開

始し，平成１９年度設置に向けて具体的な準備（設置計画書の作成等）を始めた。 

（２）研究に関する目標 

① 「先端医工学研究センター」を設置し，福祉を核とする医工連携のもとで新たな教育研究を

開発・推進させるとともに，社会的貢献を一層強化することにした。 

② 大分大学における学際的研究を創造・推進することを目的として「学際研究創造セミナー」

を発足させて定期的に開催し，このことによって学際的な研究プロジェクトの新たな構築に向

けた研究環境の整備が進んだ。 

③ 大分大学に特有な臨床薬理部門で大学で初めての寄附講座を設置し，既存の組織と協働して，

「創薬育薬医学」の確立と「創薬育薬医療」の発展に寄与する。 

（３）その他の目標 

① 社会との連携，国際交流等に関する目標 

・ リエゾン・各種コーディネータを配置し窓口機能を集約した「イノベーション機構」の

設置を決定した。 

・ 大分県及び県下１４市のうち１２市と平成１７年度までに相互協力協定を締結し，知事

による講演会や各市との具体的課題協議を開始し，市長と学生とで「語る会」を開催した。 

・ 金融機関との協定を利用しながら，地域ＭＯＴ推進協議会の組織化，産学官連携コーデ

ィネータ養成などの仕組みを作った。 

・ チエンマイ大学，コンケン大学，順天大学と新たに交流協定を締結するとともに，アジ

ア以外も含めて国際交流協定の締結をさらに前進させる体制を整備した。 

② 附属病院に関する目標 

・ 新医師臨床研修管理型病院として充実した卒後臨床研修が遂行できるよう，「卒後臨床研

修センター」棟を竣工した。 

・ ネットワークによる臨床試験の推進体制を構築した。 

・ 患者の利便性を重視し，クレジットカードによる診療料金の支払いを可能にした。 

・ 緩和ケア支援チームに看護師を常駐させて１日平均１４人の緩和ケア加算を達成するな

ど，病院経営の改善を進めた。 

・ 県内の新生児未熟児医療の臨床的需要に対応し，周産母子センターのＮＩＣＵ病床を３

床から６床に増床した。 

 

２. 業務運営の改善及び効率化 

（１）運営体制の改善に関する目標 

① 学長のリーダーシップのもとで機動的な大学運営と効率的で責任ある意思決定システムの

構築をめざして運営組織の大幅な見直しを行い（平成１８年４月１日完全実施），「運営組織の

改編の基本的考え方」に基づき一部を先行的に実施した。 

② 計画的な財政運営のもとで魅力ある教育研究，活力ある大学運営等を実現するために，「行
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政改革の重要方針」（平成１７年１２月閣議決定）において示された「総人件費改革の実行計

画」を踏まえた人件費シミュレーションを含む「中期財政計画」を策定した。 

（２）学長のリーダーシップによる戦略的・競争的な資源配分 

① 学長が定めた重点施策（平成１７年10月）に基づき，「学長裁量経費」に関する従来の配分

ポリシーや決定方法等を全面的に見直して，戦略的経費としてのさらなる重点化を図るととも

に，「部局長裁量経費」との区別の明確化を図った。 

② 戦略的分野，組織・事業へ人的資源を重点的に投入するために，平成１６年度に方針が定め

られた「学長裁量定員」については中期目標期間中に教員１８名，事務職員１０名を確保し，

このうち７名については具体的な活用分野を決定した。 

（３）責任ある適切な人件費管理 

中長期的視点に立った全学的な人件費管理を実現するため平成１６年度に導入した｢人件費総額

一括管理方式｣を継続運用するとともに，新設した人事政策会議を中心として，「総人件費改革の実

行計画」などの諸要因を踏まえ，中期目標期間中のより精度の高い「人件費シミュレーション」の

改定を行い，「人員削減計画」を策定するなど改善策を策定した。 

（４）人事の適正化に関する目標 

職員評価については，評価委員会の下に職員評価専門委員会を設置し，教員及び事務系職員ごと

に評価の在り方を検討した。 

   事務職員について試行評価を実施した。 

 

３．財務内容の改善に関する目標 

（１）外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標 ― 全学的視点に立った戦略的な資源配分 

① 「部局長裁量経費」について，部局間の競争プロセス及び評価結果の資源配分への反映を積

極的に進めるため，従来の「定額配分方式」を廃止して各種評価に基づく「重点的配分方式」

を導入した。 

② 学生納付金収入の確実な確保を図るため，「授業料」収入の確保状況について，基盤教育経

費の配分に反映させた。 

（２）経費の抑制に関する目標 

附属病院を除く各部局ごとの光熱水費の使用目標値（平成１６年度実績の約３％減）を設定する

とともに，使用実績額を公表し，経費節減に向けた意識の涵養を図るなど経費削減に努めた結果，

使用目標値に対し約３.３％の削減となった。 

また，附属病院については使用実績で対前年度比１０％を削減し，附属病院を含めた全学の使用

実績では対前年度比約９.１％の削減を達成した。 

（３）資産の運用管理の改善に関する目標 

「有効活用スペース推進計画」に基づいて学生のインフォメーションルーム及び留学生センター

を整備し，ワンストップサービスを実現した。 

また，空き室を若手研究者の研究室，学生のための自習室，ゼミ室として整備し有効活用を図っ

た。 

 

４．自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

（１）情報公開等の推進に関する目標 

① 学長の定例記者会見（毎月１回）を実施し，提供情報の４割がメディアに載った，また，ホ

ームページでは「学長・理事からのお知らせ」欄の新設やトピックスの充実を図るとともに，

大分合同新聞との共同プロジェクト等を通じて，学内外に向けた大分大学についての情報発信

を飛躍的に向上させた。 

② 学内者ＨＰによる学内及び学外情報伝達法の改善を行い，個々の教職員宛直接メールによる

情報伝達等を実施した。また，学長・理事の進行中の業務内容に関連した報告を適宜ＨＰに掲

載し，大学運営等に関する情報共有を日常化する中で，学長は大分大学の運営における基本方

針と課題に関するメッセージを全教職員，学生及び学外に向けて継続的に発信した。 
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③ 国際化に対応すべく「国立大学法人大分大学における広報に関わる印刷物の英語版作成の基

準」を作成し，各部局で作成している印刷物の英語版作成を促した。 

 

５．その他業務運営に関する重要目標 

（１）施設設備の整備・活用等に関する目標 

① 施設等の整備に関し，「大分大学施設マネジメント」（施設の有効利用，効率的運用及び環境

整備）及び「中長期施設整備構想」を策定した。 

② 「耐震改修計画」，「施設・設備等維持管理計画」，「有効スペースの推進計画」，「ユニバーサ

ルデザイン推進計画」，「屋外施設・環境整備計画」等を策定し，可能なものから実施した。 

 

（２）安全管理に関する目標   

平成１７年度に実施した意識調査に基づき，全学的な「学生生活における安全マニュアル」を作

成した。 
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３．事業所等の所在地 

キャンパス名 主 な 名 称 所 在 地 

旦野原キャンパス 
法人本部、教育福祉科学部、経済学部、工

学部 
大分県大分市大字旦野原 

挾間キャンパス 医学部、医学部附属病院 大分県由布市挾間町医大ヶ丘 

王子キャンパス 
教育福祉科学部附属小学校、附属中学校、

附属養護学校、附属幼稚園 
大分県大分市王子新町 

 

４．資本金の状況 

３１,０６１,１５９,０５５円（全額 政府出資） 
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５．役員の状況 

 役員の定数は、国立大学法人法第１０条により、学長１人、理事６人、監事２人。任期は国立大学法

人法第１５条の規定及び国立大学法人大分大学役員規程の定めるところによる。 

役 職 氏   名 就任年月日 主 な 経 歴 

中 山   巌 

平成16年4月1日 

～ 

平成17年9月30日

 

昭和42年4月   長崎大学助手医学部 

昭和42年5月   長崎大学講師医学部 

昭和46年4月   長崎大学助教授医学部附属病院 

昭和53年4月   大分医科大学教授医学部 

平成 9年 4月    大分医科大学附属図書館長 

平成10年4月    大分医科大学長 

平成15年10月   大分大学長 

 

学  長 

羽 野   忠 

平成17年10月1日

～ 

平成21年9月30日

 

昭和48年4月   九州大学助手工学部 

昭和50年4月   大分大学講師工学部 

昭和51年8月   大分大学助教授工学部 

昭和64年1月   大分大学教授工学部 

平成 8年 4月～平成10年4月 

大分大学廃液処理施設長・評議員

平成11年7月～平成12年3月 

大分大学機器分析センター長・評

議員 

平成12年1月～平成16年1月 

大分大学工学部長・評議員 

平成16年4月   大分大学理事（社会連携担当） 

 

嘉 目 克 彦 

平成16年4月1日 

～ 

平成17年9月30日

 

昭和53年4月   大分大学講師経済学部 

昭和55年4月   大分大学助教授経済学部 

平成 3年 4月   大分大学教授経済学部 

平成 8年 8月～平成12年8月 

大分大学経済学部長・評議員 

平成13年4月～平成13年12月 

         大分大学評議員 

平成14年1月   大分大学副学長・評議員 

平成15年10月   大分大学学長特別補佐・評議員 

平成16年4月   大分大学理事（総務担当） 

平成17年10月   大分大学理事（教育担当） 

 

理  事 

（総務担当） 

前 田  明 

平成17年10月1日

～ 

平成19年9月30日

 

昭和54年4月   大分大学教育学部 

昭和59年4月   大分大学助教授教育学部 

平成 7年 4月   大分大学教授教育学部 

平成11年4月    大分大学評議員 

平成17年4月   大分大学教育福祉科学部長 
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豊 田 寛 三 

平成16年4月1日 

～ 

平成17年9月30日

 

昭和44年4月   広島大学助手教養部 

昭和49年4月   大分大学講師教育学部 

昭和52年4月   大分大学助教授教育学部 

昭和63年1月   大分大学教授教育学部 

平成10年1月   大分大学教育学部長 

平成11年4月～平成13年3月 

大分大学教育福祉科学部長 

平成14年1月   大分大学学長特別補佐 

平成15年10月   大分大学副学長 

 

理  事 

（教育担当） 

嘉 目 克 彦 

平成17年10月1日

～ 

平成19年9月30日

 

昭和53年4月   大分大学講師経済学部 

昭和55年4月   大分大学助教授経済学部 

平成 3年 4月   大分大学教授経済学部 

平成 8年 8月～平成12年8月 

大分大学経済学部長・評議員 

平成13年4月～平成13年12月 

         大分大学評議員 

平成14年1月   大分大学副学長・評議員 

平成15年10月   大分大学学長特別補佐・評議員 

平成16年4月   大分大学理事（総務担当） 

平成17年10月   大分大学理事（教育担当） 

 

理  事 

（研究担当） 
野 村 芳 雄 

平成16年4月1日 

～ 

平成17年9月30日

 

昭和44年8月   熊本大学助手医学部 

昭和47年4月    熊本大学講師医学部附属病院 

平成 8年 4月   大分医科大学教授医学部 

平成15年10月   大分大学副学長 

 

理  事 

（研究・情報担当） 
加 藤 征 治 

平成17年10月1日

～ 

平成19年9月30日

 

昭和44年4月   山口大学医学部 

昭和53年4月   大分医科大学助教授医学部 

平成 7年 4月   大分医科大学教授医学部 

平成14年4月～平成15年3月 

大分医科大学医学部附属動物実

験施設長 

平成14年9月～平成15年9月 

大分医科大学学長補佐 

平成15年4月～平成15年9月 

大分医科大学総合科学研究支援

センター長 

平成15年10月  大分大学総合科学研究支援セン 

ター長・評議員 
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理  事 

（社会連携担当） 
羽 野   忠 

平成16年4月1日 

～ 

平成17年9月30日

 

昭和48年4月   九州大学助手工学部 

昭和50年4月   大分大学講師工学部 

昭和51年8月   大分大学助教授工学部 

昭和64年1月   大分大学教授工学部 

平成 8年 4月～平成10年4月 

大分大学廃液処理施設長・評議員

平成11年7月～平成12年3月 

大分大学機器分析センター長・評

議員 

平成12年1月～平成16年1月 

大分大学工学部長・評議員 

平成16年4月   大分大学理事（社会連携担当） 

平成17年10月   大分大学長 

 

理  事 

（国際・社会連携

担当） 

佐 藤 誠 治 

平成17年10月1日

～ 

平成19年9月30日

 

昭和52年4月   八代工業高等専門学校 

昭和56年4月   大分大学助教授工学部 

平成 3年 7月   大分大学教授工学部 

平成11年4月～平成13年3月 

大分大学地域共同研究センター

長 

平成15年10月～平成16年3月 

大分大学学長補佐・評議員 

平成16年4月～平成17年9月 

大分大学評議員 

 

理  事 

（財務担当） 
島 田 正 寛 

平成17年10月1日

～ 

平成19年9月30日

 

昭和51年11月  小樽商科大学会計課 

昭和54年11月  文部省大臣官房会計課管財班 

平成11年4月   大臣官房会計課総務班主査 

平成13年6月   大臣官房会計課政府調達企画官 

（兼）大臣官房会計課政府調達室長

平成17年1月   大分大学理事（財務担当）・事務

局長 

 



 - 11 -

理  事 

（医療担当） 

（非常勤） 

有 田   眞 

平成17年10月1日

～ 

平成19年9月30日

 

昭和41年9月   九州大学医学部附属病院副手 

昭和42年6月   九州大学助手医学部 

昭和44年1月   九州大学医学部附属病院副手 

昭和47年7月   医療法人恵愛会福間病院内科医 

長 

昭和47年10月   九州大学助手医学部 

昭和48年4月   九州大学助教授医学部 

昭和54年4月   大分医科大学教授医学部 

平成 4年 4月～平成8年3月 

大分医科大学医学部附属動物実 

験施設長（併任） 

平成10年4月   大分医科大学医学部附属実験実 

習機器センター長（併任） 

平成11年7月    大分医科大学教授医学部 辞職 

平成11年8月   財団法人厚生年金事業振興団湯 

布院厚生年金病院長 

平成16年8月   大分大学理事（医療担当）（非常

勤） 

 

監  事 田 村 謙二郎 

平成16年4月1日 

～ 

平成18年3月31日

 

昭和42年4月   株式会社大分銀行入行 

平成7年3月     株式会社大分銀行大阪支店長， 

鶴崎支店長歴任 

平成11年7月    大分リース株式会社取締役 

平成13年8月    大分リース株式会社常務取締役 

 

監  事 

（非常勤） 
秦 野 晃 郎 

平成16年4月1日 

～ 

平成18年3月31日

 

昭和41年4月   税理士・公認会計士事務所開業 

昭和59年5月    朝日監査法人代表社員 

平成16年1月    あずさ監査法人代表社員 
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６．職員の状況（平成１７年５月１日現在） 

   教  員        ９０８人（うち常勤６６６人、非常勤２４２人） 

   教員以外の職員  １,１２０人（うち常勤８１３人、非常勤３０７人） 

        計      ２,０２８人 

 

７．学部等の構成 

 

附属小学校 

附属中学校 

                                附属養護学校 

                       教育福祉科学部         附属幼稚園 

                   学 部                             附属教育実践総合センター 

                   経済学部 

                       医学部                  附属医学教育センター 

                                附属病院 

                       工学部 

 

                       教育学研究科 

                   大学院      経済学研究科 

                       医学系研究科 

                       工学研究科 

                                  福祉社会科学研究科 

 

附属図書館（本館・分館） 

 

保健管理センター 

地域共同研究センター 

生涯学習教育研究センター 

学内共同教育研究施設          総合科学研究支援センター 

総合情報処理センター 

留学生センター 

ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー 

福祉科学研究センター 

コミュニティ総合研究センター 

先端医工学研究センター 

高等教育開発センター 
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８．学生の状況（平成１７年５月１日現在） 

学部学生数 ５,１４５人 大学院生数 ６６６人 

教育福祉科学部 １,１２３人 教育学研究科（修士課程） ６８人 

経 済 学 部 １,４４２人 経済学研究科（修士課程） ５０人 

医 学 部    ８３８人 医学系研究科（修士課程） ２９人 

工 学 部 １,７４２人 医学系研究科（博士課程） １０３人 

工学研究科（博士前期課程） ３４７人 

工学研究科（博士後期課程） ４６人 

  

福祉社会科学研究科（修士課程） ２３人 

 

９．設立の根拠となる法律名 

    国立大学法人法 

 

１０．主務大臣 

    文部科学大臣 

 

１１．沿 革 

年   月 旧 大 分 大 学 旧大分医科大学 

昭和２４年 ５月  

昭和４１年 ４月 

昭和４７年 ５月 

昭和５１年１０月 

昭和５２年 ５月 

昭和５４年 ４月 

 

昭和５６年 ４月 

昭和５９年 ４月 

平成 ４年 ４月 

平成 ６年 ４月 

平成 ７年 ４月 

平成１０年 ４月 

 

平成１１年 ４月 

平成１４年 ４月 

 

大分大学(学芸学部、経済学部)設置 

学芸学部を教育学部に改称 

工学部設置 

 

大学院経済学専攻科(修士課程)設置 

大学院工学研究科(修士課程)設置 

（平成7年4月：博士前期課程に改組）

 

 

大学院教育学研究科(修士課程)設置 

 

大学院工学研究科(博士後期課程)設置

 

 

教育学部を教育福祉科学部に改組 

大学院福祉社会科学研究科(修士課程)

設置 

 

 

 

大分医科大学設置 

 

 

 

医学部附属病院設置 

大学院医学研究科(博士課程)設置 

 

医学部看護学科設置 

 

大学院医学系研究科に改称し、看護

学科専攻(修士課程)設置 

 

 

 

平成１５年１０月 

平成１６年 ４月 

平成１７年 ４月 

新「大分大学」設置 

国立大学法人大分大学設置 

先端医工学研究センター設置 

高等教育開発センター設置（大学教育開発支援センターを改組） 

医学部附属医学教育センター設置 
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１２．経営協議会・教育研究評議会 

○経営協議会（国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関） 

氏   名 現   職 

中 山   巌 

（H16.4.1～H17.9.30） 

羽 野   忠 

（H17.10.1～） 

学 長 

嘉 目 克 彦 

（H16.4.1～H17.9.30） 

前 田  明 

（H17.10.1～） 

理事（総務担当） 

島 田 正 寛 理事（財務担当） 

前 田  明 

（H17.4.1～H17.9.30） 

平 田 利 文 

（H17.10.1～） 

教育福祉科学部長 

阿 部   誠 経済学部長 

葉 玉 哲 生 医学部長 

江 崎 忠 男 工学部長 

中 野 重 行 医学部附属病院長 

安 藤 昭 三 大分商工会議所会頭 

小 野   浩 
大分県経営者協会最高顧問 

（大分交通株式会社代表取締役会長） 

嶋 津 義 久 大分県医師会長 

立 花 旦 子 弁護士 

西 村 駿 一 大分県私立大学・短期大学協会長 

堤  俊 一 郎 大分県生活環境部長 

草 間 朋 子 大分県立看護科学大学長 

黒 川   征 別府大学長 
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○教育研究評議会（国立大学法人の教育研究に関する重要事項を審議する機関） 

氏   名 現   職 

中 山   巌 

（H16.4.1～H17.9.30） 

羽 野   忠 

（H17.10.1～） 

学 長 

嘉 目 克 彦 

（H16.4.1～H17.9.30） 

前 田  明 

（H17.10.1～） 

理事（総務担当） 

豊 田 寛 三 

（H16.4.1～H17.9.30） 

嘉 目 克 彦 

（H17.10.1～） 

理事（教育担当） 

野 村 芳 雄 

（H16.4.1～H17.9.30） 
理事（研究担当） 

加 藤 征 治 

（H17.10.1～） 
理事（研究・情報担当） 

羽 野   忠 

（H16.4.1～H17.9.30） 
理事（社会連携担当） 

佐 藤 誠 治 

（H17.10.1～） 
理事（国際・社会連携担当） 

島 田 正 寛 理事（財務担当） 

前 田  明 

（H17.4.1～H17.9.30） 

平 田 利 文 

（H17.10.1～） 

教育福祉科学部長 

阿 部   誠 経済学部長 

葉 玉 哲 生 医学部長 

江 崎 忠 男 工学部長 

二 宮 孝 富 大学院福祉社会科学研究科長 

大 羽 宏 一 

（H16.4.1～H17.9.30） 

伊 藤 哲 郎 

（H17.10.1～） 

附属図書館長 

中 野 重 行 医学部附属病院長 

大 嶋  誠 教育福祉科学部教授 
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大岩 幸太郎 教育福祉科学部教授 

楠 本   宏 経済学部教授 

安 岡 正 義 経済学部教授 

藤 岡 利 生 医学部教授 

小 幡 光 子 医学部教授 

佐 藤 誠 治 

（H16.4.1～H17.9.30） 

井 上 正 文 

（H17.10.1～） 

工学部教授 

田 中   充 工学部教授 

平 塚 良 子 大学院福祉社会科学研究科教授 

三 角 順 一 

（H16.4.1～H17.9.30） 

柳 澤 繁 孝 

（H17.10.1～） 

附属図書館医学分館長 

加 藤 征 治 

（H17.4.1～H17.9.30） 

三 角 順 一 

（H17.10.1～） 

学内共同教育研究施設の長 

中 塚 和 夫 医学部附属病院教授 

 



 - 17 -

「事業の実施状況」 

Ⅰ．大学の教育研究等の質の向上 

１．教育に関する実施状況 

（１）教育の成果に関する実施状況 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等 

○教養教育の成果に関する具体的目標の設定 

教養教育の全般的見

直しを行い，豊かな感

性と教養並びに倫理観

を備えた，人間性豊か

な人材を育成する。 

 

教養教育委員会が高等教

育開発センターと連携して，

前年度の調査・検討結果に基

づき，関係部署と連携しつつ

問題点を解決するための基

本計画を新たに構想し，その

実施策も策定して実施する。

卒業生に対して教養教育の成果を問うアンケート調査

を実施した。また学生による授業評価を通じて教養教育

に対する評価並びにその成果を調査した。これらの調査

結果を踏まえて本学の教養教育の問題点を吟味した。 

国際性を身に付けた

人材を育成するため，

異文化理解力，情報活

用能力や外国語を含む

コミュニケーション能

力の向上を図る教育を

充実させる。特に，英

語については，「仕事で

英語が使える」人材の

育成を目指して教科内

容等の改善を図る。 

教養教育委員会を中心と

して，前年度からの検討を続

行し，策定された諸方策を各

学部に依頼する。 

英語教育にＴＯＥＩＣを導入するため大学としてＴＯ

ＥＩＣへ団体加入し，平成１７年度は経済学部と工学部

でＴＯＥＩＣを活用した。 

 

教務委員会及び教養教育

委員会が高等教育開発セン

ターと連携して，アンケート

調査の企画立案を行う。 

授業評価アンケートの中から各学部の導入教育の実情

について分析し，その結果に基づいて調査をすることと

した。 

教務委員会は，現状の導入

教育とその効果に関する調

査を実施する。 

各学部の導入教育の実態ならびに改善の状況を，シラ

バスを元に調査した結果，導入教育は適切に実施されて

いることを確認した。 

導入教育の充実を図

り，学習の動機付けを

高める。 

それぞれの結果を基に，導

入教育として適切な教育内

容・教育方法を策定し，導入

教育として適切な授業科目

を検討，開設する。 

導入教育は適切に実施されており，工学部と経済学部

では恒常的な補習授業も実施されている。 

○卒業後の進路等に関する具体的目標の設定 
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学士課程での教育に

より，自らの専門を積

極的に生かし，社会に

貢献することができる

人材を育成する。また，

大学院へ進学し，高度

な専門的知識の習得を

目指す人材の育成を図

る。 

 

前年度の検討結果に基づ

き，全学または学部で就職

進路説明会を開催し，学生

が個々の能力・適性と興味

関心を持って卒業後の進路

選択をするよう指導する。

卒業後のキャリア支援及

び高度な専門知識を求める

動機付けとなる授業科目を

開講する。 

４年生による就職活動体験を発表してもらうことを含

む３年生以下を対象とした就職進路説明会を開催した。

またキャリア支援となる授業科目については，平成 

１７年度後期から教職のキャリア開発科目として「教員

志望者のためのキャリア開発」を増設，実施した。 

大学院課程での教育

により，教育者，研究

者及び高度専門職業人

として国内外で活躍す

ることができる人材を

育成する。 

 

大学院委員会を中心に，前

年度の調査結果を分析し，具

体的な改善策等を検討する。

教育学研究科では，平成１８年度から臨床心理士養成

指定大学院の第１種認定を受け，平成１６年度在学生か

ら適用されている。 

 経済学研究科では，平成１８年度からコース制（５コ

ース）による教育方式を決定し，各コースの目標を設定

した。 

 医学系研究科では，博士課程において最新医療機器の

操作実習を行うなど，人材育成のために実践セミナーの

充実を図った。 

 工学研究科では，「技術者養成のための工学教育支援プ

ロジェクト」「工学研究科教育改革推進室（仮称）」等の

取組について検討し，ＧＰ等に経費の要求を行うことと

した。 

○教育の成果・効果の検証に関する具体的方策 

学生による授業評価

の分析と適切な成績評

価の結果を踏まえて，

教育の成果・効果の検

証を行う。 

授業評価の分析と適切な

成績評価の結果を踏まえて，

教育の成果・効果の検証を実

施するための組織体制を整

備する。 

高等教育開発センターは授業評価の分析部門を置い

て，「授業改善のためのアンケート調査－学生による授業

評価－」報告書を作成した。 

各授業科目の到達目

標を明確にし，履修し

た学生の達成度を調査

する。 

 

前年度の検討結果に基づ

き，授業科目の到達目標の設

定と，学生の達成度の検証の

ための具体策を試行的に実

施する。 

教養教育科目，各学部専門科目ともシラバス上に具体

的な到達目標を記載した。その効果と達成度の関係につ

いての検証を今後進めていく。 

社会（雇用主等）に，

卒業生及び修了生の能

力及び教育成果に関す

る調査を行い，その調

査結果を教育課程・教

育内容等の改善に活用

できるシステムを構築

する。 

前年度の検討結果を基に，

社会（雇用主等）及び卒業生

を対象とした，教育成果に関

する実態調査を行い，その結

果を分析する。 

 卒業生及びその雇用主を対象とした教育成果に関する

実態調査を実施し，その結果は勤勉実直で優秀な学生が

多いが行動力に欠ける，ＧＰＡ制度については認知度が

低い等が判明した。 
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（２）教育内容等に関する実施状況 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等 

○アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策 

「学士課程」   

アドミッション・ポ

リシーの周知・徹底を

図るための広報活動を

一層充実させる。 

 

入試広報委員会が大学訪

問への参加呼びかけを公式

ＨＰ上で行うと共に，各学

部では入学実績のない高校

に対してＰＲ資料を送付す

る。 

大学ホームページのトップページに「受験生のみなさ

んへ」というバナーを設け，高校の大学訪問等の参加呼

びかけを分かりやすくした。また，高校生向け大学案内

に，高校の大学訪問を受け入れていることを掲載した。

経済学部では，同学部主催の高校生ビジネス・アイデ

ィア・コンテストのＰＲ資料を入学実績のない高校も含

めて送付した（大分県下全５７校，大分を除く九州１４

０校，九州以外６０校，合計約２６０校）。 

工学部では，県内高校にＰＲ資料送付及びアンケート

調査を実施した。 

なお，入試課から，入学実績のない高校へも大学案内

及びリーフレットを送付した。 

アドミッション・ポ

リシーに応じた入学者

選抜を実現するため

に，入試方法（募集単

位・科目・問題作成等）

の改善を行う。また，

ＡＯ入試の導入を検討

する。 

入学者選抜方法研究委員

会において，各学部で検討

した募集単位・科目・問題

作成等の改善策を取りまと

める。 

入学者選抜方法研究委員会は３月に各学部の募集単

位・科目・問題作成等の改善策を次のとおり取りまとめ

た。 

１ 募集単位について 

 ① 工学部の前期日程，後期日程，推薦入学の募集

人員の比率の変更については，今年度の入学手続

終了後，結論を出す。ただ，変更する場合は若干

の変更にとどめる。 

   ※ 医学部では，学士編入学の地域枠の導入に

ついて，検討中である。 

２ 科目について 

① 医学科の大学入試センター試験の理科３科目

の導入について検討したが，入学後のカリキュラ

ムとの関連もあるため，導入は慎重に行うべきと

の結論に達し，当面は現状の理科２科目のままと

した。 

② 工学部の推薦入試の小論文の出題方法につい

て検討した結果，従来どおりとした。 

３ 問題作成等について 

① 経済学部では，推薦入試小論文作問委員数の見

直しを行った。 

② 教育福祉科学部では，募集単位・科目・問題作

成等の改善策を策定中である。 
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入学者選抜方法研究委員

会において，ＡＯ入試の実施

の可能性について検討する。

入学者選抜方法研究委員会は３月に各学部のＡＯ入試

導入についての検討状況を次のとおり取りまとめた。 

経済学部では，平成１９年度入試から導入する。 

経済学部以外の３学部では現時点での導入は，様々な困

難な点があり，その点を含めて引き続き検討することと

した。 

入学後の追跡調査に

基づき，推薦・社会人

などの特別選抜，一般

選抜及び編入学につい

て，選抜方法及び募集

人員等の見直しを検討

する。 

 

各学部で，卒業研究着手

者，留年者及び退学者につ

いて，選抜方法別，科目選

択別及び志望順位別の入学

試験成績と入学後の学業成

績との関係を調査する。成

績指標値を採用している学

部では，卒業研究着手者あ

るいは卒業者の累積成績指

標値と入試成績との関係を

調査する。これらの取り組

みは平成２０年度まで継続

して行う。 

入学者選抜方法研究委員会は３月に各学部での調査の

進捗状況を次のとおり確認した。 

① 教育福祉科学部では，調査を実施し，報告書を

作成した。 

② 経済学部では，調査を終了した。 

③ 医学部では， 医学科の追跡調査を行っており，

今後も継続して実施する。 

④ 工学部では，選抜方法（前期・後期・推薦）別

退学者数については調査を終了した。 

前年度の取り組みを継続

して行う。入試広報委員会

において，出前講義の効果

的な実施方法について検討

する。各学部において，推

薦入試の合格者に対して行

う入学前の学習指導を充実

させる方策について検討す

る。 

入試広報委員会に，出前講義の効果的な実施方法につ

いての各学部の検討状況を報告した。 

入学者選抜方法研究委員会は３月に入学前の学習指導

を充実させる方策についての検討状況を次のとおり取り

まとめた。 

① 教育福祉科学部では，推薦入試の合格者に対す

る学習指導として，課題を提出している。 

② 経済学部では，平成１９年度ＡＯ入試及び推薦

入試の合格者に対して，英語・国語表現・数学・

簿記（商業科生徒のみ）の４教科の入学前学習指

導を行うこと，及びその実施要領を決定した。

③ 工学部では，予備校教員の利用などについて検

討中である。 

④ 医学部では各学科で検討を行っている。 

本学と高等学校との

連携を通じて，高等学

校教育と大学教育のよ

り適切な接続方法等を

検討する。 

 

教務委員会において，高校

生に対して科目等履修生制

度や公開講座を開放する方

策について検討する。 

 

 高校生に対する科目等履修制度や公開講座の受講につ

いて検討したが，制度上の制約等で，現実的に困難であ

るとの結論に達した。入試委員会では，各学部とも高校

生に対し「出前講座」を精力的に実施していて，対応は

十分といえる。工学部では，体験入学を実施している。



 - 21 -

前年度に引き続き，国際

交流委員会等で新たな国際

戦略を検討し，留学生の増

加への取り組みを全学的な

目標と位置付け，留学生セ

ンター運営委員会で具体的

な方策を検討する。 

留学生センター運営委員会で検討していた「留学生基

本方針」を盛り込んだ「新たな国際交流方針」を国際交

流委員会ワーキング・グループ案として２月初旬に報告

書として取りまとめ，国際交流委員会で検討，審議した。

留学生センターが発議して，タイ国コンケン大学との

交流協定を３月に締結した。 

チェンマイ大学及び順天大学との交流協定を締結し

た。 

留学生の受入れにつ

いては，入試情報など

の積極的な提供によ

り，留学生数の増加を

目指す。 

 

留学生センター運営委員

会が，留学フェアなどの大

学紹介イベントに積極的に

参加して入試情報の積極的

な提供等を行い，広報をさ

らに充実させる。この広報

活動を通じて，留学生数の

増加を目指す。 

５月２８日～６月３日にシアトルで開催されたＮＡＦ

ＳＡ年次大会及び２００５日本留学フェアに留学生セン

ター教員が参加し，参加大学等との情報交換並びに本学

のＰＲを行った。 

この場で，将来本学との交流協定締結の可能性がある

数大学と接触し，現在これらの大学に関する情報収集及

び交流の可能性について調査を行っている。 

７月１７日に大阪で開催された「外国人留学生のため

の進学説明会」にセンター教員が参加し，本学のＰＲ及

び進学相談に対応した。（相談者計１８人） 

経済学部への進学希望が７人。 

平成１８年度においては，日本留学フェア及びＮＡＦ

ＳＡ総会（モントリオールで開催）への参加及び留学生

センターホームページの多言語化を推進することとし

た。留学生センターホームページは，従前の英語版に加

え，今年度中国語版が完成した。 

留学生センター運営委員会において，北京外国語大学

との交流協定締結の方針が確認された。 

 

「大学院課程」 

 

  

研究科のアドミッシ

ョン・ポリシーに基づ

き，適切な入試科目・

入試方法等を検討す

る。特に，社会人の再

教育等への配慮を十分

に行う。 

 

各研究科において，アド

ミッション・ポリシーとの

整合性がある入試科目や入

試方法について検討する。

各研究科の募集要項にアドミッション・ポリシーをそ

れぞれ記載した。 

 教育学研究科では，１０月に「大学院カリキュラム改

革ワーキング・グループ」を設置し，１月には同ワーキ

ング・グループでカリキュラム点検のためのアンケート

調査を実施し，カリキュラム改革に向けて更に検討を進

めている。 

工学研究科では，入試委員会で整合性のある入試課目

や入試方法について検討し，アドミッション・ポリシー

の観点から学科ごとの問題の作成等を実施した。 
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社会人が受験しやすい入

試方式について調査・検討

するため，各研究科におい

て官公庁や企業にアンケー

ト調査を実施すると共に，

大分大学に在籍している社

会人学生にヒアリングを行

う。 

教育学研究科では，現職教員の大学院生との懇談会を

２回実施し，要望等の聴取及び同窓会作りに関する取組

を開始した。 

 経済学研究科では，大学院生との懇談会を実施し，意

向等を聴取した。 

医学系研究科では，企業や行政に対して需要等を調査

するとともに，在籍する社会人学生にも需要等の調査を

行った。 

社会人の大学院入学者

数を増やすために，昼夜

間開講科目の充実・改善

を図る。 

 

各研究科において，前年

度に引き続き，昼夜間開講

科目の充実方策について検

討すると共に，開講科目の

履修状況を調査する。 

教育学研究科では，現職教員の学生が受講しやすい環

境を整えるため，夜間専用の時間割を作成した。 

 医学系研究科では，社会人入学者の増加に対応するた

め，昼夜間開講科目の夜間開講時数が増加した。 

 工学研究科では，博士後期課程の社会人学生を対象に

昼夜間開講を実施し，博士前期課程では社会人学生を対

象に授業科目の一部を昼夜間開講した。 

○教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 

本学の基本理念・目

標を実現するため，各

学部と各研究科の授業

科目の到達目標を明確

にする。 

 

各学部及び各研究科にお

いて，各授業科目の到達目

標について検討する。 

 各学部及び各研究科において，授業科目の到達目標を

シラバスに明記し，授業の内容理解や授業選択に役立て

ている。 

「教養教育」 

 

  

教養教育では，意思

伝達・情報活用の力を

重視し，語学力と情報

活用能力などの基礎的

共通教育の充実を図る

ため，授業科目の具体

的な到達目標を定めた

教育課程を編成する。 

 

教育内容の標準化が可能

な授業などについてプロセ

スに関する検討を行い，実施

計画を立案する。 

 教養教育委員会はＴＯＥＩＣへの入会を決め，大学と

して団体加入した。これによる英語教育を実施すること

で，英語教育の標準化を順次すすめる。平成１７年度は

経済学部と工学部においてＴＯＥＩＣの試験を実施した

が，経済学部では英語教育の評価基準として採用した。

英語以外の第２外国語では言語ごとに教育内容の標準化

基準を決め，平成１８年度カリキュラムに反映させた。

学生本位の立場か

ら，多様なメディアを

活用して教育内容・方

法の改善を図る仕組み

を作るほか，個々の学

生が自ら能力を伸張す

るための多様な学習方

法（補習授業や基礎セミ

ナー・現地学習など）を

工夫する。 

 

教務委員会及び教養教育

委員会において，多様な学

習方法を活用した教育内

容・方法の改善のための仕

組みについて，前年度に引

き続き検討する。 

 教養教育ならびに各学部の教室には，多様な授業方法

に対応する情報機器を整備した。さらに，高等教育開発

センターは，各学部で電子ホワイトボードを活用した授

業が試行的に行えるように，数教室に機器を設置した。
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「学士課程」 

 

  

育てるべき人材像に基

づいた教育課程の編成を

行うとともに，教育課程

の見直し・点検を組織的

に行い，その改善・充実

を図る。 

 

教務委員会及び各学部教

務委員会において，適切な

教育課程の編成の点検方

法，及び教育成果や教育課

程の見直し・点検を定期的

に行う方法等を，前年度の

検討結果に基づき企画・立

案する。 

 全学教務委員会において学部教務委員会が定期的に教

育課程の見直しを行っていくことを決め，各学部におい

て自己点検を行った。 

教養教育委員会及び各学

部教務委員会において，職

業意識啓発に関わる科目を

複数開設し，全学共通科目

の課題コア分野の新設を検

討することについて，前年

度の検討結果に基づき企

画・立案を行う。 

職業意識を啓発する授業科目を充実させるため，新た

に「教員志望者のためのキャリア開発」を開設した。 

なお，教養教育委員会では職業意識を啓発する科目「職

業とキャリア開発」の受講学生にアンケートを実施し，

この科目が職業意識の啓発に有効であることを確認し

た。 

職業意識を啓発する授

業科目を充実させるとと

もに，インターンシップ

等の拡充を図り，卒業後

の進路を適切に選択でき

る能力を高める。 

 

教務委員会が就職委員会

と連携して，県内外のイン

ターンシップ受入れ職場の

開拓等，受入れ先拡大の方

策について，前年度の検討

結果に基づき企画・立案を

行う。 

 平成１７年度はインターンシップに学部生９６人，院

生１５人が参加した。さらに，インターンシップ等の拡

充のため，運営組織を再編し，次年度から「キャリア開

発部門」を設置することとした。 

学部学生の大学院進

学意欲を高めるため，

優れた学生には，大学

院で開講されている授

業科目を受講できるよ

うにする。 

 

学部学生の大学院授業科

目受講希望の調査及びオー

プン化可能な大学院授業科

目の調査の結果を分析す

る。 

 学部学生の大学院授業科目受講希望者数について調査

したところ，希望者数は少ないことが判明したが，学部

の授業では，大学院に直結する内容で授業が行われてい

る。 

大学院教育との接続

を考えた教育課程を編

成し，進学希望者に対

して適切な指導を行

う。 

大学院委員会，各研究科

委員会及び各学部教務委員

会は，大学院教育への接続

を考慮した学部教育及び履

修モデルについて，前年度

の検討結果に基づき，各専

攻に依頼して，企画可能な

ものについて立案を行う。

 大学院委員会，各研究科委員会及び各学部教務委員会

は，大学院教育への接続を考慮した学部教育及び履修モ

デルについて検討した。各学部の履修モデルは，大学院

との連携が考慮されている。 

「大学院課程」   
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各研究科の育てるべ

き人材像に基づいた教

育課程の編成を行うと

ともに，教育課程の見

直し・点検を組織的に

行い，その改善・充実

を図る。 

 

大学院委員会及び各研究

科において，各研究科・専

攻の育てるべき人材像に基

づく体系的教育課程のあり

方について，継続して検討

する。 

教育学研究科では，１０月に「大学院カリキュラム改

革ワーキング・グループ」を設置し，１月には同ワーキ

ング・グループでカリキュラム点検のためのアンケート

調査を実施した。 

経済学研究科では，平成１８年度からコース制（５コ

ース）による教育方式を決定し，各コースの目標を設定

した。 

医学系研究科では，育てるべき人材像に沿った専攻名

称への変更や授業科目の整備を行った。 

工学研究科では，教務委員会で体系的教育課程につい

ての改善・充実を継続検討しており，今年度はシラバス

の改善などを図った。また，「技術者養成のための工学教

育支援プロジェクト」「工学研究科教育改革推進室（仮

称）」等の取組について検討。 

大学院委員会が各研究科

委員会と連携して，各研究

科の授業の相互履修と履修

単位の認定の可能性につい

て，継続して検討する。 

教育学研究科では，大学院委員会からの依頼を受け，

他研究科との相互履修や単位互換の拡大について検討を

開始した。 

 経済学研究科では，福祉社会科学研究科との単位互換

を実施した。 

工学研究科では，教務委員会でＭＯＴ（技術経営）に

関する授業科目の見直しを行い，経済学研究科との相互

履修と履修単位認定を行った。また，「技術者養成のため

の工学教育支援プロジェクト」「工学研究科教育改革推進

室（仮称）」等の取組について検討し，ＧＰ等に経費の要

求を行うこととした。 

各研究科の壁を越え

た教育課程を整備し，

学生が他の研究科の授

業科目を履修できるよ

うにする。 

 

各研究科において，可能

なものから授業科目のオー

プン化を図る。 

 各研究科で授業科目のオープン化について，継続的な

検討を行っており，福祉社会科学研究科において，平成

１８年度から経済学研究科生に対して，一部授業科目の

オープン化を図る改善措置をとることを，両研究科間に

おいて合意した。 

○授業形態，学習指導法等に関する具体的方策 

高等教育開発センター

は，これまでのＦＤ活動を

継承し，ＦＤワークショッ

プ，公開授業等を企画・実

施する。 

 高等教育開発センターが行う初年次ゼミナール教育技

法改善ＦＤワークショップ（１１月）において，経済学

部基礎演習を対象として，教員が相互に参観し，研修す

る公開授業を行うＦＤを実施した。 

ＦＤ研修を一層充実さ

せるとともに，教員が相

互に授業を参観し研修す

る公開授業等を実践す

る。 

 

高等教育開発センターは

教養教育科目の授業公開ワ

ークショップを開催し，実

施結果を参加者などの関係

者に通知する。 

 授業公開を行った初年次ゼミナール教育技法改善ＦＤ

ワークショップにおける実施成果について，合同研修会

「きっちょむフォーラム」で検討を加えるとともに，「高

等教育開発センター報告書」に記載した。 
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少人数クラス編成に

より，教養教育・導入

教育等の充実を図る。 

 

教務委員会は教養教育委

員会と共に，少人数教育を

実施するにあたって本学の

名誉教授による担当の可能

性等について検討する。 

 全学共通科目の平均受講者数の調査の結果，受講者数

１００人を上回る科目が少なからずあることが判明し

た。講師数増を図るため退職予定教員による退職後の講

義担当の可能性を検討した。また名誉教授による講義担

当の可能性も検討した。 

引き続き遠隔授業システ

ムを利用した効果的な授業

の方法，その使用方法の研

修を実施する。 

高等教育開発センター主催のＦＤ研修の一環としてプ

レゼンテーション技術向上講座を実施した。 

また，遠隔授業は1科目開設して前期に実施したが，

平成１８年度は時間割りの変更などにより，遠隔授業の

利用を促進することとした。 

遠隔授業研修の義務化に

ついて検討し，具体策を策

定する。 

 高等教育開発センター主催のＦＤ研修の中に盛り込ん

で実施した。 

挾間キャンパスから旦野

原キャンパスへ遠隔授業シ

ステムを使用した全学共通

科目を開講する。 

 

「根拠への問い」と「卵から成体へ」の授業において

挾間キャンパスから遠隔授業を実施した。 

遠隔授業システム利用

のための研修を行い，活

用の拡大・促進を図る。 

 

遠隔授業システムを使用

した全学共通科目の開講科

目を増やす。 

遠隔授業に適切な科目について各学部で検討を進め，

次年度以降開講することにした。 

各授業科目のシラバス

の形式を統一し，その内

容の改善や電子化・一般

公開を図る。 

専門教育科目の統一した

シラバスの書式を点検し，電

子化公開等により一層の充

実を図る。 

各学部のシラバスは，統一化された書式どおりで作成

されており，一部の学部では電子化による公開を行って

いる。今後全学的な電子化公開等の推進を決定した。 

教務委員会は，外国語の

検定試験で単位認定が可能

なことを周知徹底すると共

に，ＴＯＥＦＬ及びＴＯＥ

ＩＣを受け易くするための

環境を整備し，学生に対し

てこれらの受験を奨励する

前年度の実施計画を続行す

る。 

各学部とも，外国語の検定試験で単位認定が可能なこ

とを，シラバス等に明記し，この制度を周知させている。

また，平成１７年度に大学としてＴＯＥＩＣへの団体加

入をするなど，ＴＯＥＦＬ及びＴＯＥＩＣを受け易くす

るための環境を整備した。 

国家資格で単位認定が可

能な資格を検討する。 

平成１９年度入学者に，国家資格により単位認定が可

能な制度の詳細を公開・周知する体制を整えた。 

学外で取得した各種

検定試験等に応じた単

位認定の幅を広げる。 

 

国家資格により単位認定

が可能な制度の詳細を公

開・周知し，新入生の既取

得資格に付き調査する。 

教務委員会は，新入生の既取得資格に関する質問票を

作成し，次年度から調査を実施することとした。 
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その他の学外での資格認

定が可能な資格を検討し，

新入生の既取得資格に付き

調査する。 

教務委員会は，新入生の既取得資格に関する質問票を

作成し，次年度から調査を実施することとした。 

シラバスに推薦図書や教

室外学習に関して「時間外

学習」としての記載状況を

検証し，より適切な徹底方

法を検討する。 

図書館の経費により推薦図書を整備し，時間外学習の

環境を整備した。シラバス上の記載についても，教室外

学習に関して「時間外学習」としての記載状況を調査し

た結果，十分対応がなされていることがわかった。 

推薦図書の冊数及び金額

をシラバスから調査する。

教務委員会で，推薦図書の冊数及び金額をシラバス等

で調査し，整備状況を把握した。 

学生用図書を充実さ

せ，学生の自己学習を

支援するe-Learningを

推進する等，教室外で

の学習を促す学習環境

の整備を図る。 

 

前年度の調査の結果か

ら，推薦図書の購入制度を

確立し，学生用図書の充実

を図る。 

推薦図書の購入制度は整備されているが，購入冊数等

今後とも一層の整備を図ることとした。 

協定に基づいて単位を取

得した学生の成果・効果に

ついて検証する。 

放送大学の利用や協定大学の受講に障害となる事項を

調査し，他大学での単位取得を容易にする方策を実施し

た。 

放送大学をはじめ他

大学（外国の大学等を

含む）との単位互換を

推進する。 

 単位互換制度の詳細を公

開し周知を図る。 

単位互換制度について，各学部の「各学部の履修の手

引き」に記載し，周知を図っている。 

○適切な成績評価等の実施に関する具体的方策 

設置された高等教育開発

センターに事業を引き継

ぐ。高等教育開発センター

では引き続きＧＰＡ制度を

含む６段階評価の活用法と

その効果に関し検討する。

高等教育開発センターが行う学生教職員共同教育改善

ＦＤワークショップにおいて，主に学生の立場からの成

績評価方法の問題点について，学生アンケートの集約を

行い，合同研修会「きっちょむフォーラム」の中での学

生，教職員共同による教育改善シンポジウムにおいて改

善点を探った。 

ＧＰＡ制度を必要な学部

で開始する。 

ＧＰＡ制度を必要とする学部は教育福祉科学部及び工

学部であるが，両学部では既にＧＰＡ制度を実施済みで

ある。 

学士課程において

は，６段階成績評価や

ＧＰＡ制度等による成

績評価の実施状況につ

いて分析し，適切な成

績評価を実施する。 

 

ＧＰＡ制度が，就職時に

どのように活用されたか調

査を行う。 

企業に対して行うＧＰＡ制度に関するアンケート調査

項目等を検討し，就職委員会が実施する企業（雇用主）

に対するアンケート調査に本調査項目を追加して実施し

た。この結果，ＧＰＡ制度を知っている企業が少なく，

就職時の活用は参考程度にとどまっていた。このため，

企業に対し大分大学がＧＰＡ制度を採用していることを

如何に伝えていくかについて就職委員会とも連携して検

討する必要のあることが明らかとなった。 
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前年度に引き続き大分大

学におけるＧＰＡ制度の周

知を図る。 

工学部はＧＰＡ制度を既にホームページ上で公開して

いる。教育福祉科学部教務委員会においてもＧＰＡ制度

をホームページに掲載することとした。また，就職委員

会が作成する企業向けパンフレットについてもＧＰＡ制

度の概要を平成１８年度発行号（６月発行予定）に掲載

することとした。 

高等教育開発センター

は，成績評価法などに関す

るＦＤ活動（検討会・ワー

クショップ）の開催を検

討・立案する。 

高等教育開発センターが行う学生教職員共同教育改善

ＦＤワークショップ及び「きっちょむフォーラム」にお

いて，授業出席と成績評価との関連に関わる課題を検討

し，その結果を教務・教養委員会へ問題提起するととも

に，全学への周知を図った。 

各学部で，成績評価法を

検討するワーキンググルー

プを設置するなどして，総

括的評価と形成的評価の見

直しを行うと共に，適切な

総括的評価基準について検

討を行う。 

総括的評価の実施状況を調査した結果，教育福祉科学

部では４年生進級時の卒業研究着手に当たって，経済学

部では，３年生進級時の演習着手に当たって活用してい

ること，また工学部では卒業要件にＧＰＡ制度を活用し

ていることが明らかとなった。医学部教務委員会では国

家試験の合格状況を踏まえ，卒業時を含めた総括的判定

基準の見直しを検討するために「総括的評価法検討のた

めのワーキング・グループ」を設置することとした。 

一方，形成的評価と総括的評価の意味・意義が学生・

教職員に十分に周知されてはいないため，今後も高等教

育開発センターと連携し意義の周知を図る必要があるこ

とも明らかとなった。 

各授業科目の成績評価

基準を明確にし，特に同

一名称の科目等につい

ては成績評価の一貫性

を図る。 

 

各学部で，各教員が成績

評価基準をより具体的に作

成・周知する体制を整備す

る。 

成績評価基準を作成し学生に明確に周知することにつ

いては，各学部の教務委員を通じて来年度のシラバスに

明確に記載すること，講義で学生に明確に周知すること

とした。さらに，各学部で平成１７年度シラバスの記載

について成績評価基準の明確な記載割合を調べた結果，

ほぼ各学部での記載率は等しく，全学での総計は７６．

８％であった。一方，教養教育科目での記載は低かった

（約５８％），特に非常勤講師による講義やオムニバス形

式の科目，また，同一名称で複数の教員が担当する科目

に割合の記載が少ない事が明らかとなった。評価基準の

記述については学生からも明記してもらいたいとの要望

もあり，各学部で記述を促進することとした。 
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同一名称の科目について

は，教務委員会は教養教育

委員会と連携して，担当教

員による試験問題作成・採

点ワーキンググループを設

置する等，試験の公正・公

平性を高める方策を検討す

る。 

  

経済学部では「情報リテラシー」や「簿記」などの複

数クラス科目で，共通の指導フォーマットを用いて授業

を行ったり，共通試験を実施したりしている。教育福祉

学部では情報処理教育の入門科目（２課程）で共通のシ

ラバスを設定し，共通の試験を行い，評価を行っている。

成績評価の一貫性を高める方策としては，同一教科書

の使用と共通試験が望まれるが，経済学部での英語に関

する共通教材・共通試験の試行（小テストを行い前期の

成績評価に加えた）とそれに対する調査の結果，学生は

統一試験をあまり望んでいないこと（１５４／２９８）

が判明した。 

このため，学生が成績評価の一貫性を望まない理由に

ついても検討する必要があることが明らかとなった。 

また，同一名称科目は教養語学科目に多いため，教務

委員会の他に教養教育委員会においても検討することが

必要であることも明らかとなった。 

成績評価のための課

題レポート及び定期試

験等の解説や，模範解

答例の公表を積極的に

行う。 

 

成績評価のための課題レ

ポート及び定期試験等の解

説や，解答例の作成と公表

を試行的に実施する。 

医学部では定期試験等の解説に期間を設けた対応を行

っており，その他の学部では一部の授業で課題・レポー

トを添削した上で返却したり，課題提出時に面接し，あ

る一定の基準に達するまで繰り返し添削する，などの取

組を行っている。 

一方，医学部以外では試験終了後休みに入るため試験

解説を行うには時間的に無理があるため，解答例の作成

と掲示などの方策の策定が必要であること，また，学生

が定期試験等の解説やレポートの返却を希望しているか

否かの調査やモチベーションを高める工夫も必要である

ことが明らかとなった。 

このため，各学部において実状を勘案した上で，さら

に改善する取組を拡大することとした。 

○教育の改善に関する具体的方策 

大学教育開発支援セ

ンターを改組した高等

教育開発センター(仮

称)において，教育内容

及び教育方法に関する

企画・開発，教育支援，

教育評価の見直し等を

行い，教育改革を推進

する。 

 

高等教育開発センターを

設置し，学内共同教育研究

施設等管理委員会，教務委

員会等と連携しつつ，全学

的視点から理念に基づいた

教育内容・方法の改善及び

教育支援を行う。 

高等教育開発センターにおいて，学長講演会「大学で

何をどこまで教えるのか」（２月）を開催し，本学におけ

る当面の教育課題と今後のあり方を検討した。また，同

センターのコミュニケーション能力開発部門，教育方法

開発部門，教育評価開発部門が，全学的な教育内容・方

法の改善，教育支援を進めるため，各種ＦＤ研修や学生

による授業評価アンケートの企画実施を行った。 
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高等教育開発センター

は，特色ある教育支援プロ

グラム及び現代的教育ニー

ズ取組支援プログラム等に

対して可能な支援協力を行

う。 

本学の特色ＧＰへの取組を，高等教育開発部門に「福

祉教育プロジェクト」として位置付けて支援協力を行う

こととしたが，７月に設置された教育改革推進本部が今

後の各種ＧＰへの取組をプロデュースすることとなっ

た。このため，本年度は高等教育開発センターとしては

別途新たな特色ＧＰを策定し，学内申請を行った。 

 

（３）教育の実施体制等に関する実施状況 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等 

○教養教育，学部，研究科等の教育実施体制等の整備・充実 

ＦＤ活動の総括を参考に，

教養教育の今後に反映させ

るべき点についてまとめる。

また，教養教育の効果を見る

ための方法を検討する。 

教養教育委員会は高等教育開発センターと連携し，Ｆ

Ｄ活動総括の報告を検討し，学生からの要望等をシラバ

スの内容に反映させた。 

教育研究評議会，教養

教育委員会，教務委員会

並びに大学院委員会で教

育実施体制を見直し，高

等教育開発センター（仮

称）の支援を受けながら，

権限と責任のある全学

的な教養教育実施体

制，学部及び研究科ご

との教育実施体制を整

備・充実させる。 

 

高等教育開発センターと

の役割分担を決め，上記の

事柄を反映させながら，「本

学の教養教育が優れてい

る」と評価されるような教

育の体制が生まれるような

取り組みを策定する。 

全学の組織改革の一環として，教養教育委員会は，教

養教育の実施に関わる責任母体としての教養教育実施機

構に改編することとした。 

外国語教育やＩＴ関連教

育等を各学部の違いを越え

た形で実施すると共に，学

部での授業をよりオープン

なものにする。 

英語教育で活用されている e-Learning を他の言語学

習においても活用するため，総合情報処理センターの機

種更新時に導入の可能性について検討を依頼することと

した。また，ＩＴ関連教育については高等教育開発セン

ターにおいて今後，全学的取組を検討することとした。

教育研究評議会及び教

養教育委員会，並びに教

務委員会の議を経て，教

養教育と専門教育との横

断的な連携を図るための

体制を早急に確立する。 

 特色ある教育について試

行を開始する。 

課題コアに新たな科目を開設し，実施した。その受講

者に対して授業内容等に関するアンケートを実施した。

○適切な教職員の配置等に関する具体的方策 
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教育の実施体制の充

実・改善を図るために，

教職員を柔軟に配置す

ることを教授会，教務

委員会及び教育研究評

議会で検討する。その

際，教員の研究上の専

門性が十分発揮される

ように配慮する。 

 

前年度調査に基づき，教

養教育と専門教育を複数学

部にわたった形で実施可能

かどうかを検討する。 

旧大分大学では，他学部開設専門科目等は一部科目を

除き原則として全て履修できることが申合せ（他学部開

設授業科目の履修に関する申合せ平成１４年１月７日教

務協議会承認）により認められていた。このため，医学

部教務委員会で専門科目の他学部への開放実施に関して

検討し，医学部から他学部に開放可能な科目が示された

ので，教務委員会で全学の申合せを確認した。 

教養教育と専門教育

の有機的連携を推進す

るため，教養教育委員

会で教養教育における

全学出動方式を徹底

し，平成17年度までに

全学のすべての教員

が，実施可能な教養教

育科目の登録を行う。 

実施計画に従い，全ての教

員が関与する形で実施する。

同時に，実施により生じてき

た問題点を把握・整理・分析

する。 

全学出動方式の実施について問題点を検討したが，今

後は新設される教務部門会議において引き続き検討を行

い，改善の方策を探ることとした。 

○教育に必要な設備，図書館，情報ネットワーク等の活用・整備の具体的方策 

教養教育委員会で教養

教育の施設・設備の更新

を計 画的に行い，学習

環境の整備を図るととも

に，各学部も整備計画を

策定する。 

教養教育に関する施設・

設備の利用と今後の整備計

画について，教養教育委員

会を中心に検討する。 

高等教育開発センターの設置に伴い「平成１７年度高

等教育開発センター調達物品」により，講義記録支援，

授業評価支援，遠隔講義，無線ＬＡＮ，高等教育開発セ

ンター運用システムなどが順次導入された。２月の教養

教育委員会で，平成１８年度末予定の基盤情報システム

更新について審議し，その結果を「基盤情報システム更

新に係る検討委員会」へ報告した。 

改善策に基づいた実施計

画により，必要ならカリキ

ュラムの調整，シャトルバ

スの運行計画を変更する。

医学部医学科のカリキュラム並びに時間割の変更を次

年度から行うこととした。これにより医学部医学科の学

生に，より多様な教養科目の選択の機会を提供すること

ができることとなった。 

挾間キャンパスと旦

野原キャンパス間の学

生ならびに教職員の効

率的な移動手段として

教養教育委員会の責任

でキャンパス間のシャ

トルバス等を運行す

る。 

条件整備が整えば，路線

バスの運行の申請を行う。

バス会社から新規路線バス開設は諸般の事情から不可

能である旨回答を得たことから，路線バスの運行は望め

ない状況であるため，運行申請は当面，見合わせること

とした。 
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多様なメディアを利

用した教育を行うた

め，教務委員会及び教

養教育委員会の検討を

経て，教授会の了承の

もとに講義室・演習室

の機器・設備の状況を

点検し，総合情報処理

センターと連携して全

教室への情報ネットワー

クシステムの整備等の

具体的な計画を策定す

る。また，教育効果を

高めるため，教務委員

会及び教養教育委員会

でＳＣＳ，e-Learning

等ネットワークの活用

方法を検討する。 

各部局において，各部局

内の情報基盤及び情報機器

について，今後の更新に向

け，改善策を検討し，必要

性・緊急性の高いものから

設備計画を作成する。 

総合情報処理センターのマスタープランの策定に関連

して，高等教育開発センターのコミュニケーション能力

開発部門が各部局の設備整備計画調査を行った。総合情

報処理センターの機器更新に向けて基盤情報システム検

討委員会に高等教育開発センターから委員を送った。２

月の教養教育委員会で，平成１８年度末予定の基盤情報

システム更新について審議し，その結果を「基盤情報シ

ステム更新に係る検討委員会」へ報告した。 

総合情報処理センターを

中心に情報機器・情報ネッ

トワークの利用状況調査を

続行する。必要に応じて利

用形態を変更する。 

センターのシステムの利用状況の調査を実施するとと

もに，システムの具体的な利用法の紹介を目的とした

e-Learning講習会を行った。 

平成１８年３月には，平成１９年度更新予定の基盤情

報システム機種更新に係る委員会を設置し，各部局から

の要望を組み入れた仕様策定の検討及び利用状況の調査

結果を基とした，次期基盤情報システムの仕様策定を開

始した。 

また，センターに寄せられた利用者からの要望を参考

に，機器の利用手続の形態の変更，ホームページ上の利

用案内の記述をよりわかりやすいものに変更及びネット

ワーク障害等を周知するセンターニュースのオンライン

申し込みを開始する等の利用者サービスの改善を図っ

た。 

総合情報処理センタ

ーを中心に，ネットワ

ークの利用環境の整

備，情報教育機器の整

備をはじめ，ＩＴ機器

の利用方法や情報教育

の支援の充実を図る。 

 

附属図書館運営委員会び

総合情報処理センター運営

委員会において新構想情報

サービス計画を策定する。

次期基盤情報システムを更新するにあたり，総合情報

処理センター及び附属図書館と共同で調達することとし

た。 

学術情報基盤整備計画の中で，附属図書館と総合情報

処理センター等を統合してユビキタス情報基盤センター

（仮称）の設置を計画した。 

また，平成１８年３月には附属図書館に無線ＬＡＮを

設置しパソコン利用者のサービスの向上を図った。 
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附属図書館運営委員会に

おいて，学術情報ネットワ

ークによる教育・学習面に

関し利用度・ニーズについ

て調査を行う。環境整備を

行う中，生じてきた課題の

分析を行い，前年度の取り

組みの改善・充実を図る。

総合情報処理センターとの月１回の打合せ会の中で，

現在全学的に実施されている e-Learning の現状と問題

点を明らかにした。    

また，図書館内でのe-Learningの利用状況等について

図書館利用者にアンケートを実施し現状と問題点の把握

を行った。 

利用しやすい図書館を目

指し，整備を行う中で生じて

きた課題の分析を行い，計画

の改善・充実を図る。 

他機関への図書館サービス整備について検討し，医療

機関への図書館サービスについて県内医療機関にアンケ

ートを実施した。アンケート結果に基づき数機関にモニ

ターを依頼し文献複写・相互貸借サービスの試行を行っ

た。 

情報リテラシー教育につ

いては，総合情報処理セン

ターや各学部が互いに連携

して，その支援体制の構築

を検討する。 

総合情報処理センター及び各学部で実施中の情報リテ

ラシー教育について調査を行い現状の把握を行った。そ

の上で図書館における現状の情報リテラシー教育との関

わりの検討及び図書館自らが行える情報リテラシー教育

についての検討を行った。 

図書館の電子化に向け

て，総合情報処理センター

との連携強化を強めてい

く。 

総合情報処理センターと，原則として月１回の打合わ

せ会を行うこととし，双方の問題点や協力体制等につい

て検討した。 

総合情報処理センターの協力のもとに機関リポジトリ

の試行を行った。 

附属図書館運営委員

会において，学習用図

書の充実及び電子図書

館化への対応を推進

し，教育・学習支援機

能を高めるとともに，

授業時間外の学習等を

支援するため，学習環

境の整備を行う。 

 

電子ジャーナル・電子図

書導入予算の獲得について

は，関係部署に働きかける。

数回にわたり図書館運営委員会及び電子ジャーナル検

討委員会で電子ジャーナルの経費について，特に共通経

費化について検討し，平成１８年度，１９年度の電子ジ

ャーナル経費についての方針を定めた。 

情報教育を含む教養教育

に関する施設・設備の利用

状況調査を続行する。そし

て，教養教育棟ならびに図

書館における情報機器の利

用形態を必要ならば変更す

る。 

教務委員会に，情報教育を含む教養教育に関する施

設・設備の調査検討のためのワーキング・グループを設

け，その検討に基づき，教育施設整備マスタープランを

策定した。 

学生の学習を支援す

るため，教務委員会で

全学的な教務情報シス

テムの機能の充実を図

る。 

 

教務情報システムを使っ

た教養教育・専門教育評価

を検討する。 

教務委員会において教務情報システム活用状況を調査

検討し，それに基づいて，教育評価を進めるための新教

務情報システム整備を行うこととした。 

○教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための具体的方策 
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教員評価システムの

運用により，評価委員

会で教育活動を適切に

評価し，教育・学習指

導の質の改善に資する

フィードバックシステ

ムを構築するととも

に，優れた教員に対す

る支援方策を検討す

る。 

評価委員会で，教員の教

育活動に係る業績につい

て，第三者評価も視野に入

れ，適切な評価システムを

検討する。 

評価委員会において，認証評価機関による大学評価に

も対応した教員の教育活動に係る業績に関する評価項

目・評価データの見直しを図るとともに，教員評価に関

する基本的な考え方をまとめた「教員評価に関する指針

（案）」，教員評価に係る評価の目的，評価項目，評価基

準，評価結果の公表方法，改善のための活用方法，意見

聴取方法等を定めた「教員評価実施要項（案）」及び部局

ごとに教員評価を実施する際の手順等をまとめた「教員

評価を実施する際の実施手順（案）」を作成した。 

 同指針（案）等に基づき，平成 1８年度に部局ごとに

試行評価を実施することとした。 

評価委員会で，教員の教

育活動に係る業績に関する

評価結果の公表方法及び活

用方法等について検討す

る。 

評価委員会において，教育の指導や教育方法の改善な

ど教員の教育活動に係る業績に関する評価項目・評価デ

ータの見直しを図るとともに，教員評価に関する基本的

な考え方をまとめた「教員評価に関する指針（案）」，教

員評価に係る評価の目的，評価項目，評価基準，評価結

果の公表方法，改善のための活用方法，意見聴取方法等

を定めた「教員評価実施要項（案）」及び部局ごとに教員

評価を実施する際の手順等をまとめた「教員評価を実施

する際の実施手順（案）」を作成した。 

同指針（案）等に基づき，平成 1８年度に部局ごとに

試行評価を実施することとした。 

教員の教育活動の評

価について広報委員会

が評価委員会と連携し

て評価結果を公表し，

高等教育開発センター

（仮称）のＦＤ活動等

を通じて評価結果の活

用を図る。 

高等教育開発センター

は，教員の教育活動評価を

活用するためのＦＤ活動に

ついて検討する。 

高等教育開発センターＦＤの活動については，各月の

教務委員会及び教養教育委員会を通じて全学に周知する

と共に，参加状況など実績等を報告し，これらについて

センター報告書に記載した。 

生涯学習を支援する

など，教育上の社会貢献

に関する評価システムを

評価委員会で整備する。 

評価委員会で，教員の社

会貢献活動に係る業績につ

いての適切な評価システム

を検討する。 

評価委員会において，公開講座・講演会の開催や地方

自治体等における委員としての活動状況など，教員の社

会貢献活動に係る業績に関する評価項目・評価データの

見直しを図るとともに，教員評価に関する基本的な考え

方をまとめた「教員評価に関する指針（案）」，教員評価

に係る評価の目的，評価項目，評価基準，評価結果の公

表方法，改善のための活用方法，意見聴取方法等を定め

た「教員評価実施要項（案）」及び部局ごとに教員評価を

実施する際の手順等をまとめた「教員評価を実施する際

の実施手順（案）」を作成した。 

 同指針（案）等に基づき，平成 1８年度に部局ごとに

試行評価を実施することとした。 

○教材，学習指導法等に関する研究開発及びFDに関する具体的方策 
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高等教育開発センター

は，これまでのＦＤ活動を

継承し，ＦＤワークショッ

プ，公開授業等を企画・実

施する。 

高等教育開発センターが行うＦＤとして，公開授業を

行う初年次ゼミナール教育技法改善，学生教職員共同教

育改善，プレゼンテーション技術向上，ＷｅｂＣＴ作成

入門などの各ＦＤワークショップを行うとともに，これ

らＦＤ の成果を検討する合同研修会として「きっちょむ

フォーラム」（１２月）を開催した。 

高等教育開発センタ

ー（仮称）を中心とし

て，ＦＤ研修会等を定

期的かつ継続的に企

画・開催し，教材，学

習指導法等の一層の充

実を図る。 

人事制度等検討委員会で

教員表彰制度を整備する。

就業規則に規定する職員の表彰を実施するための具体

的な事項を定めた職員表彰規程（案）を作成した。 

高等教育開発センター

は，これまでのＦＤ活動を

継承し，ＦＤワークショッ

プ，公開授業等を企画・実

施する。 

授業方法及びメディア教育技法改善のため，高等教育

開発センターが行うＦＤとしてプレゼンテーション技術

向上，ＷｅｂＣＴ作成入門の各ＦＤワークショップを行

った。さらに，特別教育研究経費（教育改革）の一部と

して導入した講義記録支援システムを教養及び各学部専

門教育に配置し，これらを活用するための講習会を各学

部で行った。 

高等教育開発センタ

ー（仮称）が実施する

FD 研修会において，少

人数授業，双方向型授

業やメディア教育，指

導法等，学生の学力に

応じた教育・学習指導法

のあり方の研修を行

い，これに基づき教務

委員会及び教養教育委

員会で各授業を組織的

に改善する。 

 

前年度に定めた教育体制

の下で，上記各種教育（情

報処理教育，外国語教育，

学生の学力レベルに応じた

教育，学生の基礎学力を向

上させる教育等）のための

効果的な方法を見い出す。

高等教育開発センターは，ＦＤ活動の総括をし，セン

ター報告書としてまとめ，実施状況を全学に提供した。

高等教育開発センタ

ー（仮称）でe-Learning

システム等の有効活用

を検討し，学生の学力

レベルに合った教材を

開発，提供するととも

に，定期的な見直しに

より，グレードアップ

を図る。 

 

e-Learning システムの利

用やオンライン教材による

学習方法について引き続き

検討する。 

ＶＯＤコンテンツとしてオンライン教材（英語教材，

物理実験など）を作成した。ＷｅｂＣＴの普及に取組，

２回の講習会「ＷｅｂＣＴ作成入門ＦＤワークショップ」

を実施した。e-Learning研究会として講演会「大学教育

改善とインストラクショナル・デザイン」を実施し，約

２５名の参加者があった。ＦＤ研究会の「きっちょむフ

ォーラム」において，本学のe-Learningの取組について

報告を行った。 

教務委員会及び教養教

育委員会を中心にＴＡ

等を積極的に活用して

教育効果の向上を図

る。 

教養教育委員会及び教務

委員会で，事例集を基にＴ

Ａの活用について意見集約

を行い，今後の活用の方針

を定める。 

教養教育委員会及び教務委員会で，ＴＡの活用につい

て意見集約を行い，今後の活用について方針を策定した。

ＴＡなどの教育補助

者の資質の向上を図る

ために研修等を実施す

る。 

ＦＤ活動なども参考にし

てＴＡごとの経験に見合っ

たクラス分けと，クラスご

との研修プログラム作成を

検討する。 

教務委員会における検討に基づき，各学部においてＴ

Ａに対する研修を実施した。 
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○全国共同教育，学内共同教育等に関する具体的方策 

全国共同教育は，高

等教育開発センター

（仮称）のメディア教

育プロジェクトによっ

て推進する。 

 

全国共同教育に関して，

高等教育開発センター及び

教務委員会が中心となっ

て，引き続き検討を進める。

大分大学の旦野原キャンパスと挾間キャンパスに機器

を設置して，両キャンパスを結んでの遠隔講義(２科目)

を実施した。また，大分県立看護科学大学に遠隔講義を

行うための機器を設置し，遠隔講義が可能であることを

確かめるために，１２月から１月にかけて実証実験を行

った。 

平成 1８年度中の本格実施に向けて，準備を進めてい

る。 

高等教育開発センターを

中心に，引き続き遠隔授業

システムの利用について検

討する。 

キャンパス間講義は計画どおりに実施した。ＳＣＳに

関しては，ＦＤ等で活用している。大学間の遠隔講義シ

ステムを「教育情報システム」の一部として導入した。

高等教育開発センターと教養教育委員会との共同で，大

分県立看護科学大学との間でワーキング・グループを立

ち上げることを決定した。 

高等教育開発センター

（仮称）が中心になって

ＳＣＳやＭＩＮＣＳの

利用を促進するととも

に，遠隔授業システム

を積極的に活用する。 
 

高等教育開発センターと

生涯学習教育研究センター

で，前年度に引き続き，遠

隔会議システムを用いて，

公開講座，出前講義や社会

人教育での利用を試みる。

 生涯学習教育研究センターは，高等教育開発センター

のコミュニケーション能力開発部門と研究開発に関する

連携について協議し，包括提携先を中心に出張講座の形

での実施計画を作成した。自治体と連携の可能性につい

て協議を行い，連携先を確定するための協議を平成１８

年度も引き続き実施していくこととした。 

教務委員会及び教養

教育委員会が高等教育

開発センター（仮称）

及び総合情報処理セン

タ ー と 連 携 し て

e-Learning や Web 

Learning の広範囲な利

用の推進を図る。 

 

e-Learning 利用の推進方

策について，引き続き，教

務委員会や教養教育委員会

を中心に検討する。 

 ＶＯＤコンテンツとしてオンライン教材（英語教材，

物理実験など）を作成した。ＷｅｂＣＴの普及に取組，

２回の講習会「ＷｅｂＣＴ作成入門FDワークショップ」

を実施した。ｅラーニング研究会として講演会「大学教

育改善とインストラクショナル・デザイン」を実施し，

約２５名の参加者があった。ＦＤ研究会の「きっちょむ

フォーラム」において，本学のe-Learningの取組につい

て報告を行った。 

 

（４）学生への支援に関する実施状況 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等 

○学習相談・助言・支援の組織的対応に関する具体的方策 

学生が授業科目や専

門，専攻を選択する際

に実施するガイダンス

の改善を図る。 

 

各学部教務委員会は，研

究室・講座のＨＰ整備を含

め，進級・就職に関する学

生指導について点検・検討

を行う。 

総合情報処理センターにホームページ整備に当たって

のＦＤ講習会等の開催の依頼などを検討したが，その後，

「国立大学法人大分大学公開ホームページの運用指針」

が制定されたのでそれに基づき，各々ホームページを整

備することとした。 
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入学時からの指導担当教

員による履修指導の方法を

検討する。 

各学部とも，入学時から卒業後の進路決定に至る過程

で，綿密な指導を実施しているが，今後一層の指導体制

を確立するための方策を策定することとした。 

 

達成度把握方法の検討を

行い，その結果に基づいて

履修指導の方策を策定す

る。 

達成度の客観的基準把握方法は学部毎の対応が必要であ

ることが明らかとなった。各学部の検討の結果，経済学

部ではＴＯＥＩＣの結果を英語の評価尺度として用いる

こと，さらに，平成１８年度から達成度不良学生を対象

としたケアクラスを開設することとした。 

教育福祉科学部では，教員養成課程における積み上げ

式教育実習の参加用件として各段階で既習単位について

細かく条件を設けることにより達成度把握と総括的評価

を行うこととした。 

医学部では総括的判定基準見直しのために「総括評価

法検討のためのワーキング・グループ」を設置すること

とした。 

学生の学ぶ意欲を引

き出し，それに応える

ための相談体制と学習

効果を高める助言体制

の整備・充実を図るとと

もに，学習支援のための

環境整備に努める。 

 

休学者等への対応策に応

じた手段を講じる。 

 昨年後半から各学部で休退学の届出書式が統一された

ため,統一したデータが集まり始めた。データの蓄積は十

分ではないが，ミスマッチ，学業低迷，メンタルケア等

に対する対応策の策定が急務であることが明らかとなっ

た。 

学生生活支援委員会と共

に，オフィスアワー，ＴＡ

及びチューターの活用につ

いて改善方法を検討する。

教務委員会と学生生活支援委員会において，学生生活

支援に関わる学生の意見聴取について調査検討し，学生

の意見反映のための合同の委員会を設置することとし

た。 

学生の学習を支援す

るため，指導教員，保

健管理センター，事務

職員等（教員以外の者）

の３者が連携・協力を

図るためのネットワー

ク作りを行い，オフィ

スアワー制度の見直

し，ＴＡ及びチュータ

ーの配置，進路相談体

制等，学生の生活面及

び精神面でのサポート

体制を強化する。 

 

教務委員会及び学生生活

支援委員会と共に，指導教

員，保健管理センター及び

事務系職員間のネットワー

ク計画を検討する。 

教務委員会・学生生活支援委員会・学生支援部による

合同で，学生生活支援に関わる学生の意見聴取のための，

学生との意見交換会を実施することとし，そのための実

行委員会を組織した。 
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学生の学習意欲を喚

起するため，学業成績

優秀者及び課外活動に

おいて顕著な成績を上

げた学生の表彰制度を

導入する。 

 

教務委員会は，表彰規程

の制定について検討する。

表彰規程（案）及び表彰基準（案）を作成して平成１

８年２月の教育研究評議会に付議した。同規程と同基準

は承認され，平成１８年４月１日付けで制定，施行する

こととなった。 

ワーキング・グループは，９月まで懲戒規程等に関す

る原案を作成した。その後，学生生活支援委員会や教務

委員会で検討した。 

さらに，学生生活支援委員会おいて懲戒規程等につい

て各学部教授会の意見を踏まえ再検討した。 

最終的には，平成１８年２月開催の教育研究評議会に

おいて了承し，平成１８年４月１日から施行することに

なった。 

○生活相談・就職支援等に関する具体的方策 

保健管理センター運営委

員会は，学生相談に関する

現行のシステムの点検を踏

まえて，ハード面及びソフ

ト面で既存の相談窓口の充

実策を検討する。 

学外相談員(週１回)を新たに１名任用し，相談体制を

充実した。また，教育支援課担当者と協議し，「学習相談

コーナー」開設の準備を始めた。 

保健管理センター運営委

員会は，不登校学生，潜在

的な心の問題を持つ学生に

対する積極的なチェック体

制と｢働きかけの機能｣を取

り入れたサポートシステム

について検討する。 

新入生に対するメンタルヘルスアンケートにおいて，

心の問題をもつ学生には「呼び出し面接」を実施した。

また，半年に1回，保健管理センターの担当者が各学

部学務係に出向き，休・退学者の実情や支援について協

議した。 

保健管理センター運営委

員会は，メンタルヘルスに

対する教職員各々の認識を

高めると共に，教職員の相

談能力を高めるために「メ

ンタルヘルス研修会」を開

催し，また「メンタルヘル

ス研究協議会」の報告会を

行う。 

学外講師を招いて「キャンパスのメンタルヘルス」を

テーマとした講演会を開催した。また，「九州地区メンタ

ルヘルス研究協議会」に本学より４名の教職員が参加し，

学内でその報告会を行った。 

各学部及び保健管理

センター等において，

学生の生活や心身の健康

に関するカウンセリング

等の相談体制と健康管理

のための支援体制を整備

し，きめ細い包括的な相

談体制を構築する。 

 

保健管理センターのメン

タルヘルス担当者と生活支

援課の学生支援担当者が，

学生のメンタルヘルスにつ

いて，日常的な連絡体制（月

１回）を実施する。 

保健管理センターの担当者と学生支援課の担当者は，

学生のメンタルヘルスに関する委員会や九州地区の会議

に出席するとともに，月1回程度の情報交換も行った。
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就職委員会は，教務委員

会と連携し，キャリア教育

の現状を見直し，職業意識

啓発科目の増設について検

討した前年度の結果を基に

実施体制をつくる。 

職業意識啓発科目については，教務委員会と連携して

「教員志望者のためのキャリア開発」を増設し，実施し

た。 

次年度からは新しく組織化されるキャリア開発部門会

議と教務部門会議とが連携した実施体制となる。 

就職委員会は，学生の利

便性を考慮した就職支援体

制の整備と組織の充実につ

いて検討した前年度の結果

を基に実施体制をつくる。

事務部門で学生センターの集中化とともに就職進路指

導の充実のためキャリア開発課の設置が検討され平成１

８年度から実施予定となった。 

就職委員会は，ＯＢ・ＯＧ

による就職支援体制の組織

化について検討した前年度

の結果を基に実施体制をつ

くる。 

前年度の検討結果を基に，同窓会交流会で就職支援体

制の組織化に関する要望事項についてのアンケートを実

施し，また研究・社会連携部部地域連携推進課と連携し

て具体的な実施体制について検討を開始することとし

た。 

学生及び留学生の厳

しい就職状況に対応す

るために，キャリア教

育を推進するととも

に，就職支援の体制と

組織（就職支援室）の

整備・充実を図る。 

 

就職委員会は，留学生の

ための就職支援の充実につ

いて検討した前年度の結果

を基に実施体制をつくる。

留学生センターと連携し，就職を希望する留学生に対

し，個別に就職情報を提供するとともに，学内企業説明

会に参加を呼びかけ，希望職種の企業を斡旋した。 

教務委員会は，インター

ンシップの改善点の実施体

制をつくる。 

大学の運営組織を改編し，キャリア開発部門を設置し，

インターンシップの充実に向けて対応できる体制を整え

た。 

インターンシップを

推進し，就業体験によ

る学習意欲と職業意識

の向上を図る。 

 教務委員会は，自由応募

インターンシップの評価に

ついて，引き続き検討する。

教務委員会は，自由応募インターンシップの評価に関

して，単位認定の可否について引き続き検討した。 

学生支援課は，学生支援

サービス用情報システムの

利用促進を図る。 

学生支援サービス用情報システムのシステム変更を行

い，学内に周知した。また，システム利用状況を調査し，

昨年調査したシステム利用状況と比較検討し，問題点等

を改善して利用促進を図ることとした。 

学生生活支援委員会は，学

生寮の運営の改善策につい

てさらに検討する。 

学生生活支援委員会は学生寮代表者と話し合いを続

け，男子寮では寮生活のルール等，女子寮では役員の負

担軽減等の運営改善が見られた。施設面については，セ

キュリティー関係，膨張タンク取替え，廊下塗装改修の

予算を充てて，夏季休業中に改善を行った。 

充実した学生生活を

実現するために，学生

生活関係の情報化を推

進するとともに，学生

寄宿舎及び福利厚生施

設などの生活支援施設

の充実と利便性の向上

を図る。 

 

学生支援課は，学生のニ

ーズに対応したサービスに

ついて業者と改善を協議す

る。 

学生支援課は福利施設の運営業者と話し合い，福利施

設の運営業者から昼食時の食堂の混雑緩和のためにウッ

ドデッキ周辺を整備する計画の提示があり可能な範囲の

ウッドデッキ周辺の整備を行った。 
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教務委員会と学生生活支

援委員会との合同で，教員

と学生との意見交換会を実

施し，学生の意向を調査す

る。さらに，学生の意向及

び意見を集計し，早急にで

きるものから改善する。 

今年度は２回の学生と大学側の意見交換をする場を設

け，学生からの要望のうち改善できるものから，順次改

善を始めた。２回の意見交換をふまえて，次回開催に向

けた実行委員会を開き，来年度は学期中のできるだけ早

い時期に開催することを決め，定期的な会合をもつこと

とした。 

学生生活支援委員会は，

回収したアンケートの事項

別統計を出す。 

事項別統計を出して調査報告書を作成し，配布した。

検討が必要と思われる問題については，各種委員会に実

態把握と検討依頼を行い，次年度の改善に向けて，準備

に着手した。 

日常的に学生からの

意見を汲み上げるた

め，学生との意見交換

会を定期的に開催する

とともに，学内各所に

提案箱（仮称）を設置

する。 

 

学生支援課は，学生の試

験資格，進路，就職等の悩

みについて，３年生の意見

交換会を実施し，４年生に

なる前に調査し把握する。

さらに，前年度学生の就職

試験の経験のアンケート調

査を実施し，分析してまと

め，学生に閲覧する。 

平成１８年１月に就職活動体験発表会を開催し，意見

交換等を実施した。 

また４年生を対象にしたアンケート調査を実施・分析

し，公表した。 

○経済的支援に関する具体的方策 

学生生活支援委員会は，

検討結果に基づき，基準等

を制定し実施する。 

学生実態調査担当委員と学生支援課は「全額免除・半

額免除以外の免除方法」の導入について，電算システム

の移行に合わせ，平成１９年度までに基準を検討するこ

ととした。 

学生支援課は学生への経済的支援の一つの方法とし

て，平成１８年度から「授業料奨学融資制度」を導入す

るにあたり，財務部と連携しながら規定等の制定を行っ

た。 

学生生活の継続に必

要な経済基盤の確立に

資するため，奨学金，

授業料免除，アルバイ

トの紹介など多面的な

支援体制を取りなが

ら，学生生活の維持及

び充実のための方策を

総合的に推進する。 

 生活支援課は，アルバイト

紹介の範囲等の規程に基づ

き，実施する。 

アウトソーシングの一環として生協と連携し，学生ア

ルバイト業務を生協に委託することを協議してきたが，

本学の学生アルバイト紹介要領と生協の考え方（アルバ

イト紹介要領が学生のアルバイト実態に合っていない

等）に相違があるため業務委託は見送ることとした。 

なお，今後も学生支援課において経済的困難を抱える

学生に対し大学生活を支援するため，勉学等の支障にな

らず安全で学生にふさわしいアルバイトを紹介していく

こととした。 

○社会人・留学生等に対する配慮 
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生涯学習教育研究センタ

ー運営委員会は，社会人学

生に対する教育サービスの

広報の試行的実施とデータ

収集を行う。 

社会人学生に対する教育サービスに関する広報のあり

方について検討し，試行的に実施する広報活動について

計画を立て，生涯学習教育研究センターがホームページ

で提供する情報の収集方法とホームページデザインの検

討を行った。具体的には，社会人学生の意向調査をもと

にした情報提供のホームページの開設を行うこととし

た。 

生涯学習教育研究センタ

ー運営委員会において，社

会人学生に対する相談体制

の試行的実施について，具

体的方策を検討する。 

社会人学生に対する相談体制と関わり，メール，ＦＡ

Ｘ，面接による相談の実施計画について，生涯学習教育

研究センターホームページを中心にして相談に関する広

報を実施するよう策定した。 

生涯学習の観点か

ら，増加する社会人学

生に対して，学習機会

へのアクセシビリティ

を向上させるととも

に，学生の特性・個性

に応じた支援を行う。 

 

生涯学習教育研究センタ

ーが教務委員会と連携し

て，社会人学生に課す受講

料等のあり方について，検

討する。 

社会人学生に課す受講料等について現状を把握し，講

座等の内容・対象を反映した受講料体系（案）を作成し

た。 

国際化の流れの中で

増加しつつある外国人

留学生に対して，各学

生の特性・個性に対応

した支援を行う。 

 

留学生センター運営委員

会は，アンケート調査で明

らかになった問題点を整

理，検討し，それぞれのプ

ログラムにおいて，改善す

べき具体的な事項を定め

る。 

今年度前期に実施したＩＰＯＵ，二豊プログラム，日

本語集中プログラムの修了留学生に，「留学生の要望・意

見等」についてアンケート調査を行い，その調査結果に

より，今年度後期開設予定科目を一部変更するとともに

開設時間（時間割）を修正した。 

また，平成１８年度短期留学プログラム授業科目の充

実のため，「ＥＵの政治経済I(Politics and Economics in

EU 1)と「文学と言語から視た日本(Perspectives on

Japan;Literary and Linguistic)」の２科目を追加した。

併せて，留学生の日本語能力向上のため，日本語初級集

中コースにこれまで不足していた応用会話と文字／読解

の２科目を追加した。 

 



 - 41 -

留学生センター運営委員

会は，日本人学生との交流

を図るための検討結果に基

づき，交流の充実に取り組

む。 

留学生と日本人学生との交流の充実のため以下の事業

を実施した。 

１．チューター経験のある学生を中心とする，国際交流

ボランティア会を４月に設立し，留学生歓迎会及び帰

国留学生送別会の実施し，活発な活動を開始した。 

２．４月にチューターオリエンテーションを実施。 

３．６月にチューターへの指導・説明会を実施。 

４．各種行事及び事業に対応させてチューター説明会及

びチューター会議を適宜開催し，チューターの意識向

上にとどまらず，チューター個々人の相談への対応体

制ができた。 

５．４月及び１０月に県内見学旅行を実施行い，留学生

とチューターの交流を深めた。 

６．１１月の大学開放イベントで，留学生とチューター，

国際交流ボランティア会のジョイント行事を実施し，

好評を得た。 

 

留学生センター運営委員

会は，留学生宿舎の老朽化

している設備や新たに設置

が必要な設備，備品類につ

いての調査の結果に基づ

き，必要な措置について検

討する。 

留学生寄宿舎は５月から，国際交流会館は９月から高

速通信設備の運用を開始した。 

留学生寄宿舎の共用台所に，入居者の要望が大きかっ

たガス温水器を９月に設置した。 

経年劣化の激しいガス器具について，安全性の面から，

順次交換を進めることとした。 

国際交流会館の給湯器，ガスコンロの更新について平

成１８年度特別事業費に，留学生寄宿舎の洗濯場の改修

について学長裁量経費，同屋上の防水工事について営繕

要求を行った。 

 

留学生センター運営委員

会は，帰国留学生の名簿作

成に着手する。 

平成１６年度までの卒業・修了生の基礎情報について

概ね収集し，帰国留学生約８００人の基本データについ

て，必要な情報の整理を行った。 

名簿作成に当たっては，個人情報保護関連法令への対

応から，冊子型の作成は行わず，電子媒体型としてデー

タベースを作成する方針を確認した。 

 

障害を持つ学生に対

する支援体制の充実と

環境の整備を包括的に

推進する。そのために，

指導体制や指導方法の

工夫改善点を取りまと

めるとともに，施設・

設備等の整備を進め

る。 

 

障害を持つ学生の支援に

関する委員会を中心に，要

支援学生への授業の受講体

制等の教育支援体制および

教育指導体制について調

査・検討を行うと共に，要

支援学生のための視聴覚機

器，教育機器等の必要な授

業環境，教室環境等の整備

を図る。 

教務委員会は，聴覚障害学生支援者等との意見交換会

において，作成した支援マニュアル（案）についての意

見を聴取し，「要支援学生のための支援ガイドライン」を

策定し，授業担当教員に配布して事前説明を行うなど要

望への対応を図った。 

また，障害を持つ学生の支援に関する委員会を開催し，

出された要望や意見について，関係学部に周知するとと

もに，可能なものから検討・実施することとした。 
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 身体等に障害を持つ学生

の支援に関する委員会は，

障害を持つ学生に対する教

職員の教育をするため，講

演会について検討する。 

平成１７年９月２８日に他大学の専門家を招聘して障

害学生支援のための啓発講演会を開催した。 

また，平成１７年１０月６日ＳＣＳを利用し「高等教

育機関の発達障害のある学生に対する支援に向けて」を

視聴した。 

○その他の方策 

大学開放イベント実行委

員会は，前年度に実施した

学生のアンケート結果を企

画に反映する。 

平成１６年度実施した学生の意見を基に具体性のある

ものについて，部局企画に取り入れ，部局企画を決定し

た。 

また，小中学生向けのパンフレットを作成し，広く広

報することとした。 

平成１７年１１月に大学開放イベントを実施し，協力

学生へのアンケートを実施し，集計結果を基に成果や反

省点等について，整理した。 

地域連携推進課は，地域

住民との意見交換会につい

て問題点や改善事項を学生

も含めて検討し，改善を図

る。 

平成１７年１２月に学生８団体を含めた地域自治会等

との懇談会を実施した。懇談会では，「学生の地域行事（大

分市の行事・七瀬の炎祭）への参加について」「防災訓練

時の居住学生の取扱いについて」協議を行い，次年度以

降前向きに検討していくこととした。 

大学開放事業など各

種の事業実施において

学生との協力関係を構

築し，学生の多様な成

長を促すとともに教育

効果の向上を図る。 

 

大学開放事業委員会は，

開放事業への学生の参加状

況について調査し，学生の

参加促進方策を検討する。

学生の参加促進のための，学生提案型の公募事業の検

討を行い，平成１８年度に公募することとした。また，

平成１８年度の開放イベントの実施に向け，学生と協働

事業を協議していくこととした。 

学生生活支援委員会は，

学内におけるボランティア

に対する意識を高めるため

に学内外のボランティア活

動の実践者たちによる講演

を企画する。 

ワーキング・グループで，ボランティア活動に関する

講演内容，講演日，講演者等を検討し，７月の学生生活

支援委員会で了承された。講演者には大分市ボランティ

アセンター所属の専門家を招き，平成１７年１１月１６

日に講演会を実施した。 

講演会には，学生や教職員を中心に約１００名の参加

があり好評であった。 

 

学生によるボランテ

ィア活動の推進のた

め，学内におけるボラ

ンティア支援センター

（仮称）の設置や活動

の単位化などについて

検討する。 

 

学生生活支援委員会は，

学内におけるボランティア

に対する意識を高めるため

に，ガイダンスを実施する。

平成１７年４月６日・７日に実施された４学部のガイ

ダンスでボランティア活動における支援室での活動内

容，平成１６年度にボランティア活動に参加した学生の

具体例を説明し，新入生のボランティア活動に対する意

識を高め，活動に参加するよう呼びかけた。 

その結果学生はボランティア情報を求め，夏休み中に

１年生も数名が個人的に幼稚園等で活動を行った。 
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学生支援委員会は，学生

に対してボランティアに関

する全学的なアンケート調

査を行う。 

本学のボランティア活動状況を把握するために，ワー

キング・グループで調査事項や方法等について検討し，

学生生活支援委員会で了承後，平成１７年１１月にアン

ケートを実施した。 

全学生について掲示で周知し，学生支援課の窓口や課

外活動施設で配布し，提出させた。 

その結果，約８００名の学生から回答があり，そのう

ち約半数の学生が，ボランティア活動の経験者であるこ

とが判った。 

生活支援課は教育支援課

と合同で，学生ボランティ

ア活動を単位化している他

の大学の実情を調査する。

学生支援課は，他大学の学生ボランティア活動の単位

化についての調査項目を，８月までワーキング・グルー

プで検討した。 

平成１７年９月から１０月にかけて，全国８６の国立

大学法人に調査を実施した。そのうち７２大学から回答

があったが，単位化を行っているのは１９大学であった。

今後,教務委員会で単位化について検討することとし

た。 

生活支援課は，ボランテ

ィア支援室での支援活動を

活性化する。 

学生支援課は平成１７年９月に，大分県・大分市のボ

ランティアセンターに行き，大学のボランティア支援室

の状況及び今後の情報収集等を行った。 

また，課外活動サークルや一般学生のボランティア活

動参加を呼びかけた。 

一方，財団法人学生サポートセンターから，学生ボラ

ンティア団体への助成金の募集があり，本学からは吹奏

楽部が応募し，本学は３年連続で１０万円の補助が決

定・表彰された。 

平成１７年度表彰は３３の国公私立大学であり，その

うち国立大学は７大学であった。 

生涯学習教育研究センタ

ーは，「生涯学習講座ボラン

ティア」事業を推進する。

講座の企画や運営について

の研修を実施すると共に，

それを実際の講座で運用す

ることによって研修内容の

定着・深化を図る。また，

学習活動成果の認定につい

ても検討を行う。 

学習ボランティアミーティングによる事業計画につい

ての意向収集を実施し，「県立青少年教育施設を活用した

異世代交流出張講座事業」で学習ボランティアを活用し，

事業を推進した。 

また，ニーズ聴取を受け，平成１８年度前期での研修

計画を策定した。 

学生の人間的成長を

促す場として，正課外

の自主的活動の活性化

を図るとともに，施設

の改善や条件整備を進

める。 

生活支援課は，学生の意

向に基づき，随時必要なも

のから整備計画を策定す

る。 

整備計画を基に共通経費（課外活動費）で修理可能な

ものから随時実施した。 

また，大規模修理等で未処理の施設等については，平

成１８年度の教育研究環境整備事業で改修を行うことと

した。 
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学生生活支援委員会は，

毎年実施する意見交換会の

意見を反映して課外活動の

活性化を図る。 

ラグビー場の夜間使用について，使用サークルの代表

者及び体育会役員で調整した。 

また，各屋外体育施設の夜間照明の使用可能時間を夜

間照明利用状況及び学生の要望等をもとに検討し，臨機

応変に対応することで課外活動の活性化を図った。 

学園祭の統合に向けて両

キャンパス学生及び学生生

活支援委員との会合を持ち，

統一計画を作成する。 

両キャンパスの学園祭運営委員長間で話合いをもち，

医学部の学生も自由に参加できる聡明祭を実施し，交流

を図ることは出来たが，「聡明祭」と「医学部祭」を統一

して一つの学園祭にするのは，キャンパス間の距離の問

題，カリキュラムの問題等でどうしても不可能であるた

め，この実施事項（学園祭の統合）については平成１７

年度末で中止とすることとした。 

ただし，学生達の交流を益々深めるために，今後お互

いの学園祭等を通じて，助言や方策の検討等を行うこと

とした。 

 

２．研究に関する実施状況 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する実施状況 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等 

○大学として重点的に取り組む領域 

各学部において，全学の

研究推進委員会の受け皿と

なる委員会等を整備する。

全学の研究推進委員会の受け皿となる委員会（教育福

祉科学部：研究推進委員会，経済学部：教育研究支援室

研究部，工学部：研究委員会，医学部：研究推進委員会）

を各学部に設置し設備マスタープラン，大学として重点

的に取り組む領域に関する研究の推進に取り組んだ。 

研究教育拠点を目指す

ための人間環境科学，福

祉科学，生命科学の学問

分野に関する研究。 

 

関係部局を中心に人間環

境科学と物質生産科学や，

福祉科学の研究を進める。

研究推進委員会は，全学的

な観点から調整と支援を行

う。 

全学の研究推進委員会では，人間環境科学と物質生産

科学や，福祉科学の研究テーマの公募を２回行い１８件

の応募があった。各研究者には２月末までに様式により

研究成果の報告を求めた。各報告書の内容を総括し，成

果報告のあった１１件について引き続き研究を継続する

こととした。 

また，本学の特色ある研究推進拠点を形成するため，

学長裁量経費に新たに「研究推進拠点形成支援プログラ

ム」を設定し，「福祉科学・人間環境科学・生命科学」の

複数分野にわたる融合領域研究に公募対象を重点化し

た。 
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関係部局において，地域

の福祉や環境に関わる既存

の研究成果について，講演

会やシンポジウムなどを実

施する。研究推進委員会は

全学的観点から調整と支援

を行う。 

全学の研究推進委員会では関係部局に対し，地域の福

祉や環境に関わる既存の研究成果について，講演会やシ

ンポジウムなどを計画するよう依頼し，年度末にその状

況について総括を行った。 

医学部を中心に生命科学

の研究を進める。研究推進委

員会は，全学的な観点から調

整と支援を行う。 

全学の研究推進委員会では，生命科学の研究テーマの

公募を２回行い１７件の応募があった。各研究者には２

月末までに様式により研究成果の報告を求めた。各報告

書の内容を総括し，成果報告のあった８件について引き

続き研究を継続することとした。 

高度な資質を備えた

学校教員の養成及び教

育臨床，発達臨床，現

職教員研修，生涯学習

支援システムなど，地

域の教育課題解決を目

指す研究。 

教育福祉科学部を中心に

地域連携組織を通じて，地

域における教育上の諸問題

を把握する。 

また，それらの諸問題の中

から研究テーマを選定し，研

究組織を立ち上げる。 

大分市現職教員教育等連携推進協議会の設置を受け，

その中に専門員会として，「教員研修カリキュラム検討

会議」を大分市教育委員会と大分大学教育福祉科学部と

が設置した。 

その構成は，以下の通りである。 

１．大分市教育委員会 

・教育指導課長・教育指導課主幹・研究担当係長

・研修担当指導主事ほか８名 

２．大分大学教育福祉科学部 

・附属教育実践総合センター長・センター専任教

員 

・学部教員ほか８名 

平成１８年度からは，年３回の検討会議を定期的に開

催し，協働で教員研修カリキュラムを開発する計画であ

る。 

国際社会との連携を

射程に入れた地域共生

社会（福祉，文化，社

会経済，情報ネットワ

ーク）の実現を目指す

研究。 

各学部及び関係センター

において地域共生社会に関

する研究を進める。研究推

進委員会は，全学的観点か

ら調整と支援を行う。 

全学の研究推進委員会ではコミュニティ総合研究セン

ター，地域共同研究センターの取組についての事情聴取

等を行い，運営上の諸問題について検討したが，いずれ

も順調に運営されていた。また，「社会・人文科学」に関

する研究テーマの公募を行い４件の応募があった。各研

究者には平成１８年２月末までに様式により研究成果の

報告を求めた。各報告書の内容を総括し，成果報告のあ

った３件について引き続き研究を継続することとした。

生命現象の基礎的研

究並びに健康の維持・

増進，疾病の治療・予

防に寄与する独創的，

先導的研究。 

 

医学部を中心に独創的又

は先導的な研究内容の各テ

ーマの研究を５年計画でス

タートさせる。 

医学部において独創的又は先導的な研究テーマの公募

を２回行い２６件の応募があった。各研究者には平成１

８年２月末までに様式により研究成果の報告を求めた。

各報告書の内容を総括し，成果報告のあった１７件につ

いて引き続き研究を継続することとした。 
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疾病を医学的側面の

みならず，文化的・社

会的・経済的背景を含

めた生態系全体の中に

位置付ける研究。 

 

医学部を中心に社会環境

医学に関する研究の組織化

を検討し，可能なものにつ

いては研究を開始する。研

究推進委員会は，全学的観

点から調整と支援を行う。

全学の研究推進委員会では，社会環境医学に関する研

究の公募を２回行い４件の応募があった。各研究者には

平成１８年２月末までに様式により研究成果の報告を求

めた。各報告書の内容を総括し，成果報告のあった３件

について引き続き研究を継続することとした。 

加齢に伴う問題を医

療，工学，福祉面など

学際的に研究し，ライ

フステージに応じて質

の高い生活を保障する

ための研究。 

 

加齢に伴う問題につい

て，医学部を中心に，研究

の組織化を検討し，可能な

ものについては研究を開始

する。研究推進委員会は，

全学的観点から調整と支援

を行う。 

全学の研究推進委員会では，加齢に伴う問題に関する

研究テーマの公募を２回行い１１件の応募があった。各

研究者には２月末までに様式により研究成果の報告を求

めた。各報告書の内容を総括し，成果報告のあった８件

について引き続き研究を継続することとした。 

○研究成果の社会への還元に関する具体的方策 

研究シーズ集の公式ＨＰ

上での公開に伴い，シーズ

集の発行（冊子体）を行う。

また，公式ＨＰ上の研究シ

ーズデータについては毎年

度更新する。 

企業にとって魅力的な内容の研究シーズ集となるよう

に，地域共同研究センターの研究コーディネーター（客

員教授）がチェックを行い，目次や索引などの構成を検

討し，平成１８年３月にシーズ集を発行した。 

併せてホームページの更新を実施している。 

地域社会との双方向的

なコミュニケーションの

積極的な推進によって，

社会貢献の充実を図るた

めに，地域の産業振興や

新産業創出などに貢献す

る共同研究を地域共同研

究センター及びコミュニ

ティ総合研究センターを

中心に積極的に進める。 

 

地域共同研究センター及

びコミュニティ総合研究セ

ンターを企業との情報交換

の場として活用し，産学交

流会や技術シーズ発表会を

企画する。 

大分市２回(うち１回は，大分大学で実施)，宇佐市１

回，産学交流会を開催した。また，出張相談会を臼杵市，

日出町,大分市，玖珠町で開催し地域のニーズの集約を行

った。 

地域連携推進機構を改組

し，イノベーション機構を

設置する。 

各種コーディネーターの役割について検討を行い，イ

ノベーション機構の設置構想案を作成し，学長室会議で

設置することを決定した。 

また，イノベーション機構に係る規程の原案を作成し

た。イノベーション機構には，各種コーディネータを配

置することとした。 

イノベーション機構の

設置によって，リエゾ

ン・オフィス等を一層充

実させるとともに，相談

等の窓口機能の充実を図

る。 

 

前年度に引き続き，県内

市町村や企業との協力協定

の締結に向けて協議を行

う。並行して，協力協定を

締結した企業との間で具体

的なアクションプランを検

討し，実施する。 

県内自治体との協定締結の協議を行い，大分県を初め

別府市，宇佐市，日田市，竹田市，津久見市，由布市，

豊後大野市，佐伯市及び杵築市と相互協力協定を締結し

た。 

企業との協力協定として大分みらい信用金庫，大分信

用金庫，トキハとの協定を締結した。 

締結した自治体及び企業の数社とアクションプランを

実施するワーキングを立ち上げ，定期的に打合せを行っ

た。 

金融機関との協定を利用しながら，地域もＭＯＴ推進

協議会の組織化，産学官連携コーディネータの養成など

の仕組みを作った。 
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大分ＴＬＯを活用し，

年間１５件程度の特許の

申請を実現する。 

評価委員会で，教員の知

的財産取得状況の公表方法

について検討すると共に，

評価情報分析室は教員の知

的財産データを継続して収

集する。 

評価委員会において，特許権，商標権及び著作権など

教員の知的財産取得状況に係る業績に関する評価項目・

評価データの見直しを図るとともに，教員評価に関する

基本的な考え方をまとめた「教員評価に関する指針

（案）」，教員評価に係る評価の目的，評価項目，評価基

準，評価結果の公表方法，改善のための活用方法，意見

聴取方法等を定めた「教員評価実施要項（案）」及び部局

ごとに教員評価を実施する際の手順等をまとめた「教員

評価を実施する際の実施手順（案）」を作成した。 

同指針（案）等に基づき，平成 1８年度に部局ごとに

試行評価を実施することとした。 

また，教員の知的財産に係る業績データについては毎

年度収集することとしており，平成１５年度から継続し

て収集している。 

○研究の水準・成果の検証に関する具体的方策 

各部局で，部局における

自己評価及び外部評価等の

体制を検討する。 

部局ごとに評価に関する委員会を設置し，自己評価及

び外部評価の体制等について検討を行い，自己評価書を

作成するとともに，外部評価の基本方針等を定めた実施

要綱を作成した。 

評価委員会で，研究の水

準を検証するシステムを検

討する。 

評価委員会において，論文・著書発表状況や外部資金

獲得状況など教員の研究活動に係る業績に関する評価項

目・評価データの見直しを図るとともに，教員評価に関

する基本的な考え方をまとめた「教員評価に関する指針

（案）」，教員評価に係る評価の目的，評価項目，評価基

準，評価結果の公表方法，改善のための活用方法，意見

聴取方法等を定めた「教員評価実施要項（案）」及び部局

ごとに教員評価を実施する際の手順等をまとめた「教員

評価を実施する際の実施手順（案）」を作成した。 

同指針（案）等に基づき，平成 1８年度に部局ごとに

試行評価を実施することとした。 

 

各部局で，部局における

外部評価等の計画を立案す

る。 

部局ごとに評価に関する委員会を設置し，外部評価に

関する計画について検討を行い，外部評価の実施要綱を

定めるなど，外部評価の基本方針を決定した。 

部局ごとの外部評価に関する基本方針に基づき，平成

１８年度に外部評価を実施することとした。 

研究の評価体制の充実

を図る。 

 

評価情報分析室で，評価

データを継続して収集す

る。 

評価情報分析室を中心にして，教員の教育，研究，社

会貢献，管理運営等に係る活動に関する評価データを継

続して収集している。 
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評価委員会で，教員の研

究活動に係る業績に関する

評価結果の公表方法につい

て検討する。 

評価委員会において，論文・著書発表状況や外部資金

獲得状況など教員の研究活動に係る業績に関する評価項

目・評価データの見直しを図るとともに，教員評価に関

する基本的な考え方をまとめた「教員評価に関する指針

（案）」，教員評価に係る評価の目的，評価項目，評価基

準，評価結果の公表方法，改善のための活用方法，意見

聴取方法等を定めた「教員評価実施要項（案）」及び部局

ごとに教員評価を実施する際の手順等をまとめた「教員

評価を実施する際の実施手順（案）」を作成した。 

同指針（案）等に基づき，平成 1８年度に部局ごとに

試行評価を実施することとした。 

 

国内外の学会などへの

貢献や高く評価された研

究成果，受賞についての

情報をはじめとする研究

活動に関して，幅広い広

報体制を整備し，研究水

準・成果の検証に資する。 

 

広報委員会が中心となっ

て，研究成果の広報体制を

整備する。 

広報事項・方法，情報の収集方法について検討を行い，

広報委員会で「研究成果の広報体制について」をまとめ

た。 

国内外の研究者・実

践者等を招聘して講演

会等を開催し，研究交

流を深めることで研

究，教育，実践の活性

化を図る。 

 

研究推進委員会は，現状

の研究交流に関する講演会

等について，各部局におけ

る実施状況や企画を調査・

整理し，全学的観点から改

善案を検討する。 

教育福祉科学部では「福祉支援のための総合的研究」

の一環としての「教育と福祉」をテーマとして，経済学

部では中国など東アジア地域研究について，工学部では

大分市のまちづくりについて，福祉社会科学研究科では

地域福祉に関する国際比較，また医学部においては感染

症や生活習慣病などの医学・医療に関して，各学部・セ

ンターの特性に応じ，国内外の研究者を招聘し，学内研

究者との交流を図るシンポジウム・講演会を実行してい

る。 

 

（２）研究実施体制等の整備に関する実施状況 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等 

○適切な研究者等の配置に関する具体的方策 

教員の教育と研究の

活動分野に関する役割

分担を考慮したシステ

ムの開発を進め，研究

実施体制の改善に努め

る。 

 

人事制度等検討委員会に

おいて，職員評価専門委員

会が行う実態調査の結果を

待って，検討を開始する。

人事政策会議を設置して，教員の役割分担を考慮した

システムの開発体制を整備した。 

教育に特化した特任教授制度の導入を決定し，平成１

８年度４月から３名の任用を決定した。 

先端医工学研究センター及び高等教育開発センターに

学長裁量定員を配置し，研究体制の整備を図った。 

研究の重点化を図る

ため，教員の流動的配

置を行うシステムを構

築する。 

 

研究推進委員会におい

て，教員の流動的配置に関

する各部局の取り組みや実

態を整理し，現実的な方策

について検討を行う。 

 

教員定数が限られているために十分な数の昇任ポスト

が当面欠けている部局（保健管理センター，総合情報処

理センター）に対して，別部局で当面充足予定のないポ

ストを活用することで全学的な流動的配置を行ってい

る。 
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学科（学部，大学）

を越えたプロジェクト

形式の研究を推進でき

るような柔軟な研究体

制の整備を行う。 

 

大学，学部，学科等の枠

を越え研究プロジェクトの

現状把握を行い，問題点の

整理と具体的な改善方策を

検討する。 

研究推進委員会では平成１７年度「大学として重点的

に取り組む領域に関する」テーマに対する研究成果の報

告を受けてテーマを整理した。さらに，科学研究費補助

金の採択テーマと合わせて，大学・学部・学科を越えた

研究プロジェクトの研究テーマを検討した。 

研究活動を支援するた

め，研究支援職員等を配

置する。 

 

研究推進委員会におい

て，望ましい研究支援のあ

り方，及び研究支援職員を

含む具体的な研究支援体制

の構築について検討する。

全学的な組織運営体制改善の一環として，研究・社会

連携部における研究支援体制を見直し，業務内容の緊急

性と重要度に応じて業務の集中を図るべく，平成１８年

度より，課内業務を「グループ」制とし，事務担当の支

援体制を整えることとした。 

○研究資金の配分システムに関する具体的方策 

研究の緊急度，必要

性，社会的評価等に基

づき，予算の重点配分

などを行えるような柔

軟な体制を構築する。 

 

研究経費等の予算の重点

配分に関する基本方針につ

いて検討する。 

（学長裁量経費） 

学内の競争的資金として公募制により重点分野に配分

する方式に加え，学長自身による戦略的経費の枠組みを

設置し，重点的経費として，より効果を発揮できる経費

とした。 

平成１８年度事業の公募に当たっては，部局長裁量経

費との区分の明確化を図る観点から，その趣旨に，外部

の競争的資金の獲得に積極的に挑戦することを目的とし

て配分する経費であることを加えた。 

学長のイニシアティブによる全学的視点に立った戦略

的研究事業を推進するため，配分について，学長の下に

「審査委員会」を組織し審査体制を強化するとともに，

書類審査・ヒアリング審査を通じたピアレビューを導入

した。                 

 

（部局長裁量経費） 

部局間の競争プロセス及び評価結果の資源配分への反

映を積極的に進めるため，従来の「定額配分方式」を廃

止し，各種評価に基づく「重点的配分方式」を導入した。

評価項目として「外部資金（科学研究費補助金，受託・

共同研究費，寄付金）の獲得状況」を設定した。 

 

○研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策 

研究室及び研究設

備・機器等の整備を行

う。 

 

研究室及び研究設備・機

器等の整備にあたって，各

部局の実態を整理し，改善

のための基本方針を検討す

る。 

研究設備整備の充実を図るための全学的な基本方針に

ついて研究推進委員会において検討を進め，これにより

「施設設備整備マスタープラン」を作成した。 
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研究の重点化を図る

ため，研究室の再配置

とレンタルラボを整備

する。 

 

研究室の再配置やレンタ

ルラボの整備に関して，研究

推進委員会及び施設整備委

員会を中心に，前年度に引き

続き現状と問題点を整理し，

具体的な改善方策を検討す

る。 

平成１６年度に続いて空室状況の現地再確認や使用者

のニーズ調査を行い，有効活用スペース確保のための再

配分に向けた，「有効活用スペース推進計画」を策定した。

更に，その計画に基づき，稼働率の低い講義室の集約

化を行い，学生のためのインフォメーションルーム及び

留学生センターにおけるワンストップサービスを可能と

した。 

また，空室であった５室を若手研究者の研究室や院

生・学生のための自習室・ゼミ室として整備し有効活用

を図った。 

 

○知的財産の創出，取得，管理及び活用に関する具体的方策 

前年度に引き続き，知的

財産本部でその運営に係る

取り組み，未整備事業等（利

益相反ポリシー等の策定，

弁理士等の知的財産マネー

ジャーの確保）について検

討し，知的財産の創造と発

掘並びに知財化を推進す

る。 

教育研究評議会及び役員会の議を経て，研究成果有体

物取扱規程及び利益相反ポリシーを制定した。また，弁

理士等の知的財産マネージャーの確保については，知的

財産本部で同マネージャーの任用に係る職務内容や資格

要件等を検討し，その取りまとめを行った。 

本学における知的財

産の創出・取得・管理・

活用を戦略的に実施す

るための体制として，

大分大学知的財産本部

を設置する。 

 

前年度比１０％以上の特

許出願数アップを図る。 

知的財産本部で，教職員の発明に係る意識の高揚を促

すために，「国立大学法人大分大学知的財産本部パンフレ

ット」を作成・配付した。 

平成１７年度の特許出願件数は２３件で前年度比４．

５％の増であったが，平成１７年度届出分のうち平成１

８年度特許出願予定件数が５件あり，教職員からの発明

に係る意識の高揚が図れた。 

知的財産本部で，知的財

産の手法に関する講習会を

年２回開催する。 

知的財産創出の手法等について，ＭＯＴプログラム計

画の一環として，工学研究科大学院生及び教職員を対象

に工学研究科と知的財産本部が共催し，「知的財産特論講

座」を１３回実施した。 

地域共同研究センタ

ーを中心に，教員のた

めの知的財産に関する

教育等を行い，教員の

知的財産に対する理解

と意識の向上を図り，

あわせて事務職員等の

知的財産管理能力を高

める。 

 

知的財産本部で，知的財

産の意識啓発の講演会を年

２回開催する。 

知的財産本部で，教職員及び大学院生を対象に知的財

産の意識啓発等に関しての講演会を３回実施した。 
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大分TLOを活用した，

大学の技術シーズと産

業界ニーズのマッチン

グを促進するための情

報提供，教員と企業等

との共同研究や受託研

究のコーディネーショ

ン活動，企業等に対す

るコンサルティング活

動を通して，知的財産

の創出・権利化に努め

る。 

前年度に引き続き，知的

財産本部と（有）大分ＴＬ

Ｏが連携して，知的財産の

創出・権利化について検討

し，その諸方策を策定する。

知的財産本部と大分ＴＬＯとで知的財産の創出・権利

化に係る諸方策の一策として，企業訪問時，企業への技

術移転活動時や新技術説明会時等に，本学の技術シ－ズ

の情報提供や説明等を行った。また，当該活動時の企業

の反応やニーズ等を研究者へ伝え，受託研究や共同研究

への発展及びその成果の創出等へ帰するよう努めた。 

ＶＢＬによる学内ビ

ジネスインキュベーシ

ョン活動を推進し，知

的財産の活用を図る。 

 

VBL 運営委員会で大学発

ベンチャーの啓発活動を企

画し，プロジェクト研究の

一層の展開を図る。また，

生命科学，医学を専攻する

若手研究者を積極的に参加

させる。 

医工連携のシーズ探しのための情報収集やＯＢネット

ワーク活用に関する情報収集を行い，以下の事業を実施

した。 

平成１７年９月に挾間キャンパスで第２回医工連携セ

ミナー（参加者４５名）を開催した。 

平成１７年１１月に東京オフィスでの在京ＯＢ向けシ

ーズ発表会（参加者は約１００名）を実施した。 

平成１７年１１月にポスター形式でプロジェクト研究

発表会（参加者３０名）を行った。 

平成１７年１０月～１２月に外部講師のべ７名による

創造力養成講座を行った。 

平成１７年１２月に筑波大学生であり筑波大学発ＶＢ

の取締役を招聘し，講演・交流会（参加者８０名）を開

催した。 

３月の３日間で地域貢献事業の子供向けセミナー「第

４回アントレプレナーシップセミナー Ｆｏｒ Ｋｉｄ

ｓ」を開催した。大分県，大分県教育委員会，豊和銀行

後援。参加者２３名。広告にも力を入れ，大分合同新聞，

西日本新聞，ＮＨＫなどでニュースとしてとりあげられ

る。 

また，ＶＢＬによる講演会，東京オフィスでの入試説

明会を開催した。 

 

○研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策 



 - 52 -

教員の研究活動に関す

る自己点検・評価及び外

部評価等の結果をデータ

ベース化して公表すると

ともに，その評価結果を

フィードバックし，研究

活動を改善するための組

織・システムを構築する。 

 

評価委員会で，教員の研

究活動に係る評価結果の公

表方法及び改善のためのフ

ィードバックシステムにつ

いて検討すると共に，評価

情報分析室は，教員の研究

活動に係る業績データを継

続して収集する。 

評価委員会において，論文・著書発表状況や外部資金

獲得状況など教員の研究活動に係る業績に関する評価項

目・評価データの見直しを図るとともに，教員評価に関

する基本的な考え方をまとめた「教員評価に関する指針

（案）」，教員評価に係る評価の目的，評価項目，評価基

準，評価結果の公表方法，改善のための活用方法，意見

聴取方法等を定めた「教員評価実施要項（案）」及び部局

ごとに教員評価を実施する際の手順等をまとめた「教員

評価を実施する際の実施手順（案）」を作成した。 

同指針（案）等に基づき，平成 1８年度に部局ごとに

試行評価を実施することとした。 

また，教員の研究活動に係る業績データについては毎

年度収集することとしており，平成１５年度から継続し

て収集している。 

学部ごとに研究活動記録

等についての報告書等を作

成する。 

学部の実情に応じた研究活動記録等の作成を依頼し，

教育福祉科学部，経済学部では，「研究紀要」，「経済論集」

で論文や業績を収録し発行した。また，工学部は，平成

１７年１１月末に「研究報告」を発行し，医学部は「２

００４年版研究業績目録」をホームページに公表した。

 

教員の研究の改善，特

に質的向上を図ると共

に，研究活動について広

く社会に情報公開するた

めに，研究計画・研究活

動に関する報告書の作成

とその公開を進める。ま

た，研究活動・研究成果

の評価に関する手法など

を検討する。 

 

評価委員会で，教員の研

究活動に係る業績について

の適切な評価システムを検

討する。 

評価委員会において，論文・著書発表状況や外部資金

獲得状況など教員の研究活動に係る業績に関する評価項

目・評価データの見直しを図るとともに，教員評価に関

する基本的な考え方をまとめた「教員評価に関する指針

（案）」，教員評価に係る評価の目的，評価項目，評価基

準，評価結果の公表方法，改善のための活用方法，意見

聴取方法等を定めた「教員評価実施要項（案）」及び部局

ごとに教員評価を実施する際の手順等をまとめた「教員

評価を実施する際の実施手順（案）」を作成した。 

同指針（案）等に基づき，平成 1８年度に部局ごとに試

行評価を実施することとした。 

○全国共同研究，学内共同研究等に関する具体的方策 

学部・学科の枠にと

らわれず，学内外の研

究者の研究交流を促進

するため，学内共同教

育研究施設等の整備を

行い，共同研究の体制

を充実させる。 

 

研究推進委員会を中心

に，学内の研究分野及び研

究課題の現状と問題点を把

握し，共同研究の実施体制

の充実を図る方策について

検討する。 

全学の研究推進委員会では科学研究費補助金の申請書

類，及び「大学として重点的に取り組む領域に関する申

請テーマ」を参考に，全学の共同研究課題の現状につい

てまとめた。共同研究は研究者と研究者との交流である

ため，個々人の努力が必要であるが，同時に全学の研究

推進委員会では実施母体の在り方等について，引き続き

検討を行うこととした。 
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学内共同教育研究施設等

管理委員会を中心に，センタ

ー業務の見直し結果を踏ま

えて，全学の各センターの整

備・統廃合について検討す

る。 

学内共同教育研究施設等管理委員会において，統合の

基本的理念等を整理した。運営組織の改編で４月から新

たに設置される将来計画会議で基本方針に基づく検討を

開始することとした。 

共同研究を創出する

ため，情報交換や多様

な研究について話し合

う交流スペースを確保

する。 

 

研究推進委員会が施設整

備委員会と連携して引き続

き，交流スペースの確保を

検討する。 

部局を超えた情報交換などのスペースとするため，各

学部・ＶＢＬ・地域共同研究センターでは会議室・セミ

ナールーム・教室を講演会・研究会開催に活用している。

また，遠隔通信設備の整った特定の教室（教養教育棟第

一大講義室・ＳＣＳルーム・看護学科２１１講義室）を

研究会など全学的交流に利用している。 

○学部・研究科・附置研究所等の研究実施体制等に関する特記事項 

教務委員会で各学部に対

して５年間の改善計画を指

示する。 

円滑かつ効率的な運用を図るため運営組織を改編し，

研究環境を改善した。 

各学部は，改善への取り組

み状況を報告する。 

各学部とも，将来に向けた教育課程の見直し・点検を

実施するための組織を立ち上げ，実施に向けて，報告書

の作成などに着手した。 

カリキュラム等の見直

し，各種委員会の統廃合

を通じ，研究環境を整備

する。 

 

運営組織等検討委員会で

運営組織の見直しが研究環

境の改善にどの程度効果を

もたらしたかを調査・検討

する。 

運営組織の改編（特に各種委員会の統廃合による委員

会数及び委員数をともに約３分の１程度に削減）による

教員の法人運営への負担軽減がもたらす研究環境の改善

状況の点検について，平成１８年４月に設置される総

務・企画室（組織運営・企画部門会議を中心として）で

実施することを決定し，具体的事項については，設置さ

れる総務・企画室で今後策定することとした。 

 

サバティカル制度の導

入等，研究に専念できる

ような仕組みについて検

討する。また，各種委員

会の統廃合を行うことに

よって，日常的な研究時

間の確保を図る。 

研究推進委員会を中心に

本学独自のサバティカル制

度，国内外の研修制度の導入

について検討すると共に，研

修に関連する必要な制度を

整備する。 

国内研修は内地研究員制度実施要項として，国外は大

分大学国際交流・学術振興基金規程として制度を整備し，

これにより３名の教員を国際会議などに派遣した。 

国際交流・学術振興基

金の財源の確保に取り組

み，その運用方法を改善

する。 

 

国際交流・学術振興基金

運用委員会で運用方針を見

直し，新たな運用方針に基

づいて，援助等を継続して

実施して，適切な基金の運

用を行う。 

国際交流・学術振興基金運用委員会で，運用方針の見

直しを行ったが，平成１８年度は現状を追認し実施する

こととした。 

基金の運用については，国際交流・学術振興基金運用

委員会で，平成１８年度使用予定のない基金について，

国債等，安全かつより有利な運用で，より多くの利息収

入を図っていくことを決定した。 
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国際交流委員会を中心

に，引き続き，財源充実計

画を作成し，財源充実計画

に沿って資金の拡充を図

る。 

国際交流推進のための財政支援のあり方について，国

際交流委員会の下にワーキング・グループを創り「大分

大学の国際交流に関する基本的方針」の中で検討を行い，

中間報告（案）を作成した。 

 

新しい研究分野への

センター等の設置，既

設センター等の統合な

どについて検討する。 

 

学内共同教育研究施設等

管理委員会が中心になっ

て，学内の既設のセンター

の問題点を整理し，センタ

ーの新設や統合も視野に入

れた今後の基本方針を検討

する。 

学内共同教育研究施設等管理委員会において，センタ

ーの統合・再編に当たっての基本的な理念等を整理し，

「生涯学習教育研究センターと高等教育開発センター」

「福祉科学研究センターと先端医工学研究センター」「地

域共同研究センター，ベンチャー・ビジネス・ラボラト

リーとコミュニティ総合科学研究センター」「附属図書館

と総合情報処理センター」の再編・統合について検討に

入った。 

 平成１８年４月に運営組織が改編され，新たに設置さ

れる将来計画会議において基本的理念とこれまでの検討

に基づき更に検討を進めることとした。 

 

 

３．その他の実施状況 

（１）社会との連携、国際交流等に関する実施状況 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等 

○地域社会等との連携・協力，社会サービス等に係る具体的方策 

広報委員会で更なる改善

点等の有無を確認し，必要が

あれば改善の検討を行う。

研究者総覧データベースの改善点等について，広報委

員会で調査を行い，検討した。 

検討結果に基づき，研究者総覧データベースの個人情

報に関わる事項を削除する等の修正を行った。 

本学研究者の研究内

容・成果などのデータ

ベースを整備し，地域

との連携・貢献に役立

てる。 

 
学部ごとに研究者活動記

録等を発行し，公式ＨＰを更

新する。 

学部の実情に応じた研究活動記録等の作成を依頼し，

教育福祉科学部，経済学部では，「研究紀要」，「経済論集」

で論文や業績を収録し附属図書館のホームページから閲

覧できる。 

医学部は２００４年版研究業績目録をホームページに

公表した。 

工学部ホームページの見直しを行い，改訂版の更新を

行った。 

なお，研究報告については，平成１８年度に向けＣＤ

化を含め作業を進めている。 
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大分県との連携協力協定

を締結し，地域貢献・地域交

流を推進する事業を実施す

る。 

平成１７年８月に大分県との連携協定の締結を行っ

た。また，大分県と連携推進協議会を開催し，具体的な

連携事業について協議を行った。 

平成１７年９月に連携協定締結記念講演会として「環

境に関する講演会」を実施した。 

平成１７年１１月に共同事業として「ユニバーサルデ

ザイン・シンポジウム」を実施した。 

平成１８年１月に大分県知事を学内に招き，「大分県の

産業振興」をテーマに，学生に対する講演会を実施した。

 

県内自治体との包括的な

連携協力協定締結の方針を

策定し，連携協力協定を実施

した自治体との協力事業を

実施する。 

平成１７年度自治体との包括的な連携協定の締結方針

として，合併後の新市全てと協定を締結する方針を決定

し，大分県を始め，別府市，宇佐市，日田市，竹田市，

津久見市，由布市，豊後大野市，佐伯市及び杵築市と相

互協力協定を締結した。 

(平成１７年度は，それまでに締結していなかった１１

自治体中１県９市と協定調印) 

平成１６年度に締結した，大分市，中津市，豊後高田

市との連携ワーキングを開催し，連携事業を実施した。

大学開放事業委員会にお

いて，大学開放事業に関する

教職員提案の聴取を行い，大

学開放事業の多様化の方途

について検討する。 

 

教職員提案を実現する大学開放事業を生涯学習教育研

究センター事業として実施する計画について，募集の時

期や事業実施の様態などを検討し，平成１８年度から教

職員提案を受けて生涯学習教育研究センター主催事業と

してプログラムの開発・運営にあたることとした。 

 

大学開放事業委員会と生

涯学習教育研究センターが

連携して，大学開放事業にお

ける各部局の役割分担と連

携のあり方，生涯学習教育研

究センターの大学開放事業

における位置について調

査・検討する。 

生涯学習教育研究センターで「大学開放事業における

各部局の役割分担と連携について」調査・検討を行い，

あり方（原案）を作成し，次年度大学開放推進部門会議

で審議することとした。 

 

福祉科学研究センターは，

県，地域行政機関，諸団体と

の共催による大規模なフォ

ーラムを企画する。 

平成１７年１１月に大分県及び福祉のまちづくり学会

と共同して「ユニバーサルデザイン・シンポジウム２０

０５」を開催，午後の部として福祉フォーラムを実施し

た。 

 

児童・生徒から専門

的職業人をはじめとし

た社会人までの生涯学

習の支援のために，生

涯学習教育研究センタ

ーを中心として，公開

講座・公開授業をはじ

めとした大学開放事業

について，総合的に取

り組む体制を整備する

とともに，事業の質的

向上と量的拡充を図

り，地域社会との連

携・協力，地域への貢

献を推進する。 

 

福祉科学研究センターは，

工房を立ち上げて，県の介護

研修センターと連携して，地

域住民と協力のもと，改善・

改修を行い，新しいニーズの

発掘を行う。 

本事業を推進するための予算要求が，不採択となった

ため，工房の立上げは見送った。 

新しいニーズの発掘のため，ライフサポート協議会（福

祉のネットワーク）の事務局機能をセンターで担うこと

を検討し，平成１８年度から実施することとした。 
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福祉科学研究センターは，

講演会を年３回実施し，専門

的職業人及び一般住民への

福祉に関するサービス向上

を図る。 

専門的職業人及び一般住民への福祉に関するサービス

向上を図るため，次の福祉科学領域における工学系，医

学・看護系，社会福祉系の講演会を実施した。 

平成１７年６月に工学系の講演会として伊福部達氏を

招き「障害があっても，高齢になっても，快適に過ごせ

るように－福祉工学の挑戦－」をテーマに開催した。 

平成１７年１１月に医学・看護系講演会として黒川 由

紀子氏を招き「高齢者のこころを支える回想法：認知症

の高齢者への実践を中心に」をテーマに開催した。 

平成１８年１月に社会福祉系の講演会として横須賀俊

司氏を招き「障害者の自立生活～自分史を語る」をテー

マに開催した。 

生涯学習教育研究センタ

ーにおいて，専門的職業人

の学習ニーズ調査及び専門

的職業人の学習ニーズへの

対応可能性の検討を行う。

 学習ニーズ調査の検討では，調査手法により，商工会

議所等の団体に協力依頼を行って実施することとした。

学習ニーズへの対応可能性については，ニーズ調査の結

果を受けて平成１８年度明らかにする予定である。 

大学開放事業委員会にお

いて，公開講座等のサテライ

ト化，大学開放事業に関わる

教育資源データベースの試

行的開設など，開放事業の多

様化の検討を行う。 

出張講座事業を契機として，主に自治体との連携及び

地域の組織との連携によるサテライト講座等の実施計画

を策定した。 

学部及び研究科と連

携して，社会人の再教

育や生涯学習の場を拡

充する。 

 

大学開放事業委員会と教

務委員会において，学部ある

いは大学院の社会人の受入

れ状況ならびに公開講座・公

開授業に参加した社会人の

状況について，調査の結果を

分析し，相互の問題点を洗い

出す。 

各研究科は，夜間コース設置，長期履修制度を整備し，

社会人学生が入学しやすい環境を整えた。工学研究科で

は休日開講も実施している。教務委員会では，公開講座・

公開授業に参加した社会人の状況について調査結果を分

析したが，特に問題点は見いだせなかった。 

［教育］ 

 

  

社会のニーズをもと

に，教育・福祉，経済

学，工学，医学・看護

学・医療等に関する教

育サービスを行い，本

学と産業界並びに地域

社会の連携・協力を図

る。 

教務委員会は，教育サービ

スを実施するための問題点

の抽出を行い，その問題を解

決するための対策を検討す

る。 

生涯学習教育研究センターを中心に，公開講座等で各

学部とも地域のニーズに応じ教育サービスを提供し，地

域貢献に寄与している。 

 

［研究］ 
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学内における研究･

技術開発の成果を収集

し，情報ネットワーク

を用いた情報発信によ

り産業界との連携・協

力を促進する。 

産業界との連携・協力関係

を推進するための方策を検

討し，公式ＨＰによる情報発

信の強化を図る。 

「教員データ統合システム」を設置することで，教員

評価と研究者総覧データ入力を兼ねることで，研究成果

について最新の詳細な情報を効率的に発信することを可

能とした。 

地域連携推進機構を

改組してイノベーショ

ン機構として発足さ

せ，地域社会ニーズの

把握，地域とのコミュ

ニケーションの確立を

図り，種々の要請に一

元的かつ迅速に対応可

能なネットワークを形

成する。 

イノベーション機構のリ

エゾン・窓口機能をより一層

充実させ，地域社会が大学に

求めるニーズを研究領域別

に把握する。 

大分市２回(うち１回は，大分大学で実施)，宇佐市１

回，産学交流会を開催した。また，出張相談会を臼杵市，

日出町,大分市，玖珠町で開催し地域のニーズの集約を行

った。リエゾン・窓口機能を集約したイノベーション機

構の設置構想案を作成し，学長室会議で設置することを

決定した。 

また，イノベーション機構に係る規程の原案を作成し

た 

諸外国の大学や研究

所との共同研究体制を

整備し，協力と支援を

推進する。 

 

研究推進委員会は，各部局

における諸外国研究機関と

の共同研究の可能性につい

て調査し，問題点と課題を整

理する。 

全学の研究推進委員会は大学全体的な観点から調査を

行い，現状についてまとめた。現状をさらに発展させる

為に大学全体として積極的な資金面等に関する方策を検

討することとした。 

○産学官連携の推進に関する具体的方策 

地域共同研究センター運

営委員会で各種コーディネ

ータの配置を検討し，改善策

をまとめる。 

地域共同研究センター運営委員会で学内コーディネー

タのあり方について検討を行った。 

地域連携推進機構をイノベーション機構に改組し，こ

の機構において地域共同研究センターは，知的財産本部

及びＶＢＬとコアセクターを組織し，このセクターに各

種コーディネータを配置することとした。 

地域共同研究センタ

ーを中心とした共同研

究・受託研究を一層推

進する。 

 

地域共同研究センターの

機能を強化し，戦略的共同研

究を推進する。 

包括協定を行った金融機関を対象に産学連携の講習会

を実施し，金融機関職員に「大分大学産学連携コーディ

ネーター」の称号を与え，自らが地域のニーズ収集にあ

たる活動を開始した。 

戦略的共同研究の推進母体として，地域共同研究セン

ター，知的財産本部及びＶＢＬをコアセクターとするイ

ノベーション機構が新たに設置されるのに伴い組織強化

が図られるため，戦略的共同研究を推進することとした。
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大分大学知的財産本部

を中心に，学と産・官の

連携により，知的創造

サイクルの形成に努め

る。 

 

知的財産本部運営委員会

の専門部門で，ライセンシン

グとロイヤリティ取得によ

る産学官連携を通じた研究

活動の活性化を検討する。

産学官連携を通じた研究活動の活性化を図るために，

前年度の出願発明に係る審査請求手順，ライセンシング

やロイヤリティ取得予定，取得可能な出願発明に関して

の取りまとめを行った。その結果をもとに知的財産本部

と大分ＴＬＯとが連携して，企業訪問，技術移転活動を

通じて，研究者へ技術相談時等に研究活動のインセンテ

ィブ等を促した。 

○地域の公私立大学等との連携・支援に関する具体的方策 

単位互換の拡大のほ

か共同授業，共同セミ

ナーなどによって連携

を深める。 

 

教務委員会は，大分県下の

公私立大学等で単位互換制

度の実施，大分地区での共同

授業，共同セミナー開催の検

討及び協議を行う。 

教務委員会は教養教育委員会と連携して，大分県下の

公私立大学等との教育連携を進めるための方策を検討

し，立命館アジア太平洋大学及び県立看護大学との単位

互換などの連携実施のためのワーキング・グループを設

置し，当該大学と協議を開始した。 

教務委員会は各学部と連

携して，研究生の受入れを行

う。 

教務委員会における検討に基づき，各学部において研

究生の受入れをすすめ，平成１７年度は１０１人を受け

入れた。 

各センターは研究員の増

加策を検討する。 

全学の研究推進委員会では各センターの業務内容や増

加策に対する検討状況について調査すると共に，今後，

学内共同教育研究施設等管理委員会と連携し，この問題

に対処していくこととした。 

大分県内の他大学等

の教員や企業人等を本

学の研究員・研究生と

して積極的な受入れを

図る。 

 

地域共同研究センターの

共同研究員の制度を再検討

し，地域の企業の共同研究員

の増加策について検討する。

共同研究における共同研究員の増加策について地域共

同研究センター運営委員会で検討を行い，共同研究の間

接経費として１０％を徴収していることから，共同研究

員に係わる「研究料」は廃止する方向で報告書を作成し

た。 

大分ＴＬＯに参加す

る地域の公私立大学等

との研究上の連携を深

め，中核大学としての

役割を果たす。 

 

地域の公私立大学等との

連携のあり方を検討する。

立命館アジア太平洋大学，別府大学等との協力関係の

強化を図った。 

県内１０の高等教育機関で「大分県学務関係連絡会」

を立ち上げて，教務事項等の協力関係の強化を図った。

附属図書館と地域の

大学図書館・公共図書

館との連携・協力関係

を強化し，目録の横断

検索サービスを実施す

る。また，公共図書館

との相互貸借サービス

について整備・拡充を

行う。 

 

県内大学間の横断検索に

ついて，調整が終了した大学

から実作業を順次開始する。

現時点で参加可能な大分県内の大学図書館及び県立図

書館７機関での横断検索システムを構築して運用中であ

る。 
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県立図書館を通じ県内の

公共図書館との横断検索の

準備を開始する。 

県立図書館が運用中の公立図書館間の横断検索システ

ムと上記大学図書館横断検索システムの連携について検

討を行ったが，現時点での直接の連携は技術的に困難な

ため，県立図書館を窓口として各公立図書館と交渉を行

い，公立図書館を含める形に現行の大学図書館間横断検

索システムを拡張することとした。 

相互貸借資料の運搬につ

いて大学・県・市町村の運営

する配送便の利用等安価な

方法の検討を行う。 

県立図書館と数度にわたり検討を行ったが，利用状況

から考えて当面の間，現行の配送方法を継続することと

した。新たに配送方法の検討は継続して行うこととした。

相互貸借サービス（オンラ

インを含む）の実施方法につ

いて検討を開始する。 

県立図書館と数度にわたり現行の相互貸借サービスに

ついて検討を行い，新たに電子メールによる運用を開始

した。オンラインでの運用については次期図書館システ

ムにおいて検討することとした。 

大分県内大学図書館間での文献複写については，オン

ラインでの文献配送が大分県大学図書館協議会で提案さ

れ試行を行い，可能なところから実施することとした。

○留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策 

国際交流委員会は，国際

交流推進のための実施体制

の効率化について検討し，

国際交流推進のための基本

方針を策定する。 

国際交流推進のための実施体制の効率化の検討にあた

り国際交流委員会の下にワーキング・グループを創り「大

分大学の国際交流に関する基本的方針」の中で検討を行

い，中間報告（案）を作成した。 

留学生交流及び学術

交流に関わる組織的整

備の充実を図る。 

 

全学的な委員会で，留学生

交流基本方針を検討，新たな

留学生交流基本方針の制定

を行う。 

「留学生交流基本方針」の検討にあたり，留学生セン

ター運営委員会の下にワーキング・グループを創って行

い，「大分大学の国際交流に関する基本的方針」の中にこ

の方針を取り込むものとして２月初旬に成案として取り

まとめ，国際交流委員会ワーキング・グループに提出し

た。 
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留学生センター運営委員

会は，地域の国際交流団体や

留学生教育機関と情報を交

換する。 

日本学生支援機構（大分支部）及び大学コンソーシア

ムおおいたとの懇談・協議を定例化した。平成１７年１

０月に日本学生支援機構大分支部が主催する県内留学生

の交流ツアーに本学留学生１８人が参加して県内６大学

との交流を行った。 

また平成１８年３月に「留学生と日本人学生の合同セ

ミナー」を実施した。 

鴛野校区連合自治会及び錦町１丁目自治会との懇談・

協議を行い，平成１７年７月に火群祭・交流会に留学生

３８人が参加して，地元自治会との交流を深めた。この

交流を通じて，ホームヴィジット／ホームステイ事業の

受入ファミリーが新たに８軒開拓できた。 

本学が主管する大分地域留学生交流推進会議総会を，

文部科学省から２人の担当官の派遣のもと平成１７年１

０月に開催し，県内高等教育機関，自治体，経済団体，

留学生支援団体等との活発な意見交換が行われた。 

県内小中学校の要請による総合学習等への留学生派遣

事業は順調に進み，今年度実績は８件，参加留学生はの

べ４０人となった。 

学生の海外留学・派

遣を全学的に推奨し，

諸外国，特にアジア諸

国への派遣を積極的に

推進する。 

 

留学生センター運営委員

会は，派遣留学に関する説明

会の充実化を図ると共に，学

生の個別相談に応じるため

の体制を整備する。 

年度当初全体説明会を行い，派遣留学が決定した学生

を対象に派遣地域別（欧米圏派遣・中国派遣・ドイツ派

遣・アジア圏・英語圏）の事前準備学習会を述べ７回実

施した。 

また，経済学部教員を講師に「日本の歴史問題とアジ

ア事情」についての学習会を実施した。 

地域別説明会では，現地からの留学生及び交換留学を

行った本学日本人学生が講師となり，大学の概要及び気

候，治安，物価等生活上の諸課題等について説明を行っ

た。 

平成１７年１１月にＴＯＥＦＬ－ＩＴＰを学内で実

施，留学生４人を含む２４人の受験者があった。 

平成１８年度派遣留学学生について，運営委員会で計

１０人を決定した。 

外国の大学との教育

研究上の交流を推進す

る。 

 

留学生センター運営委員

会は，交流協定校との交流の

実態について調査する。 

米国（サンフランシスコ州立大学），韓国（高麗大学校，

梨花女子大学校，ソウル女子大学校），中国（河北師範大

学，南陽理工学院，遼寧師範大学），ヨーロッパ（バース・

スパ大学，ティルブルク大学，パダボーン大学），台湾（東

海大学）の交流協定校を訪問し，日本人学生受入の実態

調査並びに各大学担当者と交流に係る意見交換を行っ

た。 

今年度の協定校実地調査について，報告書として取り

まとめ公表し，今後の派遣留学における重要な資料とし

て活用していくこととした。 
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国際交流・学術振興

基金の適切な運用と増

額について検討する。 

 

国際交流・学術振興基金の

運用方針の問題点を整理し，

新たな企画への援助策とし

て基金の増額方法を検討し，

実施する。 

基金の運用方針等の検討にあたり国際交流委員会の下

にワーキング・グループを創り「大分大学の国際交流に

関する基本的方針」の中で検討を行い，中間報告（案）

を作成した。 

 

ＪＩＣＡなどによる国

際的教育貢献活動に積極

的に参加し，その業績を

組織として適切に評価す

る。 

 

国際的教育貢献活動事業

への新たなプロジェクト参

加案を策定する。 

新たなプロジェクト開拓のため，ＪＩＣＡと交流を進

めるため，協定締結に向け協議を行っている。 

○教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策 

福祉科学研究センターと

大学院福祉社会科学研究科

と連携を推進する。 

前年度に引き続き，福祉科学研究センターと大学院福

祉社会科学研究科と連携し，若手研究者発表会を開催し

た。発表は午前中に福祉社会科学研究科の発表を行い，

午後からはアメリカ，ヴァンダービルド大学の河村教授

によるアメリカにおける福祉機器開発の現状についての

講演の後，医学・工学の若手研究者の発表を行った。発

表会は，地域社会への貢献と交流を目的として学外で開

催し，大学関係者もとより現場の福祉関係者・一般市民

も参加し会場から活発な質疑がなされた。 

また，平成１８年３月には大学院福祉社会科学研究科

と共同主催で「２１世紀の福祉社会を考える」をテーマ

に地方自治体の取組を学ぶためにスウェーデンから２名

の講師を招き講演会を開催した。 

 

医療や福祉に関する全学

的研究会を年間２回実施し，

医学，看護学関係と福祉との

共同研究を推進する。 

福祉科学研究センターのセンター研究員及び研究テー

マを拡充し，医学，看護学関係と福祉の融合を図り，共

同研究の可能性を模索するため，平成１７年１２月に「医

療や福祉に関する全学的研究会」を実施した。 

 

医療や福祉に関し

て，国内外，特にアジ

ア諸国の教育・研究機

関との連携を強化す

る。 

 

国内外，特にアジア諸国の

教員・研究機関との連携のた

めの調査・研究を行い具体的

な福祉に関する大学間連携

を検討する。 

平成１７年度中に行った交流協定締結は２校で，全て

がアジア諸国（タイ，韓国）となっており，福祉科学研

究センターが中心となり，福祉分野における学術交流事

業に係る調査・研究を行った。 

また，アジア諸国以外では，スウェーデンの福祉分野

の研究に優れた業績のある「メーラダーレン大学」との

交流協定締結を検討した。 
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教職員や大学院生の

海外留学・派遣をより

一層推進するととも

に，留学先・派遣先の

大学や研究所との研究

協力を強化する。 

 

国際交流委員会で国際交

流のポリシーを作成し，国際

交流・国際貢献に関わる大学

の基本戦略を策定する。 

 国際交流のポリシーの検討にあたり国際交流委員会の

下にワーキング・グループを創り「大分大学の国際交流

に関する基本的方針」の中で検討を行い，中間報告（案）

を作成した。 

 

（２）附属病院に関する実施状況 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等 

○医療サービスの向上や経営の効率化に関する具体的方策 

臓器別，機能別診療

体制に移行する。 

 

新たな臓器別機能別診療

体制における機能的改善度

並びに患者サービス及び病

院経営への貢献度などを戦

略的企画部門会議で評価す

る。 

臓器別機能別診療科に移行したことによる患者サービ

ス，診療体制等について平成１７年１０月に診療科等を

対象にアンケートを実施した結果，「診療科の名称と医療

内容が一致し，患者にとって求める診療科が分りやすく

なった」，「診療が病態別に統合され，円滑な診療体制が

確立された」等の回答を得た。 

戦略的企画部門会議では，臓器別機能別診療体制への

移行は，病院全体として良好に機能しているとの評価を

行った。 

緩和ケア専従チーム

をつくり，緩和医療を

実施する。 

 

常駐するスタッフを置き，

病院評価機構の認可を得て，

緩和ケア加算により病院運

営に貢献する。 

日本医療機能評価機構の認定を受け，平成１６年１１

月１日から緩和ケア診療加算の算定を開始した。平成１

７年４月に常駐看護師を置き，平均１４人／日の緩和ケ

ア加算を達成し，病院経営に貢献している。また，対外

的な啓発活動として，学会への参加，講演会の講師派遣，

教育講座等を積極的に行い，地域に貢献している。 

地域医療連携施設への広

報活動を促進し，紹介率の向

上を図る。 

広報誌『かけはし』を年４回発行し，県内全医療機関

へ送付した。 

紹介率は５０％以上を保ち，６０％近くまで上昇した。

検査外来を開設し，紹介患

者の獲得，紹介率の向上を図

る。 

病診連携の推進を図るため，地域医療連携センターを

中心に，平成１８年７月の本格稼働を目指しＣＴ，ＭＲ

Ｉ，心臓超音波検査，内視鏡検査等の検査外来システム

の手続，運用方法等を定めた。県内全医療機関に案内状

を送付し，新規紹介患者の増加を図る体制を確立した。

地域医療連携センタ

ーを充実させる。 

 

電子カルテ導入を想定し

たパスシステムの充実を図

る。 

電子カルテを利用したパスシステムの導入に向けて調

整会議にて検討し，平成１８年度からの運用が可能な状

況となった。 
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急性期型病院として機能

強化のため，退院調整として

の相談内容分析，阻害要因に

ついて検討する。 

退院調整オーダーが電子カルテ上に導入された。退院

調整の早期介入方法として，入院時チェックリストを作

成し単科病棟で試験的に導入中である。相談内容，評価

の分析が可能となった。 

ボランティアの増員を推

進し，活動内容の拡大を検討

する。 

大分市ボランティアセンター及びボランティアグルー

プへの呼びかけにより，外来ボランティア２名，病棟ボ

ランテイア７名の増員を図ることができ，外来案内等，

小児病棟での本の読み聞かせや遊び等のサービスを充実

させた。 

大学病院内にボランティ

ア室を設け，会員の控え室・

情報交換の場とする。 

院内の多目的に利用されている病院第２会議室の機能

を確保しながら，移動式のパーテーションによる仕切り

を設け，控室として利用することとした。 

今後は，同室を拠点にして活動(院内図書の貸出し等)

を拡大していきたい。 

ボランティアによる

支援を大幅に拡大し

て，患者サービスを充

実させる。 

 

ボランティアに対して研

修会を開催し，患者サービス

の向上に役立てる。 

研修会２回(６月・１０月)，病院長との懇談会１回(３

月)を実施し，患者サービス向上のため，ボランティアの

意識向上を図った。 

病院経営戦略を企画

し実行するために，戦

略的企画部門を設置す

る。 

 

病院経営の健全化に影響

度の高い医薬品・医療材料の

物流システムの検討を開始

する。 

ＳＰＤ(医療材料等一括購入及び一括管理委託)導入に

ついて検討するため，平成１７年１０月に「ＳＰＤシス

テム導入に関するワーキング・グループ」を設置し，他

大学の導入状況調査及び供給業者から資料収集を行い，

現在の物流システムの問題点を明らかにした。  

また，在庫削減，原価管理，労務時間の短縮，材料経

費の軽減等を図るため，手術材料のキット化について具

体的検討を行い，平成１８年６月から実施する体制を整

備した。 

○倫理観豊かな医療人育成の具体的方策 

新医師臨床研修管理

型病院として充実した

卒後研修が遂行できる

ように整備する。 

 

卒後臨床研修における研

修プログラム（研修カリキュ

ラム及び研修体制），指導体

制，評価の方法などについ

て，調査，分析し，卒後臨床

研修の充実を図る。 

研修医との意見交換会を頻繁に開催すること等によ

り，研修プログラムの問題点等を把握し，センター運営

会議及び同専門部会において検討し，以下の改善を行っ

た。 

①２年目研修医に対する救急部研修の実施②研修医対

象のモーニングセミナーの開始③「臨床研修医による処

方及び輸血・静脈注射実施に関するガイドライン」の策

定④内科研修（６か月）について，１か月単位の診療科

変更を５グループの診療科から３つを選択し，２か月ず

つ研修するシステムに変更。 

また，卒後臨床研修センター棟を建設し，研修環境の

飛躍的な改善を行った。 



 - 64 -

○研究成果の診療への反映や先端的医療の導入のための具体的方策 

診療科毎あるいは共

同して先端医療技術開

発と臨床応用の研究課

題を設定し，中期目標

期間中３件の高度先進

医療の承認を受ける。 

 

平成１６年度応募があっ

た複数診療科による共同開

発の先進的医療について，優

れているものを選定して開

発費を補助すると共に，診療

科長等で構成される「高度先

進医療専門委員会」により高

度先進医療へ発展させる示

唆を与える。他の大学が行っ

ている高度先進医療につい

ても継続調査する。 

消化管外科による「腹腔鏡下膵部分切除術（体尾部切

除を含む）」が，平成１７年１２月末に高度先進医療とし

て承認された。 

 複数診療科による共同開発については，３課題につい

て開発支援費を補助し，開発を促進している。 

前年度の臨床試験実施実

績の評価と，より一層の推進

策を図る。 

前年度までの臨床試験（治験）実績の評価と治験依頼

者からの情報収集の結果，地方の大学病院では，大学病

院単独での治験推進は限界があり，地域の医療機関との

ネットワークによる治験推進が必要不可欠と結論でき

た。 

ネットワークによる治験推進のため，大分地区医療機

関と治験に参加するボランティアへの支援体制の枠組み

を確立した。医療機関の治験実施と教育研修は，臨床薬

理センターと平成１８年４月開設の寄附講座「創薬育薬

医学講座」が支援し，地域住民とボランティアの支援は，

平成１８年1月設立されたＮＰＯ法人「豊の国 より良

き医療と健康づくり支援センター」が行う体制が構築さ

れた。 

臨床試験専門外来（創薬育

薬クリニック）において，被

験者及び治験依頼者の意

見・要望を調査し，治験の見

直しと充実を図る。 

調査の結果，本院の臨床試験専門外来（創薬育薬クリ

ニック）は，円滑に運営されていると判断される。また，

日本医師会治験促進センターホームページでも，全国の

モデルとして紹介された。 

創薬育薬クリニックにおいて地域住民への治験啓発も

行い，今後も継続することとした。 

臨床試験を推進す

る。 

 

臨床試験に関する当院職

員の意識向上を図るため，セ

ミナーを開催する。 

平成１７年９月にネットワーク治験に関する臨床研究

セミナー，同年１２月に臨床試験の統計学の臨床研究セ

ミナーを，それぞれ外部の講師を招いて開催した。また，

平成１８年３月に，大学病院によるネットワーク治験推

進と地域の医療機関支援について，治験推進セミナーを

開催した。これらのセミナーには，本学職員だけでなく，

大分地区医療機関，治験依頼者（製薬企業），治験施設支

援機関（ＳＭＯ）も参加した。 
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治験推進ワーキンググル

ープ及び臨床薬理センター

で，大分地区学外の医療機関

を含めて治験の推進を強化

する。 

臨床薬理センターをAcademic research organization

（大学の有する多くの専門性や特徴を活用し，治験を収

益事業として行う組織。）として，広範囲な臨床試験支

援・サービス機能を持たせ，ボランティア・地域住民支

援をＮＰＯ法人「豊の国 より良き医療と健康づくり支援

センター」が，教育・研修に関する支援を平成１８年４

月開設の寄附講座「創薬育薬医学講座」が行っていく体

制が構築された。 

また，臨床試験ネットワーク拡充のため，大分県医師

会との連携体制を確立した。大分県下で治験を実施して

いる主要医療機関との合同会議を開催し，今後継続的に

開催していくことが決定された。 

厚生労働省治験推進協議

会と協力して，九州・沖縄地

区を含む他地区との連携に

よる治験ネットワーク拡充

の方策を決定する。 

将来の連携を前提として，金沢地区治験ネットワーク

責任者との会議を定期的に実施する体制が構築された。

また，大分地区主要医療機関との合同会議には金沢地区

責任者も参加した。これらを通して，医師・ＣＲＣの教

育・研修プログラム開発の連携，治験の書式統一化など

の連携実現を達成していく目標を共有化した。また，福

岡，愛媛地区との連携についても，打診している。 

地域住民への啓発活動と

して，公開講座を実施する。

平成１７年１２月に博多で，健康増進と治験啓発の市

民公開講座を開催した。 

啓発活動として，市民公開講座だけでなく，平成１７

９月に，治験に参加した患者を招いての別府・湯布院ヘ

ルシーツアーを開催した。また，ＮＰＯ法人「豊の国 よ

り良き医療と健康づくり支援センター」の設立と活動に

ついて，新聞社による報道を通した地域住民への啓発を

行った。 

○適切な医療従事者等の配置に関する具体的方策 

効率的かつ適切な職

員配置の観点から，医

療技術職員を集約して

一元的に組織する。 

 

「診療支援部(仮称)」設立

準備委員会を発足し，一元的

組織化の利点を検討し，建設

的な診療支援体制のための

「診療支援部」を設立する。

平成１７年１１月２日に診療支援部(仮称)設置準備委

員会を設置し，「診療支援部(仮称)」の組織，運営体制及

び業務等について検討を進めた。同委員会の成案を得た

後，平成１８年度の早期に設置する予定にしている。 

○医療の質及び医療安全管理に関する具体的方策 

インシデント報告システ

ムの改変版を導入する。 

新しいインシデント報告システムを導入(平成１７年

５月)し，導入後のシステムの修正等を随時行っている。

医療事故防止対策と発

生時の対応の更なる改善

を図り，医療の質を向上

させる。 

 

医療安全管理部に専任医

師の必要性を検討する。 

専任の助教授を配置することを決定し，平成１８年度

早期の採用に向けて，選考手続を進めている。 



 - 66 -

法律関係者や患者側の代

表者も外部評価者としての

参加の是非について検討す

る。 

検討のための情報収集を行ったが，参考となる実施例

が不十分であり，引き続き平成１８年度の検討事項とし，

情報収集することとした。 

前年度組織した事故調査

委員会を基に医療事故シュ

ミレーションを行い，対応を

検討する。 

学外の講師による「重大事態発生時の対応」について

のセミナーを開催するととともに，本学における医療事

故シミュレーションを実施した。 

 

（３）附属学校に関する実施状況 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等 

○大学・学部との連携・協力の強化に関する具体的方策 

学部主導の下に学部・

附属連携推進委員会を活

用し，学部と附属四校園

の組織的な教育・研究を

推進する。 

 

学部・附属連携推進委員会

は，連携に関する実態調査を

行い，それを基に，連携のた

めのシステムを構築する。

「附属学校について，大学，学部と一体となった取組

を一層推進されることが求められる」との指摘もあり，

学部・附属連携推進委員会を中心として連携を図ること

とした。 

連携のためのシステム構築は計画どおりに進行してい

る。人材バンクはイントラネットとして完成し，学部教

員の半数が人材登録を済ませている。この人材バンクの

作成に当たっては附属校園のニーズ把握のための実態調

査を実施した。また，平成１８年度から開始する，人材

バンクを利用した連携活動に関して，どのようなプロジ

ェクト課題が可能か，学部・附属連携推進委員会で検討

を開始した。今後は連携システムをより改善し，連携プ

ロジェクトそのものを推進する。 

○学校運営の改善に関する具体的方策 

各校園の学校評議員制

度を活用するとともに，

学部との連携を図りつ

つ，校園長と副校園長の

一体的なリーダーシップ

の下に地域のニーズに適

切に対応する教育研究体

制を構築する。 

 

開かれた学校づくり協議

会は，協議会における検討課

題や改善策から実施計画を

策定する。 

四校園とも開かれた学校づくりをするために，年間計

画を立て積極的に取り組んだ。点検・評価においては，

評価結果をどう生かしていくかが課題であり，また，調

査項目を再検討して一層充実させることとした。 

協議会において，学校運営等の改善策について協議し，

次のような具体的な方策を明確にすることができた。 

(1)四校園一斉の防災・防犯訓練や環境整備に取り組

む。 

(2)ボランティア清掃活動(附属校園周辺)を行う。 

(3)かかわりあいによる学びの指導。(授業や行事で四

校園の連携を図る。) 
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校園長・副校園長連絡

会議を中心として，附属

四校園が連携した一体的

学校運営を推進する。 

 

校園長・副校園長連絡会議

は，協働を生み出す学校運営

の実際を実施計画により実

践し，問題点を把握し，改善

策を策定する。 

四校園子ども集会では，実施後，各校園の教師の反省

及び子どもたちの意見を持ち寄り，次年度の開催方法を

話し合っているが，雨天時の開催が課題である。 

学校間交流は，校園毎に実施しているが，来年度以降

は，各校園間の共通理解を図り充実させることとした。

また，新任の教頭を管理職として配置するはこびとな

り，各校園の分掌組織の改善を図った。  

○附属学校の目標を達成するための入学者選抜の改善に関する具体的方策 

附属幼・小・中一貫教

育体制の構築とカリキュ

ラム 編成の策定を図

る。 

  

四校園校長会は，カリキュ

ラム編成に向けて，各教科

（領域）別のグループを編成

し，目標，内容を検討すると

共に， 授業交流や子どもの

実態調査，教師の意識調査を

実施する。 

幼小，幼養，小中，中養の交流を通して，お互いにそ

れぞれの校園における子どもの実態把握をすることがで

きた。 

１．交流に向けた事前の話し合い 

２．交流学年での細案作り 

３．段差解消に向けた共通理解と協議 

４．公開研究会等への積極的な参加及び交流の必要性

の再確認，一貫教育推進に向けた教師の意識調査を

行い，問題点や課題を洗い出した。 

一貫教育に向けた協議の時間設定→研究日を火曜日に

設定・大局的見地から一貫教育の方向づけを提案するコ

ーディネーターの必要性→学部長と話し合いの場を持

つ。 

附属四校園教員の相互

協力による，総合的な入

学者選抜体制の充実につ

いて検討する。 

 

入学者選抜方法研究委員

会は，他大学の附属校園によ

る入学者選抜方法に関する

調査結果等を参照し，改善に

向けての情報収集と分析を

する。 

他大学や九州内の附属校園からそれぞれ入学者選抜方

法に関する情報を集めて比較検討し，大分附属における

入学者選抜方法の現状や課題について共通理解した。 

・私立や公立中学校で，中高一貫教育に取り組む学校

が出てきて，「入学者選考方法を検討中，検討計画中」の

附属中学が６割を超える状況になっている。 

 

また，幼小，小中の連絡進学委員会を行う中で，幼・

小・中の一貫教育を推進するために各校園で共通して指

導すべき項目について話し合った。 

・基本的な生活態度，友だち関係，基礎基本的な学力

等 

○公立学校との人事交流に対応した体系的な教職員研修に関する具体的方策 

公立学校との総合的

な研修体制の下に附属

四校園における研修の充

実を図る。 

 

 

現職教員研修委員会は，１

年次の調査・分析に附属校園

に勤務する教職員の経験年

数及び実態等を照らし，各校

園で現職教員研修に関する

企画・立案を行うとともに，

学部を通して県教委等に参

加の依頼を行う。

本年度の計画に基づき滞りなく研修を実施した。また，

本年度末に県教育委員会から，教員のライフサイクルに

応じた新しい教職員研修制度が示されたが，附属学校園

現職教員研修委員会では，公立学校との人事交流を円滑

に行うため，新しい研修制度に対応する研修を来年度以

降どのように構築していくか検討を行った。 
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Ⅱ．業務運営の改善及び効率化 

１．運営体制の改善に関する実施状況 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

○全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策 

役員会，経営協議会，

教育研究評議会等にお

いて，人的・物的資源

の有効活用と財政基盤

の強化のために，学内

コンセンサスの円滑な

形成に留意しつつ全学

的な経営戦略を確立

し，公表する。 

 

戦略会議を設置し，大学

の基本的経営戦略を検討す

る。 

 平成１７年９月の役員会等で長期的な経営戦略に関し

た調査・研究・検討を行うため，学長を中心とした戦略

会議の設置規程を審議し，平成１７年１０月１日付けで

設置することとした。 

 平成１７年度中に３回，戦略会議を開催し，これまで

の将来構想を確認し，会議構成員の所属学部や専門分野

に依らない自由な討議によって，長期的な戦略・ビジョ

ンの調査・検討を開始し，平成１８年９月を目途に，中

間報告を出す予定にしている。 

 また，中期目標・中期計画などの当面及び中期的な経

営戦略や，戦略会議で検討された長期的な戦略に即した

将来計画などを検討するため，学長，学外委員及び学内

委員で構成する将来計画会議を，平成１８年４月に設置

することが平成１８年２月の役員会で決定した。 

 

○運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策 

経営協議会，教育研

究評議会等の役割等を

明確にするとともに，

連携を図り，円滑な組

織運営に努める。 

 

運営組織等検討委員会で

新たな運営組織を検討し，

整備する。 

運営組織等検討委員会で，法人化に即した運営組織を

早急に整備するため，「運営組織の改編の基本的考え方」

をまとめ，平成１７年６月の役員会等で決定した。この

中で，早急に実施すべき事項の修正案を平成１７年９月

の役員会等で決定し，平成１７年１０月１日に戦略会議，

人事政策会議の設置，理事の職務分担の見直しを実施す

ることとし，その他の事項も次年度の実施に向けた検討

を推進した。平成１７年１２月には役員会で学長室を設

置した。 

 平成１８年２月の役員会で学長のリーダーシップのも

とでの，効率的で責任ある意思決定システムによる大学

マネジメントの確立を目指し，先行実施した学長室や理

事室などの設置を始めとした運営組織の改編を決議し，

平成１８年４月から実施することとした。 
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役員会等で，セミナーや

研修に積極的に参加し，必

要に応じて学内に成果を報

告する。 

国大協主催の「大学改革セミナー」「マネジメントセミ

ナー」，国立大学マネジメント研究会の「シンポジウム」，

財団法人知的財産研究所主催の「知的財産シンポジウム」

にそれぞれ関連理事が参加し，国大協主催の「国立大学

法人等トップセミナー」に学長が参加し，常勤役員会で

報告した。 

また，学長はじめ役員，学部長，附属病院長らが２班

に分かれて，平成１７年５月，６月に，大分の地場産業

である三和酒類株式会社に依頼し，民間的発想を先進企

業から学ぼうと企画した「トップマネジメント研修会」

を行った。 

特定の課題及び横断

的な課題については，

必要に応じてプロジェ

クトチームを設置する

など，迅速かつ効率的

に対応する。 

 

運営組織等検討委員会

で，検討すべき課題を明確

にし，基本的検討方法を明

示し，取り組む。 

 運営組織等検討委員会が学長案として作成した「運営

組織の改編に関する基本的考え方」に基づき，細部にわ

たって課題を洗い出した。更に，その中でも，早急に実

施すべき事項を絞り込んで提示し，修正案を作成した。

学内の各種委員会の

あり方を検討のうえ，

削減等の見直しを行

う。 

 

運営組織等検討委員会

で，委員会体制の具体的な

見直し，再編統合を実施に

移す。 

運営組織等検討委員会で各種委員会の原則としての廃

止を確認し，役員会等で法令上廃止できない委員会や新

たに設置する会議（戦略会議，将来計画会議，人事政策

会議）等について審議し，今後の検討の方向性を確認し

た。 

 併せて，その他の委員会についても理事室の検討の中

で，現行の委員会について，法令上必要なものや残す必

要があると判断される委員会の洗い出しを行った。 

 全学委員会の統廃合を行い，理事室部門会議への移行

について，所要の会議を経て平成１８年４月から実施す

ることを平成１８年２月役員会で最終決定した。 

これにより，４１の全学委員会を５理事室１６部門会

議に集約でき，委員数を１９２名削減できた。 

経営協議会において，

運営体制の問題点等に

ついての点検を定期的

に実施する。その点検

結果に基づいて必要な

改善策を講じ，次年度

の年度計画に反映させ

る。 

 

運営組織等検討委員会で

検討した新たな運営組織を

整備する。 

運営組織等検討委員会で検討された「運営組織の改編

に関する基本的考え方」に対し，平成１７年９月の経営

協議会で，特に学外委員からの意見を求め，今後の運営

組織等検討委員会での検討の指針とし，平成１７年１０

月の戦略会議，人事政策会議の設置や理事の分担見直し，

平成１７年１２月の学長室設置を始めとした新たな運営

組織を平成１８年４月に向かって整備した。 
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中期目標期間におけ

る運営体制の問題点・

改善点を検証し，その

検証結果を公表する。

また，これらの結果を

次期中期目標の策定に

反映させる。 

 

運営組織等検討委員会に

おいて，検証を行い，その

結果を公表すると同時に，

改善点等については，翌年

度の具体的計画に十分に反

映させる。 

平成１７年中に運営組織等検討委員会において改編案

の作成過程で，問題点の洗い出しを行い，修正を行いな

がら，大学マネジメントの確立を目指した新たな運営組

織の整備を行った。 

 平成１７年度中に行われた学長室や理事室などの設置

を始めとした運営組織の改編について，平成１８年３月

の定例記者会見において公表し，平成１８年度初めには

完全実施を行う予定である。 

学長，理事，部局長等

による運営会議を活用し

て，情報の迅速な共有化

を促進し，大学運営の円

滑化を図る。 

 

広報委員会等で，具体的

な提供方式の点検・評価，

見直し，改善に取り組む。

 広報委員会において，学内専用ホームページにおける

学内運営の情報提供方式について，学内の意見調査を行

った結果，システムとしては現状のままとし，役員会等

の議事概要はできるだけ早く掲載することとした。 

事務組織は教学組織

と連携しつつ大学運営

の企画立案等に積極的

に参画し，学長以下の

役員等を直接支えるな

ど，大学運営の専門職

能集団としての機能を

発揮する。 

 

役員会等で，事務組織の

再編を具体化する。 

各事務部門において担当理事を中心とする企画・立案

への関わりを推進し，理事室の部門案で担当理事のもと

での事務組織の関わりを考慮し整備した。 

 事務組織の再編については，今後人件費管理面を考慮

しながら継続して検討する。 

 運営組織の改編及び教学組織との関連を視野に入れた

事務組織の再編について，所要の会議を経て平成１８年

４月から実施することを平成１８年３月役員会で決定し

た。 

○学部長等を中心とした機動的・戦略的な学部等運営に関する具体的方策 

学部長の権限を明確に

するとともに，副学部長

制の導入など学部長補

佐体制を整備し，機動

的・効率的な学部の運営

体制を確立する。 

 

各学部等は，学部運営の

具体化を図り，定期的に点

検・見直しに取り組む。 

教育福祉科学部では，副学部長３名体制を整備し，更

に学部長，副学部長及び評議員による合議体制を整備し

た。経済学部では前年度見直し済みであり，必要に応じ

て見直しを行うとともに改善策を講じる予定である。医

学部では，執行部連絡会議で随時見直しを行い，整備を

進めている。工学部では，企画委員会において副学部長

の業務についての見直しを行った。 

このように各学部において随時学部長補佐体制など学

部運営体制の見直しを行うとともに，必要に応じて学部

規程等の改正を行った。 

部局運営の機動性を

高めるため，各種委員会

を機能的に再編するなど

見直しを行う。 

 

各学部等は，点検・評価

に基づき，見直し，改善を

図る。 

教育福祉科学部では，各種委員会の機能を高めるため，

合同会議を開催し，委員会の有機的な連携を図り，委員

会の機能性の向上を行い，業務内容についての分析を行

った。経済学部では，前年度再編済みである。医学部は，

各種委員会の統廃合や委員長など構成員の見直しを行っ

た。工学部は，各種委員会の統廃合は済んでおり，所掌

事項等の見直しを行い集約した。 

 このように各学部において各種委員会の見直しを行

い，必要に応じて学部規程等の改正を行った。 
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教授会のあり方を見

直すとともに，審議事

項を精選し，機動的な

学部運営を図る。 

 

運営会議等で，教授会運

営の点検・評価を実施し，

必要に応じて見直す。 

教育福祉科学部では，審議事項の整理，Ｗｅｂでの資

料の事前配布，プロジェクターの導入によるペーパーレ

ス化の推進を行った。 

 経済学部では，前年度点検を実施し，効率化を図り，

必要に応じて見直しを行った。 

 医学部では，審議事項の見直し，資料のペーパーレス

化の検討し，運営方法の効率化推進策を定め，本年度の

実施事項を決定した。 

 工学部では，企画委員会において教授会の審議事項並

びに代議員会の審議事項の見直しを行い，案を作成した。

 このように，各学部において随時教授会等の審議事項

の見直しを行い，必要に応じて学部規程等の改正を行っ

た。 

○教員・事務職員等による一体的な運営に関する具体的方策 

効率的・機動的な大学

運営を行うために，教

員・事務職員等の有機

的・協働的な分担協力関

係を確立する。 

 

運営組織等検討委員会

で，新たな運営体制におけ

る分担協力関係の実情を調

査する。 

「運営組織の改編の基本的考え方」において，事業部

門と支援部門の棲み分けや理事室等における教員と事務

職員・事務組織の分担協力関係を明確にした。 

事務組織の再編については，今後人件費管理面を考慮

しながら，運営組織の改編の検討に合わせて教学組織と

の連携を視野に入れた事務組織の再編について，平成１

８年４月からの実施を平成１８年３月役員会で決定し

た。 

事務系幹部職員を大

学運営の企画・立案に

参画させる。 

 

運営組織等検討委員会

で，参画の実態及びその成

果について点検・評価を実

施する。 

「運営組織の改編の基本的考え方」において，理事室

等における事務系幹部職員の関わりを明記し，理事室の

部門案で各事務部の部長や課長の関わりを考慮した。 

運営組織の改編の検討過程において，事務系幹部職員

の大学運営への関わりを見直すとともに，新たに設置す

る理事室及び部門会議の構成員として規定した。 

 

必要に応じて事務系

幹部職員を学部運営に

参画させる。 

 

各委員会において，事務

長等のメンバー化について

改善策を検討する。 

経済学部，医学部，工学部では，既に実施済みであり，

教育福祉科学部では，事務長を教授会構成員とし，必要

に応じて事務系職員を副学部長にすることができるよう

に制定した規則に基づき，特別に取り組むべき課題を処

理するため平成１７年度に半年間総務担当副学部長とす

るなど，改善を図った。 

今後，必要に応じて学部の効率的な運営に向けて検証

を行う。 
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大学運営における教

員と事務職員等との役

割分担を明確にすると

ともに，連携協力の強

化を図る。 

 

運営組織等検討委員会

で，教員と事務職員の連携

協力の実態を点検・評価し，

必要に応じて見直し，改善

に取り組む。 

「運営組織の改編の基本的考え方」において，事業部

門と支援部門の棲み分けや理事室等における教員と事務

職員・事務組織の関わりを明記し，理事室の部門案作成

の中で担当理事のもとでの事務組織と教学組織との関わ

りを考慮した。 

運営組織の改編の検討に合わせて教学組織との連携を

視野に入れた事務組織の再編を検討し，平成１８年４月

からの実施を平成１８年３月役員会で決議した。 

 

教職員や学生の大学

運営等に関する意見を

取り入れ，フィードバ

ックが可能となるシス

テムを構築する。 

 

広報委員会で，具体的な

提供方式の点検・評価，見

直し，改善に取り組む。 

学内専用ホームページに「大学運営に関する意見」欄

を設けて６件の意見が寄せられ，学生による意見箱にも

６件の大学運営に関する意見が出され，関連部署で対応

した。また，大学からも「学長・理事からのお知らせ」

欄を設けて，情報発信を行った。 

 

○全学的視点からの戦略的な学内資源配分に関する具体的方策 

学内資源（人事・予

算等）の効果的な配分

を行う。 

 

役員会等で，新たに導入

した重点的経費（学長裁量

経費・部局長裁量経費）の

効果的な配分を行う。また，

人事制度等検討委員会を中

心に，大学運営を機動的か

つ戦略的に展開するための

「学長裁量定員」の有効的

な運用を検討する。 

（学長裁量経費） 

学内の競争的資金として公募制により重点分野に配分

する方式に加え，学長自身による戦略的経費の枠組みを

設置し，重点的経費として，より効果を発揮できる経費

とした。 

平成１８年度事業の公募に当たっては，部局長裁量経

費との区分の明確化を図る観点から，その趣旨に，外部

の競争的資金の獲得に積極的に挑戦することを目的とし

て配分する経費であることを加えた。 

 

（部局長裁量経費） 

配分額決定に当たり，各部局に係る光熱水料等の管理

的経費の削減努力や学生定員充足，学位授与，外部資金

獲得等への取組状況を反映させる仕組みを取り入れた。

 

（学長裁量定員） 

平成１８年度定員７名について，高等教育開発センタ

ー２名，先端医工学研究センター２名，特色ある教育研

究を推進するための教員充実１名，知的財産並びに社会

連携への対応充実のための教員充実１名，その他外部資

金獲得推進等の充実１名相当の活用方策を決定した。 

 

（中期財政計画） 

中期的な財政収支の見通し，財政運営の健全性を確保

するため，「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２

４日閣議決定）において示された，総人件費改革の実行

計画を踏まえた，人件費シミュレーション等を含む「中

期財政計画」を策定した。 
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予算面については，

一定の枠を留保し，戦

略的な分野に重点的に

配分するなど柔軟な運

用を図る。 

 

役員会等で，重点的経費

である学長裁量経費及び部

局長裁量経費について，効

果的な運用を図る。 

（学長裁量経費） 

学長裁量経費をより重点的に配分するため，公募対象

事業を４つのプログラムに限定した。 

審査の方法として，学長の下に審査委員会を設置し，

申請者から提出された申請書類等の内容について事前評

価を行うこととし，審査の厳正・公平性，透明性の一層

の確保を図った。加えて，本経費により得られた成果等

については，国内外の学会，マスコミ等に広く公表し，

積極的に成果の公開・普及に努めることとし，成果報告

書は，本学の公開ホームページ等を通じて公表し，本学

の教育，研究，社会連携等の特色を広く一般に周知する

こととした。併せて，事業終了の翌年度に「成果報告会」

を実施することとした。 

 

（部局長裁量経費） 

学長のイニシアティブと整合的で，既存の枠組みにと

らわれない各部局の長のリーダーシップの下に，各部局

としての特色を出すためのプロジェクトに重点的に配分

することを基本方針とし，配分額決定に当たり，各部局

に係る光熱水料等の管理的経費の削減努力や学生定員充

足，学位授与，外部資金獲得等への取組状況を反映させ

る仕組みを取り入れた。 

 

施設面については，

一定のオープンスペー

スを確保し，戦略的な

分野に重点的に配分す

るなど柔軟な運用を図

る。 

 

施設整備委員会におい

て，施設面での有効活用ス

ペースを確保するための再

配分に向けた計画を策定す

る。 

昨年に続いて空室状況の現地再確認や使用者のニーズ

調査を行い，有効活用スペース確保のための再配分に向

けた，「有効活用スペース推進計画」を策定した。 

更に，その計画に基づき，稼働率の低い講義室の集約

化を行い，学生のためのインフォメーションルーム及び

留学生センターにおけるワンストップサービスを可能と

した。 

また，空室であった５室を若手研究者の研究室や院

生・学生のための自習室・ゼミ室として整備し有効活用

を図った。 

人的な面について

は，学長裁量ポストを

確保する等，大学運営

上重点的かつ戦略的に

取り組む分野に人的資

源を機動的に活用でき

るシステムを構築す

る。 

 

人事制度等検討委員会

で，学長裁量ポスト等の確

保について引き続き検討・

調整等を行う。 

学長裁量定員の設定及びその拠出方法について検討

し，学長裁量定員（教員）１８の学部ごとの拠出年度

計画を策定した。 

学長裁量定員（教員）について，センター及び特色

ある教育研究の充実のために活用することを決定し，

また，事務系職員について，学長裁量定員１０を設定

した。 

○学外の有識者・専門家の登用に関する具体的方策 
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大学運営において専

門性の高い分野（法務，

労務，財務，産学連携，

知的財産，国際交流，

入学者選抜，就職，広

報等）に，学外有識者

や専門家の登用を図

る。 

 

人事制度等検討委員会

で，点検を行いながら事業

を実施し，必要に応じて改

善に取り組む。 

寄附講座の設置及び寄附講座への教員受入れに関す

る規程を制定し受入体制を整えた。企業との間で企業

の経費による実務家教員受入体制を整え，平成１８年

４月から受入れの契約を締結するとともに地元企業を

含む２社との間で新たに２つの寄付講義を開設した。

平成１８年度からの実施に向け，キャリア開発課を設

け，学生の就職支援に繋がるキャリア開発のための課

長を民間から公募することとした。 

○内部監査機能の充実に関する具体的方策 

監査室を設置し，学外

専門家を登用しながら，

監事と連携して内部監

査機能を強化する。 

 

監査室が点検を行いなが

ら監査を実施し，必要に応

じて改善に取り組む。 

監査室監査では，「平成１７年度監査年次計画書」に沿

って，合規性並びに業務全体の牽制体制の観点から，会

計経理的な会計監査（財務・会計関係２回，科学研究費

補助金関係）を年３回実施し，業務監査については，テ

ーマを絞って特定事項毎に（附属学校の危機管理体制，

毒物劇物管理，職員会館管理及び利用状況等，給食業務

管理，共同利用施設管理及び利用状況）を年５回実施し，

それぞれの監査において指導・助言を行い，指摘事項（規

程整備及び業務改善等）については，被監査部局に改善

依頼をし，是正改善を図ることで業務及び財務会計の改

善に取り組んだ。 

なお，監査結果としての是正改善件数は会計関係１１

件，業務関係１６件であった。 

監事と監査室の連携では，内部監査機能を強化する

ためには夫々が監査精度を高めるとともに，緊密な情

報交換を行うことによって会計監査人を含めた効率的

で効果的な「三者三様の監査」の構築に努めた。 

○国立大学間の自主的な連携・協力体制に関する具体的方策 

業務の効率的な運営

のために，共通的な事

務処理及び人事交流や

研修など，必要に応じ

て地域や同一分野の大

学，学部間の連携・協

力体制を整備する。 

 

人事制度等検討委員会

で，点検を行いながら事業

を実施し，必要に応じて改

善に取り組む。 

九州地区国立大学共同で，採用試験を実施するととも

に，共通的な事務処理についても他大学に具体的に提案

し，検討を開始した。 

① 九州地区において，事務職員の採用試験を来年

度以降も共同で実施することを確認した。 

② 九州地区の係長及び技術職員の研修への参加。

③ 九州地区広域人事交流制度による人事交流の実

施。 

④ 標準報酬データ報告システムの共同処理（南九

州地区） 
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２．教育研究組織の見直しに関する実施状況 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

○教育研究組織の編成・見直しのシステムに関する具体的方策 

教育組織・研究組織

の適切な運営のため

に，学内コンセンサス

の円滑な形成に留意し

つつ学長，理事，部局

長等による運営会議

で，協議・検討する。 

運営組織等検討委員会

で，全学的な合意の上で，

具体的内容を実行に移す。

学長の職務の補佐体制として位置付けをした学長

室，戦略会議，人事政策会議及び将来計画会議と学部

教授会との学内コンセンサスの円滑な形成を得ること

を目的とし，その連絡調整の場として運営会議を位置

付け，教授会開催の前の週に毎月定例日開催とした。

○教育研究組織の見直しの方向性 

学部，研究科，セン

ター等の組織につい

て，統合のメリットを

生かし，学術研究の発

展，時代や社会の要請

に即応した教育研究組

織とするため，学外者

の意見も参考にしなが

ら，自主的に定期的な

点検評価を行うととも

に，見直しを行い，柔

軟な組織構成のための

積極的な改革に取り組

む。 

 

学内共同教育研究施設等

管理委員会で，前年度の調

査結果に基づき，全学的な

合意を得ながら，問題点の

解明と改善策の検討を行

い，既存のセンター等につ

いて，再編・統合を視野に

入れた検討を行う。 

学内共同教育研究施設等管理委員会において，各セ

ンターの問題点の確認と役割の分析を行い，更に，セ

ンターの統合・再編に当たっての基本的な理念等を整

理し，「生涯学習教育研究センターと高等教育開発セン

ター」「福祉科学研究センターと先端医工学研究センタ

ー」「地域共同研究センター，ベンチャー・ビジネス・

ラボラトリーとコミュニティ総合科学研究センター」

「附属図書館と総合情報処理センター」の再編・統合

について検討に入った。 

新学部構想や大学院

の独立研究科の設置計

画について検討する。 

 

将来計画委員会等で，継

続して学部や研究科の再

編・改組構想について検討

し，全学的な合意の上で，

具体的内容を実行に移す。

大学院経済学研究科に博士課程の設置を計画し検討

を開始し，文部科学省において，設置構想について事

前相談を行い，平成１９年度設置に向けて具体的な準

備（設置計画書の作成等）を始めた。 

概算要求申請に向け，設置計画原案を文部科学省と

継続事前協議しながら進めている。 
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３．人事の適正化に関する実施状況 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

○人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策 

教員については合理

的な教員評価システム

を，また事務職員等に

おいては適切な人事考

課制度を整備し，段階

的に実施する。 

評価委員会で，職員の適

切な評価システムを検討す

る。 

教員については，評価委員会において，教員の教育，

研究，社会貢献，管理運営及び診療活動に係る業績に関

する評価項目・評価データの見直しを図るとともに，教

員評価に関する基本的な考え方をまとめた「教員評価に

関する指針（案）」，教員評価に係る評価の目的，評価項

目，評価基準，評価結果の公表方法，改善のための活用

方法，意見聴取方法等を定めた「教員評価実施要項（案）」

及び部局ごとに教員評価を実施する際の手順等をまとめ

た「教員評価を実施する際の実施手順（案）」を作成した。

 同指針（案）等に基づき，平成 1８年度に部局ごとに

試行評価を実施することとした。 

事務系職員については，評価委員会において，事務系

職員評価に係る評価の目的，評価項目，実施手順，評価

結果の公表方法，改善のための活用方法等を定めた事務

系職員評価実施要項（案）を作成するとともに事務職員

の評価予定者の研修会を実施したうえで，事務職員の１

回目の試行評価を実施した。また技術系職員の評価予定

者の研修会を実施した。 

 同要項（案）に基づき，平成１８年度に２回目の試行

評価を実施することとした。 

 

評価結果の具体的な

活用方法について検討

する。 

 

人事制度等検討委員会で

検討を開始する。 

評価者セミナーを開催し，評価結果の活用方法につい

て研修した。 

事務系職員評価については試行を実施し，試行結果を

基に事務系職員評価実施要項（案）を見直した上で，平

成１８年度に第２回目の試行を実施することとした。 

また，教員評価については，評価実施要項（案）を作

成し，平成１８年度に教員評価の試行を行う。 

評価結果を給与に反映させるために，職員給与規程を

整備した。 

教育研究，その他特

に顕著な業績を上げた

教職員については，顕

彰制度を設け，表彰す

る。 

人事制度等検討委員会

で，具体的内容を実行に移

す。 

就業規則に規定する職員の表彰を実施するための具

体的な事項を定めた職員表彰規程（案）を作成した。

○柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策 
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大学運営上重点的な

分野及び戦略的に取り

組む分野に対応できる

人事システムの構築を

図る。 

 

人事制度等検討委員会

で，引き続き人事システム

を検討する。 

教員の適切な配置については，人事制度等検討委員

会で，研究組織と教学組織を柔軟に配置する方法を念

頭において，先行他大学の状況を調査し，検討を始め

た。 

人事政策会議及び戦略会議を設置し，人件費シミュ

レーションにおいて，平成２１年度までの間の学長裁

量定員を確保することにより，大学運営上重点的な分

野及び戦略的に取り組む分野に対応できる人事システ

ムを設定した。 

学長裁量定員（教員）について，センター及び特色あ

る教育研究の充実のために活用することを決定した。ま

た，事務系職員について，学長裁量定員を設定した。 

柔軟で多様な人事制

度（勤務体制，服務体

制など）に対応するた

め，人事問題について

検討する専門委員会を

設置する。 

 

人事制度等検討委員会

で，必要かつ可能な問題か

ら点検・評価を行い，見直

し新たな工夫や制度を検討

し，試行していく。 

平成１６年度に，総務担当理事の下に人事制度等検

討委員会を設置して，調査・検討の体制を整えた。 

更に，平成１７年１０月から，人事制度等検討委員

会の他に，人事政策会議を設置して，人事政策・制度

について，学長の意向をより適切に反映させる検討体

制とするべく体制を整備した。 

新たに導入した制度として，特任教授，教員の定年

延長，事務系職員の再雇用制度などがあり，平成１８

年度から実施予定である。 

教員の兼業を支援す

るため，多様な勤務体

制の導入を検討する。

その場合，透明性を確

保するため，自己規律

の保持と情報開示を視

野に入れた服務基準を

定める。 

 

人事制度等検討委員会

で，点検・評価を行い，必

要に応じて見直しを行う。

大学教員については，平成１６年度から，医学部で診

療に従事するものを除き，裁量労働制を導入し，兼業を

支援する体制を整備した。また，兼業のあり方及び兼業

手続を定め，服務基準を策定した。 

事務組織について，

管理部門と業務部門の

適切な均衡を図る。 

 

人事制度等検討委員会

で，新しく再編した事務体

制へ移行すると共に，学生

支援体制の充実を図る。 

平成１７年度から，研究・社会連携部を設置して５

部体制を採るとともに，人事課を設置し，教育支援課

に教育企画担当専門職員を配置し，教育企画に関する

支援体制を強化した。 

また，平成１７年１０月から総務部総務課に秘書係

を設置して学長を始め役員全員の秘書業務を処理する

体制整備するとともに，学長補佐及び学長特別補佐を

設置して学長が一層のリーダーシップを発揮できるよ

う体制を強化した。 

事務組織を見直し，平成１８年４月１日からの実施

に向けて，総務部総務企画課評価グループ，研究・社

会連携部研究推進課，財務部調達室，学生支援部キャ

リア開発課を設置することとした。 
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事務職員等の人事

は，定期的な異動だけ

ではなく，専門性や適

性を重視した人事制度

を構築する。 

 

職員個人個人の適性等を

勘案した部署への人事異動

を行う。 

効果的な人事異動を行うため，事務職員全員から提

出させた身上調書と併せて，所属部課長からの人事異

動に関するヒアリングを実施し，平成１８年４月１日

実施に向けて，専門性及び適性を重視した職員配置を

行うとともに，法人内部における財務企画及び予算管

理の体制を強化するため，職員の適性を考慮した人事

異動を行った。 

○任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関する具体的方策 

任期制の導入を検討

し，実践的経験や識見

をもつ学外者等，国内

外の優秀な人材の積極

的登用を推進する。現

在，実施している公募

制については，一層の

充実を図る。 

 

人事制度等検討委員会

で，点検を行いながら事業

を実施する。 

寄附講座教員の受入れに当たって任期に関する規程

を整備した他，受入契約による民間からの教授受入れ

を決定した。公募制の一層の充実を図るとともに，実

践経験を持つ者を学外から登用することを決定した。

また，事務系職員についても公募制を導入し，平成１

８年３月１日付けで電気主任技術者を１名採用し，平

成１８年４月１日付けで，診療情報管理士を採用する

ことが決まった。 

時代に即応した教員

選考基準を定め，選考

においては研究業績だ

けでなく，教育・社会

貢献・大学運営等の業

績を含めた総合的な審

査を行う。 

 

人事制度等検討委員会

で，点検を行いながら事業

を実施する。 

平成１６年度に定めた「国立大学法人大分大学におけ

る教員選考の基本方針」に基づき，教員を採用した。 

 寄附講座の設置と，寄附講座への教員受入れに関する

規程を策定し，受入体制を準備した。 

各学部の専門性を重視した多様な業績による審査体制

を講じ，民間からの教授受入れについて，審査を実施し

た。 

○外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体的方策 

人事制度等検討委員会

で，各学部の教員選考の実

状調査の結果に基づき，改

善策等の検討を開始する。

平成１６年度に制定した「国立大学法人大分大学にお

ける教員選考の基本方針」に基づき，外国人及び女性の

積極任用を推進するため，現状を調査し公表した。 

女性教員の積極的な採用に配慮し，平成１７年度にお

ける女性教員の在職者数が前年度に比して増加した。 

＜女性教員の在職状況＞ 

平成１６年度 ７８名（13.6％） 

平成１７年度 ８５名（14.5％） 

 

また，教員公募制度の導入により，外国人，女性，障

害者，他大学出身者の積極的任用に配慮している。 

外国人，女性，障害

者，他大学出身者等を，

業績や能力に基づき教

員として積極的に任用

し，その状況を定期的

に公表する。 

 

広報委員会で，点検を行

いながら事業を実施する。

大学概要，公式ホームページの教職員数のページに，

外国人，女性の任用数を公表した。来年度以降も継続的

に掲載を行うこととした。 

○事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策 
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特定の専門的知識，実

務経験・資格等が求めら

れる分野（法人経営，国

際交流，産学連携，知的

財産等）については，経

験や資格を有する民間人

の選考採用が可能となる

ような制度を導入する。 

 

人事制度等検討委員会

で，点検を行いながら事業

を実施すると共に，必要な

規程等の整備を図る。 

経験や資格を有する民間人の選考採用に当たって，特

定の経験や資格等を必要とする職務について，具体的に

検討を開始し，平成１８年３月１日付けで電気主任技術

者を採用し，平成１８年４月１日付けで診療情報管理士

の採用を決定した。 

事務職員等の専門性

向上のため，自己啓発

への積極的な取り組み

や業務遂行に有用な民

間研修等への積極的な

参加を推進する。 

 

人事制度等検討委員会

で，点検を行いながら事業

を実施する。 

職務に必要な資格取得のための講習会等への参加等に

ついて，必要な経費を補助する等して推進し，障害者職

業生活相談員資格認定講習，女性活用のための中間管理

職セミナーに職員を参加させる等，民間を含めた研修会

に参加した。 

 職務に必要な資格取得のための講習会等への参加等に

ついて，前年度に引き続き，平成１８年度の実施のため

の予算を確保した。 

幅広い経験や見識の

ある人材を養成するた

め，九州地区の国立大

学法人等と連携して人

事交流を推進する。 

 

人事制度等検討委員会

で，点検を行いながら事業

を実施する。 

九州地区国立大学共同で採用試験を実施し，人事交流

についても法人化前と同様に行っている他，研修につい

ても合同で実施している。 

九州地区他大学との平成１８年４月１日付け交流につ

いて，具体的に決定した。 

事務職員等の資質向

上のため，九州地区の

大学等と連携して，各

種の研修を実施すると

ともに，業務に関連す

る資格（外国語，会計

簿記，情報処理など）

の取得を推奨し，必要

な支援を行う。 

 

人事制度等検討委員会

で，点検を行いながら事業

を実施する。 

九州地区他大学と合同の研修会を実施するとともに，

職務に必要な資格取得のための講習会等への参加を推進

している。また，人事院が実施する研修にも積極的に参

加した。 

 大学の支援により，衛生管理者及び工学衛生管理者の

資格取得職員が増加し，放送大学の受講についても，引

き続き奨励することとし，業務に関連する資格取得を支

援した。 

○中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策 

全学的な視点から，

全体の教職員に係る人

件費管理を一体的に行

い，適正かつ効率的な

人事管理を推進する。 

 

人事制度等検討委員会

で，平成１８年に実施が予

定されている「公務員制度

改革大綱」に基づく給与を

含めた国家公務員制度の改

革等を勘案し，人員，人件

費管理のあり方について検

討する。 

効率化係数に対応した予算減及び昇給等に必要な財源

確保のための定員拠出の方法について検討を行うととも

に人事院勧告に準拠した給与改定も想定した人件費管理

についても，検討を行い，中期計画期間中の人件費管理

シミュレーションを行い，学内の合意を得た。 

 今後４年間で４％の人件費削減を織り込んだ人件費シ

ミュレーションを実施した。 



 - 80 -

外部資金の導入を促

進し，これを基に多様

な人材の確保を目指

す。 

 

人事制度等検討委員会

で，検討結果に基づき，実

行できることから具体化す

る。 

外部資金による教員の受入制度について検討を開始

し，寄附講座の設置と寄附講座への教員受入れに関し，

規程を作成し，受入体制の準備を整えるとともに，民間

からの教授受入れのための受入契約を締結した。 

○給与基準の策定 

教職員の給与に本人

の業績が適切に反映さ

れるシステムを検討す

る。 

 

人事制度等検討委員会

で，業績や成果を反映させ

る給与体系の検討を開始

し，前年度の検討状況を踏

まえ，各種手当についても

再検討を行う。 

国家公務員の給与改定についての人事院勧告に準拠し

た平成１８年４月１日からの給与システム（案）を作成

した。 

 また，諸手当について検討し，入試手当を新設した。

平成１８年４月１日実施の給与規程を整備し，本人の

業績及び評価結果がより適切に反映される昇給システム

を導入することとした。 

○行動規範の策定 

教職員が守るべきガ

イドラインを定め，学

内外に周知・公表する。 

 

 人事制度等検討委員会

で，前年度の取り組みを継

続実施しつつ，点検・評価

する。 

 イコールパートナーシップ推進宣言における男女共同

参画に係る事項を推進するために，プロジェクトの立ち

上げを準備するとともに，各種のハラスメントに対応す

るため，申し立ての手続などの適正化を図り，ガイドラ

イン及び規程の見直しを行っている。また，学内外に周

知するためのパンフレットを作成した。 

 

 

４．事務等の効率化・合理化に関する実施状況 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

○事務組織の機能・編成の見直しに関する具体的方策 

学生の利便性向上の

ため，学生サービス関

係業務（就職支援等）

に続き，教務関係業務

も可能な限り集中・一

元化し，機能的な学生

支援体制を構築する。 

 

教務委員会が学生支援部

と連携して，３年生以上の

学生が，Ｗｅｂから履修登

録を行う方法等について検

討を行う。成績結果の確認

や履修単位数の照会に関し

てもＷｅｂで行えるよう検

討を開始する。 

教務委員会において，学生による履修登録が可能とな

るような新教務情報システムを整備することが必要であ

ることを確認し，そのためのワーキング・グループの設

置を決定した。 

平成１８年度に入り検討を開始することとしている。

また，学生支援部において，学生の利便性向上のため

の学生支援部事務室の集中化を平成１８年度から行うこ

とが決定した。 
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多様化する入試に対

応するために，専任教

員の配置を含めたオフ

ィスを開設し，アドミ

ッション・ポリシーに

沿ったＡＯ入試の導入

について検討する。 

 

アドミッション・オフィ

スの開設について，引き続

き検討する。 

入学者選抜方法研究委員会は３月に各学部のＡＯ入試

導入についての検討状況を取りまとめるとともに，同委

員会において，アドミッション・オフィスの必要性につ

いての検討状況を次のとおりまとめた。 

① 教育福祉科学部では，現時点でのＡＯ入試導入は

困難であるとの意見が大勢を占めており，したがっ

て，アドミッション・オフィス開設の要望はない。

② 経済学部では，早期開設を希望している。 

③ 医学部では開設を希望している。  

④ 工学部では，開設について慎重な意見が多い。 

以上のことから今後，大学として設置するための具体

策を策定する予定である。 

事務組織と教学組織

の協力関係を強め，大

学運営の支援体制を再

構築する。 

 

運営組織等検討委員会及

び人事制度等検討委員会

で，点検を行いながら実施

する。 

 運営組織等検討委員会で原則として各種委員会を廃止

し，存続する委員会については，構成員の見直しを行っ

た。理事室の部門案の作成で，担当理事のもとでの事務

組織と教学組織との関わりを考慮し，運営組織の改編の

検討に合わせて教学組織との連携を視野に入れた事務組

織の再編を検討し，平成１８年４月からの実施を平成１

８年３月役員会で決議した。 

○複数大学による共同業務処理に関する具体的方策 

事務職員等の採用試験

及び資質向上のための研

修を他大学と共同で実施

する。 

 

担当理事のもとで，点検

を行いながら実施する。 

九州地区国立大学共同で採用試験を実施し，研修につ

いても合同で実施した他，引き続き，平成１８年度以降

も共同で実施することを確認した。 

共済事務，雇用保険事

務などの共通化を検討

し，経費削減を図る。 

 

担当理事のもとで，九州

地区の国立大学法人等の間

で事務処理の共通化が可能

な業務について，事務コス

トの削減等を考慮のうえ，

検討する。 

事務処理の共通化が可能な業務について，平成１７年

９月開催の九州地区財務部課長会議で提案し協議を行っ

た。 

今後，共済事務，雇用保険事務について，引き続き問

題点等を整理し，可能なものから実施に向け更に検討を

進めることとした。 

○業務のアウトソーシング等に関する具体的方策 
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大学の適切な運営を

図るため，総務部と財

務部を中心として各種

業務について見直し，

費用対効果とサービス

の向上の観点から外部

委託の具体化を検討す

る。 

 

担当理事のもとで，外部

委託すべき業務について発

注をはじめると共に，担当

部署においてマニュアルの

作成に向けて検討を始め

る。 

事務改善委員会で前年度検討した外部委託可能な業務

を確認するとともに，各部課等で実施に向けた具体的な

検討に入った。 

 各事務部において事務改善の一環として業務処理マニ

ュアルを作成するとともに，全事務職員が作成したタイ

ムレポート（２月分）による業務処理方法などの見直し

を課等毎に行った。 

なお，その過程ではアウトソーシングも視野に入れた

ものとし，財政面の措置が可能なものから実施に移すこ

ととしている。 

平成１７年度に新たにアウトソーシングされたものと

して，職員宿舎の管理業務や専門的知識が必要な人事・

労務等に関するコンサルティング，発明等に係る特許性

の事前評価・出願支援及び審査請求等業務などがある。

 

 

Ⅲ．財務内容の改善 

１．外部研究資金その他の自己収入の増加に関する実施状況 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

○科学研究費補助金，受託研究，奨学寄附金等外部研究資金増加に関する具体的方策 

講習会・外部資金獲得情

報の公表などを通して教員

に対する外部研究資金獲得

の重要性を啓発する。 

平成１７年１０月に独立行政法人日本学術振興会研究

事業部研究助成課長を講師に招き，「科学研究費補助金の

特徴」及び「研究推進の分類と科学研究費補助金の位置

付け」等を中心に講演会を実施した。 

また，国の施策情報を研究等公募情報とともに学内ホ

ームページに掲示するとともに全学教員個人あてにメー

ルで配信し，現在置かれている国及び国立大学法人の状

況と何故今外部資金が重要なのかを啓発した。 

科学研究費補助金申請教

員へのインセンティブ付与

を検討する。 

過去３年間の申請・採択状況を分析し，学部毎に問題

点を整理した。 

平成１７年度は部局長裁量経費で，学部毎の科学研究

費補助金の採択率及び申請率を基にインセンティブを付

与した。 

今後は，より具体的なインセンティブ付与の在り方を

検討することとしている。 

科学研究費補助金に

ついては，申請率の

100％を目指し，受託研

究及び奨学寄附金等の

外部研究資金の積極的

な獲得を目指す。 

 

科学研究費補助金を含む

各種助成金情報を学内に周

知させる。 

国，財団及び地方公共団体等の研究等公募情報及び産

学連携に係る公募情報に加え，総合科学技術会議，文部

科学省等の国の施策を学内ホームページで通知するとと

もに，全学教員個人あてにメールで情報を配信した。 
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科学研究費補助金の申請

率を点検し，取り組み方法

の見直しを行う。 

平成１８年度科学研究費補助金の申請率から平成１９

年度に向けて，申請までのスケジュールを早めること及

び学内で科学研究費補助金の審査委員の経験者及び科学

研究費補助金の獲得経験者から構成したプロジェクトチ

ームを立ち上げ，書類の書き方及び申請の内容等を審査

することを取り組むこととした。 

学内シーズと企業ニーズ

等とのマッチングを進め

る。 

産学交流会を大分市，宇佐市で２回実施，出張相談会

を臼杵市，日出町，大分市，玖珠町で４回実施，研究シ

ーズ発表会を５回実施し，学内シーズと企業ニーズとの

マッチングを研究コーディネータを中心に実施した。 

包括協定を締結した金融機関が仲介した技術相談会で

は，マッチングによる受託事業のほかに，新たな研究テ

ーマの提供を受けた。 

これらのマッチングや受託事業により，２４件(内，金

融機関との連携により１３件)の共同研究が生まれた。

また，包括協定を締結した金融機関の職員に「大分大

学産学連携コーディネータ」の称号を与える仕組みを作

り，産学連携の講習会の開催を開始し，第１回講習会を

開催した。 

地方公共団体との連携を

進める。 

大分県内の統廃合を終えた市との連携を強化するた

め，相互協力協定締結を計画したところ，当初計画を上

回る市と締結ができた。更に大分県とも協定を締結した。

(平成１７年度は，それまでに締結していなかった１１自

治体中１県９市と協定締結)  

平成１６年度に協定を締結した，大分市，中津市，豊

後高田市とは連携 

ワーキングを開催して連携事業を実施するとともに，

平成１７年度に協定を締結した自治体とは個別の養成事

項について対応した。特に豊後高田市との連携事業では，

平成１９年度の概算要求事項にまで発展している。 

共同研究等の受入れ審査

の簡略化を実施する。 

共同研究，受託研究，寄附金等の外部資金の受入手続

のスピードアップを図るため，各学部における審査手続

を見直し，教授会等での審議を学部長決裁等に見直した。

見直しの結果，教授会（月１回定例開催）開催日程の審

議で手続が１ヶ月遅れとなっていた状況を改善できた。

併せて立替金制度を設け，研究をタイムリーに開始で

きる体制を整えた。 



 - 84 -

全教員へ研究シーズの認

知を推進させる。 

全国地域共同研究センター長会議で他大学の状況を調

査し，理工学系分野に比べ研究シーズに対する認識が比

較的低い人文・社会科学系のシーズ集の取りまとめ方に

ついて情報収集を行った。 

また，産学交流会，出張相談，研究シーズ発表会，地

域ＭＯＴ推進会議など教員に参加を願い，研究シーズ（研

究成果の公表）の重要性を啓発した。 

なお，平成１８年度の取組として，他大学の情報収集

結果を参考に地域共同研究センター運営委員会で研究シ

ーズ集への投稿について，多くの教員が積極的に参加す

るための方策について検討を行い，次の事項について積

極的に改善することとした。 

１．内容が難しく，理解できないものがあること。 

２．見たいという気が起こるものであること。 

３．２～３年に１回程度の更新を考えること。 

４．コーディネータと企業等とのやり取りにおいて，冊

子を上手く活用してほしいこと。 

外部資金に関するデータ

収集を開始し，データベー

ス構築を開始する。 

科学研究費補助金のデータ項目を基本としたフォーマ

ット，データ件数を整理した。 

外部資金（科学研究費補助金，受託研究，共同研究）

のデータを入力するための平成１８年度予算を確保し

た。 

全教員へ研究シーズの公

表勧誘，更新勧誘を行うと

共に，協力教員へのインセ

ンティブ付与を検討する。

学長裁量経費における事業区分の中にとして社会連携

事業を設け，「産学官連携東京拠点の運営事業」，「大学出

張技術相談会（産学交流会）事業」等具体的な事業とし

て採択し，本学のシーズの公表に係る事業経費を重点的

に配分した。 

研究シーズ等の公開状況

の点検評価を実施し，取り

組み方法の見直しを行う。

企業等にとって，魅力的なシーズ紹介となるよう学外

からの意見を参考に，前回発行したシーズ集を基にして，

地域共同研究センターとその研究コーディネーター（客

員教授）とで検討を進め，キーワード検索の充実と教員

名からの検索を可能としたシーズ集を発行し，地域の企

業等へ配付した。 

平成１８年度は，更に多くの企業等からの聞き取り調

査等のアンケートを実施し，シーズ集の更新と内容の改

善に引き続き取り組むこととしている。 

外部研究資金を確保

するために，研究シー

ズ等のデータベースを

充実させ，学外への研

究成果の積極的な公表

を図る。 

 

学内の機器を活用した研

究成果の広報を積極的に行

い，委託研究の獲得を推進

する。 

本学が保有する教育用，研究用等の機器を調査し，そ

の使用実態，管理維持体制を設備マスタープランの作成

と併せて調査した。 

平成１８年度は，研究シーズ集と，機器の調査事項を

整理し，機器を使用した研究成果に絞ったパンフレット

を作成する計画である。 
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○収入を伴う事業の実施に関する具体的方策 

大学の役割とニーズ

に即した適切な検定

料・入学料･授業料を設

定し，自己収入の確保

に努める。 

 

担当理事を中心に，財政

状況を勘案し，入試委員会

及び学生生活支援委員会等

と連携して，設定した検定

料・入学料・授業料と本年

度の受験者数，入学者数か

ら総収入をシミュレーショ

ンし，コスト面も考慮のう

え，設定方針を検討する。

受験者数，入学者数の調査等データ収集を行い，本学

における学生納付金のコストシミュレーションをして，

各納付金についてのコストを算出するとともに，本学の

財務状況，他国立大学法人及び県内私立大学等の料金設

定状況の調査を行い，コストの妥当性について検証を行

った結果，現行の標準額とした。 

また，学生のための経済支援の一環として，「授業料奨

学融資（利子補給）制度」を創設するとともに，積極的

な高校訪問などのアピールにより，入学志願者が前年度

に比べ全体で約１，１００名増加した。 

外来化学療法体制を充実

する。 

外来において化学療法を実施するため，平成１８年３

月に外来化学療法室（３床）を設置した。 

平成１８年４月から外来化学療法加算を取得するた

め，専任看護師を配置し，年間約４６０件の治療を実施

し，約２００万円の増収を図ることとしている。 

心臓カテーテル検査・治

療の稼働時間拡大を図る。

現在，午後のみ稼働している心臓カテーテル検査・治

療の稼働時間拡大に対処するため，医師，看護師及び放

射線技師の配置体制案を平成１８年２月に策定した。 

平成１８年７月から稼働時間の拡大を行うことによ

り，平成１８年度においては約１，０００万円の増収を

図ることとしている。 

附属病院収入につい

ては，附属病院の新し

い医療領域・技術を開

拓するとともに経営改

善を推進し，健全経営

による増収を図る。 

 

外来検査システム整備に

伴う患者紹介率の向上を図

る。 

病診連携の推進を図るため，地域医療連携センターを

中心に，ＣＴ，ＭＲＩ，心臓超音波検査，内視鏡検査等

の検査外来システムの手続，運用方法等を定めるととも

に，県内全医療機関向けのパンフレット原案を平成１８

年２月に作成し，新規紹介患者の増加を図る体制を確立

した。 

平成１８年７月から本格稼働することにより，平成１

８年度においては約１，５００万円の増収が期待される。

地域社会のニーズに

即した公開講座・公開

授業を充実することや

学内施設の開放を進

め，受講料や施設使用

料の増加を図る。 

 

現状の公開講座，技術研

修の受講者からのアンケー

ト，研究コーディネータか

らの企業ニーズ情報を基

に，地域社会・企業が求め

る公開講座，研修内容を検

討する。 

包括協定を締結している企業（金融）のニーズをもと

に産学官連携コーディネータ講座を企画・実施した。 

また，商工会議所等地域の職業人の組織での学習ニー

ズ調査内容について検討し，平成１８年度前半で調査を

実施することとした。 
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生涯学習教育研究センタ

ーにおいて，公開授業の科

目設定方式等について検討

を行う。 

医学部への公開授業依頼を実施し，後期からの開放が

決定した。 

大学院科目を含めた公開授業の科目設定方式について

検討し，大学院科目の開放について関係委員会に提案す

ることとした。 

平成１８年度公開授業実施要項（案）を作成した。 

大学開放事業委員会は，

広報委員会等と連携し，大

学施設の地域開放を積極的

に広報する。 

『公開講座案内』の刊行方式を前期・後期の２回に分

け刊行することで，より市民への広報の充実を図ること

とした。 

また，インターネットによる広報の強化について検討

し，センターホームページの充実により広報の効果向上

に努めることとした。 

大学開放事業委員会と財

務課において，利用状況か

ら使用料等の見直しを行

う。 

講義室，体育施設利用者の利便向上を図るため，簡便

で分かりやすい料金体系にし，事務手続の簡素化や貸付

基準の見直しを行い，貸付対象を拡大し，平成１８年４

月１日から実施することとした。 

知的財産マネージャーの

確保後，知的財産本部で学

内保有知財と企業ニーズと

のマッチングを図りなが

ら，知的財産の活用状況を

点検し，取り組み方法の見

直しを行う。 

知的財産本部で過年度から本年度までの学内保有知財

の取りまとめを行った。また，企業ニーズについては，

知的財産本部と大分ＴＬＯとが連携して，企業訪問や技

術移転活動時を通じて，情報等の取りまとめを行い，そ

の結果をもとに知的財産の活用状況の点検や見直しに係

る事前策を策定した。 

知的財産権を，基本

的には大学に帰属さ

せ，その実施許諾料に

よる収入増加を目指

す。 

 

特許申請支援講習会を実

施し，教員の発明に対する

意識向上と支援を図る。 

知的財産本部で，教職員及び大学院生を対象に知的財

産の意識啓発，特許申請の支援等に関しての講演会を３

回実施した。 

卒業生への各種証明

書等の有料化，再試験

受験料の有料化等を検

討する。 

 

担当理事が入学試験実施

委員会等と連携して，卒業

生に対する各種証明書の発

行手数料，大学院の過去の

入試問題のコピーサービス

の手数料，再試験受験料等

を検討する。  

他の国立大学の現状を調査した結果，各種証明書の発

行手数料等は，調査した大学法人８２校のうち1大学し

か有料化していないことが判明した。 

このことを踏まえ有料化について検討した結果，卒業

生や受験生へのサービス維持の観点から，当面手数料は

徴収しないこととし，引き続き各種証明書等の有料化に

代わるその他の事業収入を調査することとした。 

 

２．経費の抑制に関する実施状況 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

○管理的経費の抑制に関する具体的方策 

目標達成度，講じ

た努力に見合うイン

センティブを付加し

た予算の配分を行

う。 

管理的経費の使用目標値に対する削減努力に応じたインセン

ティブを付与した予算（部局長裁量経費）の配分を行った。 

その結果，管理的経費（附属病院を除く）が対前年度約２．

３％削減された。 

 

財務会計システム等の

活用，業務見直し等によ

り，効率的かつ合理的な

事務運営を推進する。 
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担当理事を中心

に，民間の創意工夫

を参考にしながら，

事務処理の簡素化・

効率化を図るため，

電算化，外部委託，

一括契約方法等につ

いて，費用対効果を

含め検討を行い，経

費削減方法の見直し

を行う。 

複数年契約や単価契約を行うことにより，１８，８６２千円

が削減され対前年度比１１.１％の経費削減を達成した。   

 

 

後発医薬品の採用促進や医療材料の値引率の拡大等により１

６６，４６０千円が削減され，対前年度比９.９％の経費削減を

達成した。 

 

事    項 16年度 17年度 増減額 増減率 

後発医薬品の採

用促進 
118,486 77,223 △41,263 △34.8% 

医療材料の値引

率の拡大 
1,290,725 1,248,880 △41,845 △3.2% 

設備の更新によ

るフィルムの購

入 

62,161 6,539 △55,802 △89.8% 

節水システム

（節水コマ）の

導入 

125,701 102,534 △23,167 △18.4% 

大口ガスの供給

契約 
64,305 61,844 △2,461 △3.8% 

定期刊行物の見

直し 
14,393 13,184 △1,209 △8.4% 

携帯電話台数の

見直し 
777 534 △243 △31.3% 

メール便の利用 9,530 9,060 △470 △4.9% 

合   計 1,686,078 1,519,618 △166,460 △9.9% 

 

その他                         

平成１７年度に公用車の所有台数の見直しを行ない，2台売却

により663千円の収入を得た。 

平成１８年度に向けて複写機の契約方法の見直し（リース契

約）による契約単価の削減と共に，効率的な利用台数の見直し

を行う。 

平成１８年度に地下水を利用した水の調達を行い，光熱水費

（管理的経費）の削減を行う。実施は平成１９年度の予定。 

 

   区    分 １６年度 17年度 増減額 増減率 

1。複数年契約による

もの 

    

診療報酬請求及び病

棟等クラーク業務 
94,736 83,160 △11,576 △12.2% 

洗濯及び EOG 滅菌処

理請負 
29,154 28,455 △699 △ 2.4% 

ベッドメーキング及

び病室消毒請負 
13,901 12,692 △1,209 △ 8.7% 

患者給食用食器の下

膳洗浄業務 
 15,908 13,608 △2,300 △14.5% 

2。単価契約によるも

の 
    

コピー用紙・トイレ

ットペーパー・蛍光

管 

16,069 12,991 △3,078 △19.2% 

   合  計 169,768 150,906 △18,862 △11.1% 
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業務に支障のない範

囲内で一斉退庁制度な

どによる節電，節水及

びゴミの抑制に努め，

毎年度目標を定めて，

計画的に削減する。 

 

 

担当理事を中心

に，部局ごとの光熱

水費の使用実績等を

基に使用目標値を設

定し，定期的に実績

額の公表を行ない，

徹底した経費削減に

取り組む。 

 

附属病院を除く各部局等の光熱水費の使用目標値（平成１６

年度実績の約３％減）を設定するとともに，使用実績額を講評

し，経費節減に向けた意識の涵養を図るなど経費削減に努めた

結果，対使用目標値３.３％，対前年度比９.１％の経費削減を

達成した。 

また，附属病院については使用実績で対前年度比約１０％を

削減し，附属病院を含めた全学の使用実績では対前年度比約９．

１％の削減を達成した。 

 

光熱水費使用目標値（附属病院を除く） 

単位:千円 

 

光熱水費（全学） 

単位:千円  

 区  分 使用目標値 17年度実績額 増減額 増減率 

電 気 料 165,672 161,175 △4,497 △2.7%

 ガ ス 料 25,517   26,612 1,095     4.3%

 水 道 料 76,955 71,522 △5,433 △7.1%

 合  計  268,144  259,309 △8,835 △3.3%

 区  分 １６年度 １７年度 増減額 増減率 

電 気 料 320,550 300,154 △20,396 △6.4% 

 ガ ス 料 87,745  84,869 △2,876   △3.3% 

 水 道 料 172,563 142,811 △29,752 △17.2% 

 合  計  580,858  527,834 △53,024 △9.1% 
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３．資産の運用管理の改善に関する実施状況 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

○資産の効率的・効果的運用を図るための具体的方策 

点検評価に基づいた

土地・施設・設備等の

有効利用・維持管理及

び保全に努め，有機的

に活用する方策を確立

するため，経営協議会

等で施設マネジメント

システムを構築し，効

率的運用を図る。 

 

施設整備委員会におい

て，点検・調査等の結果に

基づき維持・管理計画を策

定する。 

昨年度に実施した点検調査を基に維持管理のための施

設・設備等の管理台帳を作成し，「施設・設備等維持管理

計画」を策定した。 

また，更に設備点検を行い，以下のような経費節減を

行った。 

１． 旦野原キャンパスの蒸気暖房が不必要な室を調

査し，１０棟の建物について蒸気の供給停止を行っ

た結果，蒸気管の修理費が平成１６年度に比べて年

間６，２８０千円の削減となった。 

２． 旦野原キャンパスのボイラー燃料用の重油使用

量が少なくなってきたため，重油地下タンクの２基

の内１基を廃止し，地下タンク漏洩検査費用の経費

節減を図った。 

３． 外灯を省エネ型に２８台取り替え省エネルギー

及び経費節減を行った。 

担当理事を中心に，施設

の利用状況等の調査結果を

踏まえ，料金，制度の見直

しを検討する。 

講義室，体育施設利用者の利便向上を図るため，簡便

で分かりやすい料金体系にし，事務手続の簡素化や貸付

基準の見直しを行い，貸付対象を拡大し，平成１８年４

月１日から実施することとした。 

担当理事を中心に，職員

宿舎の効率的運用を図るた

めの検討を行う。 

平成１７年１１月から宿舎管理業務を外部へ委託し，

業務改善を行った。 

宿舎の空室情報（空室数，間取り，宿舎費等）のほか，

宿舎に関しての手続書類等の情報を学内ホームページに

掲載したことで，入居増が図られた。 

宿舎貸与基準の緩和を行い，平成１８年度から非常勤

職員（医員，研修医，日々雇用職員）への貸与を可能と

し，看護師の貸与条件も緩和した。 

担当理事を中心に，旦野

原キャンパスにおける駐車

場の管理方法についての検

討を行い，予算計画を作成

する。 

旦野原キャンパス交通対策専門委員会で実施したアン

ケート調査結果を踏まえ，管理方法を検討し，事故防止，

盗難，身障者への配慮等を考慮した「整備計画リスト」

を作成し，駐車場・構内道路のライン引きやガードレー

ルの設置等の予算計画を作成した。 

土地・施設・設備等

を効率的・効果的に活

用するために必要な財

源の確保と適切な予算

配分を行い，コスト削

減に努める。 

 

担当理事を中心に，学内

施設・教室の有料貸与につ

いて公式ホームページ上で

公開する等，積極的広報を

検討する。 

 平成１８年度以降施設・教室の有料貸与について平成

１８年６月に本学公式ホームページで公開することとし

た。 
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知的財産管理活用等計画

策定に係る弁理士等の知的

財産マネージャーを確保す

る。 

知的財産マネージャーの確保について，知的財産本部

で同マネージャーの任用に係る職務内容や資格要件等を

検討し，学長裁量定員枠（経費等）を確保した。 

本学所有の知的財産

権の積極的な活用方法

を構築する。 

 

公開講座・授業・研修等

で使用される資料，一般の

講義資料について，その

質・量の調査を行う。 

生涯学習教育研究センターが実施している公開講座受

講者に対し公開講座等で配布する資料の満足度をアンケ

ート調査した。この結果，受講生は講座の内容，レベル，

学習方法，受講料等に８～９割の満足度を示しているこ

とが明らかとなった。 また，追加資料の頒布について

は希望が無いことが明らかとなった。このため，公開講

座等で配布する資料の有料化は不可能であること，追加

資料の希望も無いことから，本学所有の知的財産の積極

的な活用方法を再考する必要があることが判明した。 

担当理事のもとで，「資金

管理方針」に基づき余裕資

金については，安全かつ効

率的な運用方法をさらに検

討する。 

キャッシュベースの入出金状況表を策定するととも

に，平成１８年１月に利付国債（５年）１億円で運用を

開始した。 

また，平成１８年度に向け，更に余裕資金の動向を検

証し，よりきめ細かい余裕資金の運用を行うこととした。

運営費交付金，自己

収入及び外部研究資金

等について，安全な運

用管理を行う。 

 

担当理事のもとで，取引

銀行の健全性監視の判断基

準に基づき，定期的に経営

状況等の把握を行う。 

取引銀行の健全性監視の判断基準に基づき，四半期毎

に経営状況等の把握を行い，総合的評価を行った。 

教育研究活動を安定し

て遂行できる財務基盤を

確保・維持するためのシ

ステムを構築する。 

 

担当理事が中心となり，

資産状況の調査を行い，資

産の有効活用を行い，財源

の確保に向けた検討を行

う。 

自販機を運動施設の周辺に設置し，売上金の一部を寄

付してもらい，その全額を学生の課外活動資金として使

用することとした。 

平成１６年度宿舎整備計画を基に，挾間職員宿舎敷地

に駐車場を増設し，使用料の増収を図った。 

また，利用者の少なくなった鶴見臨海研修所及び中津

江研修所の貸与等について施設が所在する佐伯市や日田

市に積極的に働きかけた。 
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Ⅳ．自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供 

１．評価の充実に関する実施状況 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

○自己点検・評価の改善に関する具体的方策 

自己点検・評価及び

外部評価等に係る全学

的な評価委員会を設置

し，毎年度，年度計画

に係る自己点検評価を

実施するとともに，改

善事項と改善方策を検

討してこれを的確にフ

ィードバックするシス

テムも整備する。 

 

評価委員会で，学内の評

価に関する規則及び実施組

織等の見直しを図ると共

に，職員及び認証評価結果

のフィードバックシステム

を検討する。 

法人における評価に関する体制を見直し，理事（総務

担当）が職員評価及び法人評価を担当し，新たに，学長

補佐（評価担当）を設置し，自己評価及び認証評価を担

当することとした。 

評価委員会において，平成１７年度に実施した自己評

価作業，認証評価に係る学内調査作業及び他大学の評価

体制の調査を踏まえ，評価実施組織を見直し，評価関係

規則を改正した。 

また，教員及び事務系職員評価に係る評価の目的，評

価項目，評価基準，評価結果の公表方法，改善のための

活用方法，意見聴取方法等を定めた評価実施要項（案）

等をそれぞれ作成した。 

同実施要項（案）に基づき，平成１８年度に試行評価

を実施することとしている。 

○評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策 

評価委員会で評価結

果を全学構成員及び学

外へ公表するシステム

を整備し，大学運営の

改善と改革の遂行に活

用する。 

 

評価委員会で，職員及び

認証評価結果の公表方法を

検討する。 

評価委員会において，教員及び事務系職員評価に係る

評価の目的，評価項目，評価基準，評価結果の公表方法，

改善のための活用方法，意見聴取方法等を定めた評価実

施要項（案）をそれぞれ作成した。 

 また，認証評価に係る評価結果の公表方法等を定めた

認証評価実施要項を策定した。 
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本学の評価体制と評

価の実施状況を学内外

に公表し，次期の中期

目標・計画の策定，教

育研究活動，業務運営

の改善に反映するフィ

ードバックシステムを

構築する。 

 

評価委員会で，職員及び

認証評価システム等に関す

る意見聴取方法，改善策へ

のフィードバック方法及び

実施組織について検討す

る。 

評価委員会において，教員の教育，研究，社会貢献，

管理運営，診療活動に係る業績に関する評価項目・評価

データの見直しを図るとともに，教員評価に関する基本

的な考え方をまとめた「教員評価に関する指針（案）」，

教員評価に係る評価の目的，評価項目，評価基準，評価

結果の公表方法，改善のための活用方法，意見聴取方法

等を定めた「教員評価実施要項（案）」及び部局ごとに教

員評価を実施する際の手順等をまとめた「教員評価を実

施する際の実施手順（案）」を作成した。 

 同指針（案）等に基づき，平成 1８年度に部局ごとに

試行評価を実施することとした。 

評価委員会において，平成１７年度に実施した認証評

価に係る学内調査作業を踏まえ，他大学の評価体制を調

査し，学長補佐（評価担当）を中心とした認証評価に係

る評価実施組織等の見直し，評価関係規則の改正を行っ

た。 

認証評価に係る評価結果に関する意見聴取方法や改善

のための活用方法を定めた認証評価実施要項を策定し

た。 

評価結果について

は，経営協議会等で資

源配分の算定に活用す

ることを検討する。 

 

役員会及び経営協議会

で，教員評価の評価結果に

基づく活用方法の一環であ

る資源配分方法について検

討する。 

評価委員会において，資源配分に活用可能な教員の教

育，研究，社会貢献，管理運営及び診療などの活動実績

に関する評価項目・評価データの見直しを図るとともに，

教員評価に関する基本的な考え方をまとめた「教員評価

に関する指針（案）」，教員評価に係る評価の目的，評価

項目，評価基準，評価結果の公表方法，改善のための活

用方法，意見聴取方法等を定めた「教員評価実施要項

（案）」及び部局ごとに教員評価を実施する際の手順等を

まとめた「教員評価を実施する際の実施手順（案）」を作

成した。 

同指針（案）等に基づき，平成 1８年度に部局ごとに

試行評価を実施するとともに，資源配分についての検討

を行うこととした。 
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２．情報公開等の推進に関する実施状況 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

○大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関する具体的方策 

広報委員会を中心に，大

学の印刷物を整備し，定期

的発行と改変に努める。 

大学で作成している広報印刷物の調査を行い，公開ホ

ームページ上の印刷物一覧を更新し，公表した。 

また，印刷物の重複をなくすための統合及びホームペ

ージでの公表への切り替えの検討を行い，附属図書館と

医学分館の概要を統合し，「学長と語ろう」の会報告書を

ホームページ上で公表した。 

広報委員会で，引続き英

語版として作成する印刷物

の情報の基準を検討する。

学内の印刷物，ホームページの英語版の必要性につい

て，部局ごとに調査を行い，広報委員会で英語版として

作成する項目の基準を検討し，「国立大学法人大分大学に

おける広報に関わる印刷物の英語版作成の基準」を作成

した。 

この指針に基づいた作成や修正により，多くの研究室

が見やすくなった。 

広報委員会と各部局及び

各研究室,講座が連携して

公式ＨＰを整備し,随時適

切な改変に努める。 

広報委員会で各部局と連携して，全学的なホームペー

ジの構想計画，統一基準を示した「国立大学法人大分大

学公開ホームページの運用指針」を作成し，トップペー

ジの改変を行った。 

広報委員会で，公式ＨＰ

の英語版の作成に向けて検

討を行う。 

ホームページ専門委員会，広報委員会で全学の「国立

大学法人大分大学ホームページの運用指針」の中で，英

語版として作成する項目も検討し，一覧を作成した。 

 

広報委員会を中心に本

学の組織や財務，行事，

図書，教育，研究活動を，

印刷物，公式ホームペー

ジ，広報センターで公開，

提供し，国内外との学術

情報の連携，交流を促進

する。 

 

附属図書館運営委員会

で，“GeNii”との連携，交

流促進を行う。 

旦野原キャンパスで公開されているホームページを対

象として研究者情報等の登録可能なものについて国立情

報学研究所のメタデータデータベース(JuNii)に登録を

行った。 

学内学術ポータルの構築については，試行した機関リ

ポジトリとの関連で再検討することとし，GeNii との連

携については機関リポジトリと連携することとした。 

大学情報については，

広報委員会は評価体制を

改善する委員会と連携

し，外部有識者の意見も

取り入れ，公開システム

の見直しを行う。 

 

広報委員会が評価委員会

と連携して，教育研究者の

評価方法，公開情報データ

の範囲，基準を確認し，公

表するシステムを引き続き

検討する。また，“GeNii”

との連携，交流促進に努め

ると共に，その連携交流状

況も評価の一助とする。 

広報委員会で，検討結果に基づき，研究者総覧データ

ベースの個人情報に関わる事項を削除する等の修正を行

った。また，「国立大学法人大分大学公開ホームページの

運用指針」を作成し，個人情報の保護に関する事項を定

めた。 

GeNii との連携については，附属図書館で試行した機

関リポジトリと教員評価システムの連携，及び学内学術

ポータルとの関係を整理し，連携を行うこととした。 
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Ⅴ．その他業務運営に関する重要事項 

１．施設設備の整備・活用等に関する実施状況 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

○施設等の整備に関する具体的方策 

各分野の教育・研

究・診療等の特性に応

じた弾力的な施設設備

の有効活用及び環境整

備の充実を図るため，

施設整備委員会で全学

的な既存施設の点検再

調査を実施し，経営協

議会等で施設マネジメ

ントシステムを構築す

る。 

 

既設建物の点検・調査結

果に基づき，施設整備委員

会において，既存の教育研

究スペースについて，その

有効利用，効率的運用及び

環境整備の充実を図るため

全学的な視点から見直し，

施設マネジメントを計画・

立案する。 

既存の教育研究スペースについて，その有効利用，効

率的運用及び環境整備の充実を図るため，本学における

「施設マネジメント計画」を策定した。 

経営協議会等で大学

の施設等整備の長期構

想を策定し，計画的な

施設等整備の推進に努

める。 

 

施設整備委員会におい

て，中長期展望に立った計

画的な施設整備の構想を策

定する。 

本学における施設整備の課題である安全安心な教育研

究環境への再生，病院再開発整備，インフラ機能の改善

整備を基本方針とした「中長期整備計画」を策定した。

 

○施設等の機能保全及び維持管理に関する具体的方策 

施設を長期にわたり

活用するために，施設

整備委員会で具体的な

プリメンテナンス計画

を立案し，潜在するリ

スクに対応する。また，

老朽化対策，施設の安

全性，信頼性の確保に

努める。 

 

施設整備委員会におい

て，点検・調査等の結果に

基づき，プリメンテナンス

計画を策定し，費用対効果

の検討を行い，改修計画を

策定する。 

昨年度の点検調査を基に維持管理のための施設・設備

等の管理台帳を作成し，「プリメンテナンス計画」の策定

及び費用対効果を検討するための改修費用を算定し，平

成１７年度において附属病院の屋上防水改修を実施し

た。 

施設整備委員会で耐

震診断結果に基づく耐

震改修計画を策定し推

進する。 

 

施設整備委員会におい

て，財源を考慮した耐震改

修計画の実施に向けた取り

組みを行う。 

平成１６年度に策定した「耐震改修計画」を，安全安

心な教育研究環境への再生の観点から見直しを図り，新

たな耐震改修計画を改定した。 

同計画に基づき，平成１７年度補正予算で工学部機

械・電気工学科棟の耐震改修に着手した。 
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施設整備委員会でイ

ンフラストラクチャー

の点検・整備充実に努

め，安全で安定的なエ

ネルギー供給を行う。 

 

施設整備委員会におい

て，エネルギー供給等の老

朽化・メンテナンスに対す

る改善計画を策定する。 

昨年度の点検調査を基にエネルギー供給機器の設備管

理台帳を作成し，「エネルギー供給等設備改修計画」を策

定した。 

省エネ診断を実施し，診断結果に基づき，ボイラーの

運転効率の良い燃料調整等を行い，省エネを図った。 

漏水を早期発見するため，水道の使用量のチェック体制

を整え，漏水を早期に発見し，水道料の節約を図った。

○大学キャンパスにふさわしい環境形成に必要となる具体的方策 

施設整備委員会で学

内施設等の社会的弱者

への配慮と整備状況を

点検し，ユニバーサル

デザイン等のための具

体的な整備と推進に努

める。 

 

施設整備委員会におい

て，点検調査結果に基づき，

ユニバーサルデザインのた

めの具体的推進計画を策定

する。 

ユニバーサルデザイン（全ての人々に利用しやすい環

境）の現状パトロールによる調査を行い「ユニバーサル

デザイン推進計画」を策定した。 

同計画に基づき附属病院の車椅子専用駐車場８台分の

整備や歩行者の安全確保のため外来駐車場から附属病院

玄関までの屋根付歩道を整備した。 

施設整備委員会，旦

野原キャンパス交通対

策専門委員会，挾間キ

ャンパス交通対策専門

委員会で学内の交通形

態の見直しを図り，車

両入構規制，駐車場の

有料化等の具体的な計

画を策定し推進する。 

 

施設整備委員会,旦野原

キャンパス交通対策専門委

員会において，調査結果に

基づき，構内の駐車場の管

理方法についての計画を策

定する。 

旦野原キャンパス交通対策専門委員会で実施したアン

ケート調査結果を踏まえ，管理方法を検討し，事故防止，

盗難，身障者への配慮等を考慮した「駐車場の整備計画」

を策定した。 

施設整備委員会で屋

外施設・屋外緑化環境

の具体的な整備・維持

管理計画を策定し，安

全で豊かなキャンパス

づくりの推進に努め

る。 

 

施設整備委員会におい

て，調査結果に基づき屋外

施設・屋外緑化環境につい

ての施設パトロールを行

う。 

屋外施設屋外環境調査結果に基づき，施設パトロール

を実施し，屋外施設・外灯等の「屋外施設屋外環境推進

計画」を策定した。 

また，同計画に基づき，外灯２８台を整備した。 
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２．安全管理に関する実施状況 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

○労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・事故防止に関する具体的方策 

新たに設置する安全

衛生管理委員会（仮称）

で安全管理・事故防止

等に関する全学的な安

全衛生管理体制の見直

しを図り，施設設備の

再点検を行い，改善計

画を策定し，安全性等

の強化を図る。 

 

安全衛生管理委員会を中

心に，全学的な施設設備の

再点検の結果を基に基本的

な改善計画を策定し，緊急

度に応じて改善を行う。ま

た，各事業所に安全診断評

価マニュアル集を作業項目

ごとに作成する。 

衛生管理者マニュアルに沿って，全学の施設等につい

て定期点検を行い，結果について，リストを作成し，改

善を要する点については，通知した。 

 全学の施設等改善を要する点について通知した内容を

再点検し，改善内容について確認し，指導した。 

 安全衛生管理委員会は，巡視の結果により全学の作業

環境の改善を要する点について通知し，各事業所の衛生

委員会等から改善内容について報告を求めた。 

 安全評価マニュアルとして中央労働防止協会発行の手

引書を利用して，安全点検評価を実施している。 

 また，安全対策に必要な予算を確保した。 

毒物・劇物，化学物

質その他危険物等につ

いては，安全衛生管理

委員会（仮称）で保管

場所，保管方法，保管

量及び管理簿（一連の

履歴を含む）等の管理

体制を見直し，更なる

安全管理の強化に努め

る。 

 

安全衛生管理委員会で，

毒物・劇物，化学物質その

他危険物等について保管場

所，保管方法，保管量及び

管理簿（一連の履歴を含む）

等の管理体制を点検し，改

善を図ると共に，「安全と環

境問題等に関する指針（安

全管理マニュアル等）」を策

定して，全学に周知徹底し

自己点検を行う。 

安全衛生管理委員会において，部局ごとに作成されて

いる安全管理マニュアル及び防災・避難訓練実施状況を

確認し，安全管理体制の強化に努めることを決定した。

 また，巡視の結果により全学の作業環境の改善を要す

る点について通知し，各事業所の衛生委員会等から改善

内容について報告を求め，学長に報告した。 

 

○学生等の安全確保等に関する具体的方策 

防火管理委員会で防

火管理規程等を見直

し，全学的な災害対策

マニュアルを策定する

とともに，定期的な防

災訓練の実施に努め

る。 

 

防火管理委員会で，防災

管理に関する学内実態調査

の結果を基に，従来の防火

管理規程等を見直したうえ

で全学的な防災管理規程を

策定する。 

全学的な防災意識の普及，災害対策本部の設置，防災

隊の設置，災害復旧等の「防災規程」を策定した。 
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学生生活支援委員会

が安全衛生管理委員会

（仮称）及び防火管理

委員会と連携して学生

等に対する安全・衛生

教育及び実験・実習に

おける安全マニュアル

を作成し，事故防止の

徹底を図る。 

 

全学生・教職員を対象と

した意識調査に基づき，教

務委員会と協力して全学的

な「学生生活における安全

マニュアル」を作成する。

安全マニュアル作成に関する記載事項及び作成方法に

ついて，学生生活支援委員会のワーキング・グループで

検討し，９月までに原案を作成した後，１０月の学生生

活支援委員会で了承され，平成１８年３月末日にマニュ

アルが作成された。 

なお，新入生には学生生活案内に記載し，２年生以上

の学生には別冊子（Ａ４用紙４枚の両面）で作成し，平

成１８年４月に配布することとした。 

 

附属校園，安全衛生管理

委員会及び防火管理委員会

が連携して，安全管理マニ

ュアルに添った防災訓練，

不審者の侵入に対応した避

難訓練を実施する。 

小学校，中学校，幼稚園及び養護学校において，火災

訓練及び防犯訓練を，養護学校及び幼稚園において，地

震訓練を実施した。 

附属学校の児童・生

徒等の安全を確保する

ため，必要な安全対策

を講ずる。 

 

附属校園，安全衛生管理

委員会及び防火管理委員会

が連携して，入構管理体制

や安全管理マニュアル，遊

具等の設備を含む危険個所

等の改善を図る。 

各校園で，危機管理マニュアルを作成し，マニュアル

に沿って，安全点検を実施した。 

 各校園における実施点検マニュアルを安全衛生管理委

員会に提出し，併せて，防災訓練等の実施状況を報告し

た。安全衛生管理委員会は，安全点検及び防災訓練等の

実施状況を学長に報告した。 

 

安全衛生管理委員会

（仮称）及び環境整備

委員会で全学的に防

犯・警備体制を見直し

強化を図る。 

 

安全衛生管理委員会及び

施設整備委員会を中心に，

車両入構監視体制，夜間防

犯監視体制，夜間休祭日に

おける入退館システムとそ

の管理体制の点検と見直し

を行い，緊急度に応じて改

善措置をとり，引き続き調

査・点検を行う。 

安全管理委員会において，同委員会，施設整備委員会

及び学生支援部と共同歩調体制で，危機管理システムの

一環として，車両入構監視体制，夜間防犯監視体制，夜

間休祭日における入退館システムとその管理体制の点検

と見直しを行った。 

○学生・職員の健康管理に関する具体的方策 

保健管理センターを

中心に学生・職員の健

康診断及び相談体制を

充実する。 

 

学内健康情報サービスの

策定を行い，健康診断デー

タのコンピュータ化体制に

向けての検討を行う。同時

に健康診断・相談体制の点

検と改善に取り組む。 

健診情報は学生・職員ともにコンピューター化がほぼ

完成し，健康診断証明書もパソコンから発行できるよう

になった。 

健康診断の受診率は毎年上昇しており，相談件数も毎

年増加傾向にある。 
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感染予防対策の点検を行

う。 

感染の発生状況は保健管理センターに全て報告がある

ことになっており，予防ワクチンの効果は，各疾患の発

生状況にて点検ができる。 

発生状況の報告を点検した結果，インフルエンザ以外

は充分な効果が認められた。インフルエンザについても，

摂取者にも発生しているが軽症にとどまっている。 

このことから，現在のところ感染予防対策の見直しの

必要性は認められないことが判った。 
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Ⅵ．予算（人件費見積含む。）、収支計画及び資金計画 

１．予 算                                （単位 ： 百万円） 

区   分 予 算 額 決 算 額 
差  額 

（決算－予算）

 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

施設整備資金貸付金償還時補助金 

補助金等収入 

国立大学財務・経営センター施設費交付金 

自己収入 

授業料、入学料及び検定料収入 

附属病院収入 

雑収入 

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

長期借入金 

承継剰余金 

目的積立金取崩 

 

計 

 

９,６３５

３０

２２８

－

５３

１４,２９６

３,４５０

１０,７４６

１００

６９３

２６３

－

－

２５,１９８

 

 

９,６３５ 

３０ 

６８２ 

３ 

５３ 

１４,６０７ 

３,４２０ 

１１,０８５ 

１０１ 

７３７ 

２６１ 

２ 

１０３ 

 

２６,１１６ 

－

－

４５４

３

－

３１１

△２９

３３９

１

４３

△１

２

１０３

９１８

 

支出 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

一般管理費 

施設整備費 

補助金等 

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

長期借入金償還金 

 

計 

 

１９,２３７

７,８５４

１１,３８３

３,６０４

３４６

－

６９３

１,３１８

２５,１９８

 

 

１８,７６６ 

７,３９０ 

１１,３７６ 

３,５７５ 

３４４ 

３ 

６９５ 

１,７６８ 

 

２５,１５３ 

△４７０

△４６４

△６

△２８

△１

３

１

４５０

△４４

端数処理の関係で集計額は必ずしも一致しない。 

 

２．人件費                                （単位 ： 百万円） 

区   分 予 算 額 決 算 額 
差  額 

（決算－予算）

 

人件費（退職手当は除く。） 

 

 

１３,０３９

 

１２,８６０ 

 

△１７９
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３．収支計画                               （単位 ： 百万円） 

区   分 予 算 額 決 算 額 
差  額 

（決算－予算）

 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

受託研究費等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

 

収益の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

附属病院収益 

補助金等収益 

施設費収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

財務収益 

雑益 

資産見返運営費交付金等戻入 

資産見返補助金等戻入 

資産見返寄附金戻入 

資産見返物品受贈額戻入 

 臨時利益 

 

純利益 

目的積立金取崩益 

総利益 

 

２４,２７５

２２,１５２

１,８６８

５,６２６

２２３

３４５

７,７５１

６,３３９

５６１

２６７

－

１,２９５

１４

２４,８４４

９,０５８

２,７２４

４１２

１４０

１０,７４６

－

－

２２３

４４２

－

８６

１６５

－

７

８４１

１４

５６９

－

５６９

 

 

２４,０８７ 

２１,６５０ 

１,６２３ 

５,７１５ 

２００ 

１６６ 

７,５７４ 

６,３７０ 

４８２ 

２９８ 

２７ 

１,６２７ 

－ 

 

 

２５,０４７ 

９,０２９ 

３,０２７ 

４２４ 

１２７ 

１１,１８３ 

３ 

３１ 

２２２ 

４４５ 

０ 

１３４ 

５５ 

１ 

１７ 

３４４ 

－ 

 

９５９ 

９ 

９６９ 

 

△１８７

△５００

△２４４

８９

△２２

△１７８

△１７６

３１

△７８

３１

２７

３３３

△１４

２０３

△２８

３０３

１２

△１２

４３７

３

３１

０

２

０

４８

△１０９

１

１０

△４９６

△１４

３９０

９

３９９

端数処理の関係で集計額は必ずしも一致しない。 
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４．資金計画                               （単位 ： 百万円） 

区   分 予 算 額 決 算 額 
差  額 

（決算－予算）

 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

授業料・入学金及び検定料による収入 

附属病院収入 

受託研究等収入 

補助金等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

前年度よりの繰越金 

 

２６,９６３

２２,７５５

１,１２５

１,３１８

１,７６５

２６,９６３

２４,６１０

９,６３５

３,４５０

１０,７４６

２２３

－

４７０

８６

３１１

３１１

－

２６３

１,７７９

 

３０,００５ 

２１,９６８ 

１,３１５ 

１,７６４ 

４,９５７ 

 

３０,００５ 

２５,２８９ 

９,６３５ 

３,４１９ 

１１,０８５ 

２２８ 

３ 

４８８ 

４２９ 

８３ 

８３ 

０ 

２６１ 

４,３７１ 

３,０４３

△７８６

１９０

４４６

３,１９２

３,０４３

６７９

－

△２９

３３９

５

３

１７

３４２

△２２７

△２２７

０

△１

２,５９２

端数処理の関係で集計額は必ずしも一致しない。 
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Ⅶ．短期借入金の限度額 

１．短期借入金の限度額  ２４億円 

 

 

２．想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により、緊急に必要となる対策費として借り入れす

ることも想定される。 

 

３．平成１７年度実績  なし 

 

 

Ⅷ．重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

附属病院基幹設備・整備に必要となる経費の長期借入れに伴い、本学病院の敷地について、担保

に供した。 

 

所在地：大分県由布市挾間町医大ヶ丘１丁目 

物件の表示：（地番）１番 （地目）学校用地 （地積）１６３,３４８㎡ 

 

Ⅸ．剰余金の使途 

   平成１６年度決算において文部科学省から繰越しが認められた剰余金（目的積立金）６９６百万

円のうち、１０３百万円の目的積立金を取り崩し、医学部卒後臨床研修センターの建設費等の教育

研究の質の向上及び組織運営の改善経費に充てた。 

 

Ⅹ．その他 

１．施設・整備に関する状況 

                                     （単位：百万円） 

 

２．人事に関する状況 

「Ⅱ．業務改善及び効率化 ３．人事の適正化に関する実施状況」参照 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財   源 

長期借入金 

   （２６１）

 

・附属病院基幹・環境整備 

施設整備費補助金 

    （３０）

 

・小規模改修 

 

総額 

３４４

国立大学財務・経営センター

施設費交付金 

（５３）
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３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細 

（単位 ： 百万円） 

当期振替額 

交付年度 期首残高 
交付金当 

期交付金 運営費交

付金収益

資産見返運

営費交付金
資本剰余金 小計 

期末残高

平成１６年度 124 0 0 0 0 0 124

平成１７年度 0 9,635 9,029 168 0 9,198 436
百万円未満の端数を切捨している。 

 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

①平成１７年度交付分 

（単位 ： 百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

運 営 費 交 

付 金 収 益 
31

資産見返運

営費交付金 
57

資本剰余金 0

成 果 進 行 

基準による 

振 替 額 

計 88

①成果進行基準を採用した事業等：総合的高等教育改革

事業、卒後臨床研修必修化に伴う研修経費、その他 

②当該業務に関する損益等 

総合的高等教育改革事業 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：1 

(教育経費：1) 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

ｳ)固定資産の取得額：教育機器44 

卒後臨床研修必修化に伴う研修経費 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：23 

(人件費：23) 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

ｳ)固定資産の取得額：0 

その他 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：6 

(教育経費：3、研究経費：3) 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

ｳ)固定資産の取得額：研究機器12 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

総合的高等教育改革事業については、平成 17 年度に

終了する事業であり、十分な成果を上げたと認められる

ことから運営費交付金債務を全額収益化。 

卒後臨床研修必修化に伴う研修経費については、手当

相当額として在籍者数に基準額を乗じた額 23 百万円を

収益化。 

その他の成果進行基準を採用している事業等につい

ては、それぞれの事業等の成果の達成度合い等を勘案

し、19百万円を収益化。 
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運 営 費 交 

付 金 収 益 
8,026

資産見返運

営費交付金 
111

資本剰余金 0

期 間 進 行 

基準による

振 替 額 

計 8,137

①期間進行基準を採用した事業等：成果進行基準及び費

用進行基準を採用した業務以外の全ての業務 

②当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：8,026 

(研究経費：1、人件費：8,025) 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

ｳ)固定資産の取得額：建物20、構築物4、教育研究機

器50、診療機器14、図書20、その他3 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

学生収容定員が一定数（85%）を満たしていたため、

期間進行業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。 

運 営 費 交 

付 金 収 益 
972

資産見返運

営費交付金 
0

資本剰余金 0

費 用 進 行 

基準による

振 替 額 

計 972

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、その他 

②当該業務に関する損益等 

退職手当 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：970 

(人件費972) 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

ｳ)固定資産の取得額：0 

その他 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：2 

(教育経費2) 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

ｳ)固定資産の取得額：0 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務972百万円

を収益化。 

国立大学法人 

会計基準第 77 

第 3 項による 

振 替 額 

 

0 該当なし 

合計 
 

9,198  

金額及び内訳欄においては、百万円未満の端数を切捨している。 
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（３）運営費交付金債務残高の明細 

（単位 ： 百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

成 果 進 行 

基準を採用

し た 業 務 

に 係 る 分 

0 該当なし 

期 間 進 行 

基準を採用

した業務に

係 る 分 

0 該当なし 

費用進行基

準 を 採 用 

した業務に

係 る 分 

124
退職手当 

・退職手当の執行残であり、翌事業年度以降に使用する

予定。 

平成１６年度 

計 124  

成 果 進 行 

基準を採用

し た 業 務 

に 係 る 分 

10

国費留学生経費 

・国費留学生経費について、研究留学生（博士）におけ

る在籍者が予定数に達しなかったため、その未達分を債

務として繰越したもの。 

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないた

め、中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

卒後臨床研修必修化に伴う研修経費 

・在籍者が予定数に達しなかったため、その未達分を債

務として繰越したもの。 

当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないた

め、中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

期 間 進 行 

基準を採用

した業務に

係 る 分 

0 該当なし 

費用進行基

準 を 採 用 

した業務に

係 る 分 

426
退職手当 

・退職手当の執行残であり、翌事業年度以降に使用する

予定。 

平成１７年度 

計 436  

百万円未満の端数を切捨している。 
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ⅩⅠ．関連会社及び関連公益法人等 

１．特定関連会社 

  該当なし 

 

２．関連会社 

  該当なし 

 

３．関連公益法人等 

該当なし 

 


